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１．平成 21 年度東北大学男女共同参画委員会活動報告 

 

委員長報告   ____________________________________________________ 

 
男女共同参画委員会 委員長  折原 守  

 
１ これまでの活動状況と成果 
（男女共同参画委員会の設置） 

   東北大学男女共同参画委員会は平成 13 年 4 月に設置されて以来、本学における男女共同

参画状況の調査・広報活動、ジェンダー教育の振興、相談窓口の設置などを任務として積極

的な活動を続けてきた。活動の基盤となっているのは、平成 13 年度にアンケート調査を基

にまとめられた報告書「東北大学における男女共同参画推進の方針に関する提案」であり、

とりわけそこに掲げられた 13 項目の提言である。 
（平成 14 年度） 

   平成 14 年度には、その第 1 項目で提言されたシンポジウムを「第 1 回男女共同参画シン

ポジウム：学問・教育と男女共同参画」と題して開催するとともに、阿部博之総長（当時）

のもとで「男女共同参画推進のための東北大学宣言」を発表した。この宣言は、男女共同参

画奨励賞（沢柳賞）の創設、研究・労働環境の改善、不服申立・救済制度の確立などの方針

を打ち出し、わが国の帝国大学の中で初めて女子学生に門戸を開放した歴史をもつ「東北大

学が全国の大学の前駆となるべく、率先して推進する」ことを明らかにしたものである。 
（平成 15 年度） 

   平成 15 年度には、この宣言を受けて沢柳賞の公募と審査を行い、「第 2 回男女共同参画シ

ンポジウム：性差とは何か？ヒトと人のあいだ」と併せて第 1 回授賞式を開催した。委員会

内では、従来の「実態調査」「広報」「相談窓口」という 3 つの WG に加えて、「両立支援」

「奨励制度」「報告書」をそれぞれ担当する WG を新たに設置し、取組みの強化に努めた。

また、各部局に「男女共同参画ワーキンググループ」を設け、部局ごとの状況調査や改善策

の検討を開始した。 
（平成 16 年度） 

   平成 16 年度には、「第 3 回男女共同参画シンポジウム：現代日本社会とジェンダー」と併

せて沢柳賞の第 2 回授賞式を開催した。実態調査 WG では、前年度に実施した意識調査の結

果をリーフレットにまとめ、全学生および前教職員に配布した。また両立支援 WG では、教

職員アンケート等で要望の強かった学内保育所の設置へ向けて本格的な準備を進め、前年度

からの検討をもとに運営プランを策定するとともに、補助金の申請手続き等を進め、次年度

の開所を目指して大きな一歩を踏み出した。 
（平成 17 年度） 

   平成 17 年度には、待望の学内保育所「川内けやき保育園」が 9 月に開設され、運営には

各キャンパス代表からなる「運営会議」が携わることとなった。利用者は順調に増加し、現

在では定員（25 名）を超過している状態にある。11 月 26 日には第 4 回男女共同参画シンポ

ジウムが「どこまで進んだ大学の男女共同参画」をテーマに開催し、併せて第 3 回沢柳賞の

授賞式を行った。また「大学等における男女共同参画を推進し、ネットワークを構築するた

めの呼びかけ」が採択され、大学のネットワーク構築を推進していくことが確認された。 
（平成 18 年度） 

   平成 18 年度には、文部科学省科学技術振興調整費による「女性研究者支援モデル事業」

に応募し、「杜の都女性科学者ハードリング支援事業」が採択された。事業推進に当たっては、

「女性研究者育成支援推進室」を設置し、委員会と密接に連携しながら各種事業を進めるこ
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ととした。杜の都女性科学者ハードリング支援事業の一環として「育児のための短時間勤務

制度の施行に関する協定書」をまとめ、平成 19 年度より実施されることとなり、併せて短

時間勤務制度を利用する教員の研究業務評価において必要な配慮を行うこととした。10 月

15 日には第 5 回男女共同参画シンポジウムを「大学における女性研究者の育成と支援、その

施策」をテーマに開催し、併せて第 4 回沢柳賞の授賞式を行った。また、男女共同参画に関

する「部局長アンケート調査」および「川内けやき保育園の利用に関するアンケート調査」

を実施し、現状の把握に努めた。 
（平成 19 年度） 

   平成 19 年度には「育児のための短時間勤務制度」の試行実施、「育児休業等の取得による

任期の延長」の検討を行い、いずれも平成 20 年度から実施されることとなった。また、「仙

台Ｉゾンタクラブ」からの支援金による「大学院女子学生海外渡航支援事業（ローズ支援事

業）」を立ち上げ、大学院女子学生を対象に主として海外渡航費用を援助することとした。11
月 17 日には第 6 回男女共同参画シンポジウムを「イノベーションを生みだす男女共同参画」

をテーマに開催し、併せて第 5 回沢柳賞の授賞式を行った。実態調査 WG では教職員を対象

にインタビューを実施し、きめ細やかな調査を行った。 
（平成 20 年度） 

   平成 20 年度には「育児のための短時間勤務制度」及び「育児休業等の取得による任期の

延長」について制度化を実現したほか、平成 19 年度から実施している「大学院女子学生海

外渡航支援事業（ローズ支援事業）」では 2 件が採択（うち 1 件は辞退）となった。11 月 22
日には第 7 回男女共同参画シンポジウムを「大学の男女共同参画－見えない壁を打ち破るに

は－」をテーマに開催し、その基調講演では、オーゲ・Ｂ・グルットレ駐日ノルウェー王国

大使より「ノルウェーの男女共同参画は今」を演題に講演いただいた。併せて第 6 回沢柳賞

の授賞式を行った。また、実態調査 WG 及び両立支援 WG を中心として全教職員及び大学

院生、研究者等を対象に学内保育所についてのアンケート調査を実施した。なお、本委員会

について、本学の男女共同参画をさらに推進する観点から、構成メンバーを拡充することと

し、平成 21 年度から新たに各附置研究所（東北アジア研究センター含む）から各 1 名、病

院からも 1 名の委員を選出することとした。 
 

２ 平成 21 年度の活動 
以上のようなこれまでの成果等を踏まえ、平成 21 年度は以下のような活動を行った（な

お、詳細はそれぞれの報告等を参照していただきたい）。 
 （１）第 3 回大学院女子学生海外渡航支援事業（ローズ支援事業） 

    平成 19 年度より「仙台Ｉゾンタクラブ」からの支援により継続実施しており、平成 21
年 6 月に募集を行い、17 件の応募の中から 3 件を採択した。 

  （２）第 8 回東北大学男女共同参画シンポジウムの開催 
    広報 WG（徳山豪座長）を中心に企画立案を行い、あらためて本学の現状をとらえ直す

こととした。平成 21 年 11 月 28 日に「東北大学男女共同参画の現状～本音で語る課題と

展望～」をテーマに約 120 名の参加者のもと、学内の片平さくらホールで開催した。本学

の男女共同参画の現状について、報告講演を踏まえつつ、薬学研究科長及び農学研究科長

の参加も得てパネルディスカッションを行った。全体として会場からの多くの質疑や意見

があり、テーマどおり「本音で語る」活発な討論となった。 
  （３）第 7 回「男女共同参画奨励賞（沢柳賞）」の授与 
    奨励制度 WG（田中真美座長）を中心にして「沢柳賞」の公募と審査が行われ、研究部

門、活動部門、プロジェクト部門及び活動部門特別賞各 1 件の受賞者が決定され、上記の

第 8 回男女共同参画シンポジウムの折に、授賞式ならびに受賞講演を行った。 
  （４）部局長アンケートの実施 
    本委員会が発足した平成 13 年度に部局長の意識調査のためのアンケートが実施された
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が、その後の進展などを踏まえ、実態調査 WG（吉成浩一座長）を中心にして部局長アン

ケートを実施した（詳細については本報告書第 5 章を参照）。 
（５）「杜の都ジャンプアップ事業 for 2013」採択と実施 

平成 18 年度から 3 年間の事業として採択された「杜の都女性科学者ハードリング支援

事業」の文部科学省科学技術振興調整費による支援が 20 年度で終了するため、新たに文

部科学省科学技術振興調整費による新規事業「女性研究者養成システム改革加速」に応募

することとし、平成 21 年 1 月に本委員会を中心に「女性研究者養成加速事業（ポストモ

デル事業）検討 WG（田中真美座長）」を立上げた。学内における種々の検討を経て、「杜

の都ジャンプアップ事業 for 2013」を申請し、その結果、全国 5 大学のうちの 1 つとして

採択された（5 年間の事業；具体の 3 プログラム等は後述参照）。なお、「杜の都女性科学

者ハードリング支援事業」についてはその成果等を検証した結果、平成 21 年度から学内

経費により継続実施されることとなった。（「杜の都女性研究者ハードリング事業」と改称。）

これら事業の実施に当たっては、相互の連携に留意し、女性研究者育成支援推進室が両事

業を運営することとした。運営に当たり、本委員会のほか、関係部局及び東北大学グロー

バル COE「グローバル時代の男女共同参画と多文化共生（拠点リーダー：辻村みよ子教授）」

等とも連携・協力が図られ、具体のプログラムが進められている。 
（６）次期中期目標・中期計画と井上プランへの男女共同参画推進についての明記 

平成 22 年度からの次期中期目標・中期計画の策定作業が最終段階となっている。今年

度までの現行の中期目標・中期計画においては男女共同参画についての明確な記載がなく、

この施策を推進していく上で本学の姿勢が問われるものとなっていた。 
さらに、本学の戦略プランである井上プランにおいても、2008 年度改訂版までは同様に

このことについての明確な記載がなかった。 
これまでの歴史と伝統を踏まえ、今後さらに男女共同参画の推進を図るためにも、両者

への明記が課題になっていたが、今年度において、まず、井上プランについて、「5 組織・

経営」の柱の中に、「男女共同参画の推進に向けた取組」を新たな項目として立て、その背

景とプランを明記した。また、中期計画についても新たに同様の趣旨で具体の項目を盛り

込むこととした。 
（７）「星の子保育園」の設置・オープン 

本学の学内保育所として第 2 番目のものとなる「星の子保育園」が、平成 22 年 3 月 1
日に星陵地区に設置・オープンされた。 
このことは、本委員会の平成 20 年度両立支援 WG・実態調査 WG が担当した「第二保

育所設置に関するアンケートまとめ」において、「川内けやき保育園に続き、星陵地区と青

葉山地区に順次新たな保育施設を設置」とされた内容に沿うものであった。 
東北大学病院旧西病棟 1 階に現員 18 名（定員 25 名）、運営を民間の「サクセスプロス

タッフ（株）」に委託し開園されたが、星陵地区に勤務する教職員、大学生等には大きな支

援となる環境整備の実現として特記される。 
 

３ 今後の課題と提言 
平成 21 年度は、今期中期目標・中期計画期間の最終年度となる節目の年であった。この

ため、これまでの取組を振り返るとともに、今後への発展を期す上でも、20 年度の取組と併

せて、国全体、国立大学法人全体、本学、部局等の現状を、今一度あらためてとらえ直すこ

とを行った。 
具体的な活動は、上記 2 の通りであるが、来年度においては、以上のことを十分に念頭に

置いた上で、次のようなことが課題となり、その解決のためには以下のような取組みが必要

であると考えられる。以下、それら課題とそのための具体的な取組みの提言である。 
（１）女性教員比率向上のための積極的施策の具体化 

本学の女性教員比率は少しずつ継続して上向きになっているものの、国大協（20％（助
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教・助手除く））や第 3 期科学技術基本計画（自然科学系 25%（助教・助手含む））が設定

した数値目標には、それぞれ 6.5％、15.1％（H21.5.1 現在）と程遠いものとなっている。 
それこそ、大正 2 年（1913 年）に我が国の大学として初めて女性に門戸を開いた本学の

施策として、また平成 14 年に国立大学として初めて「宣言」を発表した本学の施策として、

それらに恥じない次の 100 年に向けた独自の積極的な施策を展開しなければならない。 
幸い、本委員会メンバーはじめ関係の方々のご尽力により、そのための基盤となる 2 つ

の事業が 21 年度からスタートしている。まずは、杜の都ハードリングと特にジャンプアッ

プの両事業を確実に実施していくことが肝要であろう。 
（２）学内保育所の整備充実 

「川内けやき保育園」については、これまでの実績が評価されてきているが、入園希望

者は増え続け、待機者がでている状況にある。21 年度は、そのけやき保育園に続く学内 2
番目の「星の子保育園」が開設されたが、待機者の解消までは至っていないことから、ア

ンケートによってもその必要性が明らかになっている青葉山地区への早急な新設が必要で

ある。 
幸い、このことについても執行部、関係部局長等の了解が得られつつある状況なので、

今後具体的に新設に向けた整備検討を開始したい。 
（３）本委員会のあり方 

21 年度から新たな構成により委員会が運営されているが、これが広く関係者の理解を得

てうまく機能するよう心がけていく必要がある。 
また、相談窓口のあり方については、これまで見直しの必要性が言われながらも具体的

な成案を得ていない。ハラスメント相談窓口との関係を含めて、大学としてのシステムを

早急に整備する必要があろう。 
（４）その他 

本学執行部（理事・副学長・部局長）や事務系職員幹部（部長・課長）への積極的な女

性登用が望まれる。これまで、総長特別補佐や総長特任補佐、事務系職員では部次長への

登用がなされてきているが、今後、このことについて一層留意される必要があろう。 
 
 

杜の都女性研究者ハードリング支援事業について   ___________________ 

 
女性研究者育成支援室副室長  米永 一郎  

 
平成 18 年度から 20 年度まで文部科学省科学技術振興調整費「女性研究者支援モデル育成」

事業として実施した「杜の都女性科学者ハードリング支援事業」は、自然科学系分野における

女性科学者のキャリアパス形成の障害となる様々なハードルを乗り越えるための支援と諸制度

の改革・整備を展開し、優れた事業としての評価を得た。その成果を踏まえ、今年度より本学

独自の女性研究者支援として「杜の都女性研究者ハードリング支援事業」を開始し、女性研究

者養成システム改革加速事業「杜の都ジャンプアップ for 2013」と緊密な連携の下に実施した。

この本学独自の支援事業の開始にあたり、昨年度までの事業において遂行された各プログラム

を精査し、施設整備など任務が達成されたプログラムを除く、継続的展開により一層の成果が

期待されるプログラムに焦点を絞ることとなった。また、支援の規準についても本学の実状に

よりマッチするように見直しを進めた。本年度、女性研究者育成支援推進室を中心に進められ

たプログラムの具体的内容は、以下のとおり。 
 
（１）育児介護支援プログラム（女性研究者の育児と研究の両立のための直接的支援） 

ａ）女性教員・技術職員が出産、育児を理由に研究を断念しないよう、研究を支援する
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補助者を配置する支援要員制度を実施した（利用者数：延べ 3 名）。 
ｂ）同じく育児中の女性職員・学生等の休日出勤や出張時のベビーシッター利用に係る

経費の一部を補助する制度を実施した（利用者数：延べ 7 名） 
 
（２）環境整備プログラム（女性研究者の職場環境改善に係る間接的支援） 

大学病院内の病後児保育室「星の子ルーム」への看護師と保育士各一名の追加配置の

ための経費支援を継続実施した。平成 21 年度 498 名が利用した。 
 
（３）次世代支援プログラム（次世代の女性研究者の育成） 

自然科学系部局に所属する女子大学院生をサイエンス・エンジェル（39 名、ボランテ

ィア含む）として任命し、出張セミナー（延べ：4 校）、地域での体験型科学イベント（延

べ：3 回）、オープンキャンパス（７月 31 日）での授業や展示・説明を通じて、身近な

ロールモデルとして理系女子生徒の育成に取り組むとともに、サイエンス・エンジェル

自身の企画運営による研修会を開催し、相互支援による進路選択、自己啓発の機会を設

けた。（なお、サイエンス・エンジェルへのボランティアとしての参加（本年度：7 名）

を可能とした。） 
 
この杜の都女性研究者ハードリング支援事業の杜の都ジャンプアップ for 2013事業および男

女共同参画委員会活動との連携により、シームレスな女性研究者支援が可能となっていると考

える。 
 
 

杜の都ジャンプアップ事業 for 2013 について   ______________________ 

 
女性研究者育成支援室副室長  田中 真美  

 
 東北大学では、男女共同参画委員会による活動や「女性研究者支援モデル育成」事業としての

「杜の都女性科学者ハードリング支援事業」等により、男女共同参画意識向上と環境整備は着実

に進展しているが、未だにその課題が多いことは否めず、一段と進んだ行動が必要であり、モデ

ル事業で達成された優れた独自制度をさらに展開し、女性研究者比率の格段の向上とその養成を

達成することが不可欠であると認識されている。平成 21 年度に開始された科学技術振興調整費

「女性研究者養成システム改革加速」事業に応募することを目的に、平成 20 年度 1 月に本男女

共同参画委員会を中心に「女性研究者養成システム改革加速事業検討 WG（田中真美座長）」を

立上げ、文部科学省科学技術振興調整費による「女性研究者養成システム改革加速」に「杜の都

ジャンプアップ事業 for 2013」を応募し、採択された。 
本事業では、理、工、農学系分野において、優れた女性教員を新規に 5 年間で 30 名採用し、

その能力と職階のジャンプアップを図り、世界トップリーダーとして必要な幅広い学問領域を見

渡せる「自立し、共生し、未来を育み、サイエンスを拓く杜の都女性研究者」を育成することを

目的としている。 
新規採用に関しては、今年度は、3 名（流体科学研究所 1 名、多元物質科学研究所 1 名、農学

研究科 1 名）が本事業の対象者として行われ、本人へのスタートアップ研究費、所属各部局への

人件費一部の付与等が行われている。また、各教員に部局メンターが決定され、部局メンターに

よる指導が行われている。なお、本事業の申請の段階では本プログラムによる新規採用者に含ま

れると認識していた 4 月 1 日付、5 月 1 日付の 7 名の女性教員（理学研究科 2 名、薬学研究科 2
名、金属材料科学研究所 2 名、農学研究科 1 名）も定員枠で採用されており、学内経費にてスタ

ートアップ研究費の付与が行われている。 
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新規女性教員と既在籍女性教員を対象としたスキルアップ経費の付与によるスキルアップ支援

については、第 1 回目の公募と 12 月以降の随時公募を行い、14 件の国内開催での会議等（内 4
件は国際会議）と 5 件の海外での会議等、合計 19 件を採択し、旅費や登録費を付与している。 

また、養成のために本事業では、具体的に以下の 3 プログラムを実施する。 
 
（１）世界トップクラス研究リーダー養成プログラム 

部局メンターや沢柳フェローによる複数メンター制の確立、Distinguished professor 等
による異分野融合力、組織・研究マネージメント力、研究実務能力をアップするためのセ

ミナーを実施し、多様で複雑な異分野融合の 21 世紀の科学に挑戦する女性研究者を養成

する。 
今年度は複数メンター制度として、学内の文系理系に依らないメンターとしてふさわし

いと考えられる女性教授による沢柳フェロー制度を立ち上げ、全学から 21 名の女性教授

が担当に当たることになり、既在籍女性教員との第 1 回沢柳フェローとの昼食会を開催し

た。また、世界トップクラス研究リーダー養成セミナーを 2 回開催した。（ランジュバン

＝ジョリオ博士による講演会、東洋紡総合研究所快適性工学センター部長 石丸園子氏に

よる講演会）また、既存の学内開催の授業等も利用し、異分野融合力アップセミナーや、

組織・研究マネージメント力アップセミナーなどの横断的な教育システムを構築した。こ

のような講演会やセミナーによるシームレスな教育システムを構築し、個々のジャンプア

ップへつながるような養成改革加速事業として展開している。 
 
（２）ネットワーク創生プログラム 

女性研究者が研究やプロジェクト等の先導を可能とすることを目指して、総合大学の特

色を生かした情報を共有し、かつ発信するための異分野融合による技術・人的ネットワー

クの創生を行う。 
今年度は 9 月に女性研究者データベースの作成や Web によりメンターとなる沢柳フェ

ローや既在籍女性教員のデータ構築のためのデータベース登録システムを構築し、それを

用い在籍する女性教員によるデータの登録を可能としている。随時登録可能であり、また、

登録データの冊子を準備中である。本プログラムでの理学・工学・農学分野だけでなく医

歯系や文系分野や、本学で採択されている GCOE「グローバル時代の男女共同参画と多文

化共生」プログラム（代表：辻村教授）とも積極的に連携体制も確立する。本年度は情報

発信の基礎となる MORIHIME ホームページの大幅なリニューアルを行っている。 
 
（３）研究スタイル確立支援プログラム 

女性研究者の研究スタイル確立のための支援を行うと共に、男性も含めた全学での男女

共同参画意識の啓発・醸成を進める。 
今年度は２回の研究スタイル確立支援セミナーが開催され、東北大学のハードリング支

援事業からジャンプアップ事業まで、事業の説明が行われた。第 1 回目のセミナーでは仙

台市内の学童保育の現状の紹介なども行われた。 
 
今年度は特に初年度であり、上記の他にキックオフシンポジウムを開催したほか男女共同参画

シンポジウムでも本事業の紹介を行った。 
以上のように、本事業は男女共同参画委員会での活動や推進室で行っているハードリング事業と緊

密な連携により実施されている。女性研究者育成支援推進室では、ハードリング事業に加え、ジャンプア

ップ事業用のプログラム推進班が立ち上げられ、各班で班長を中心に事業を展開している。 

－ 6 －



２．各ワーキンググループの活動報告 
 

実態調査 WG   ______________________________________________ 
 

 実態調査 WG は、吉成浩一（薬）を座長として、下夷美幸（文）、十川和博（生命）、玉田薫（通

研）、柳田賢二（東北アジア）の 5 名の委員で構成された。 

 本委員会では、各部局の男女共同参画状況および各部局長の意識の把握・分析を行なうために、

平成 13 年度に部局長アンケートを実施している。その後、本学では男女共同参画の推進に向けた

様々な活動が行なわれ、各部局の状況や教職員の意識も変化しているものと期待される。そこで

本年度は、各部局の状況および各部局長の意識の変化を把握し、さらなる男女共同参画の推進に

資するため、平成 13 年度に実施されたものとほぼ同一内容の部局長アンケートを実施した。回答

は、29 部局中 28 部局から得られた。アンケート内容および回答結果については本報告書第 5 章

を参照願いたい。なお、回答結果の一部は、第 8 回東北大学男女共同参画シンポジウムのパネル

ディスカッションの資料として利用した。 

 

実態調査 WG 座長 

吉成 浩一 

 

広報 WG   __________________________________________________ 
 

広報 WG は、男女共同参画の広報に関する業務を行っている。平成 21 年度には徳山豪（情報

科学）を座長として、山本照子（歯）、熊谷泉（工）、冬木勝仁（農）、村木英二（教育情報）、永

次史（多元研）の委員から成り、主に第 8 回東北大学男女共同参画シンポジウムの企画と運営を

中心に活動を行った。  

 

活動状況 

 1.   平成 21 年 8 月 20 日 メール審議 （審議終了 8 月 28 日）：  

 シンポジウムの日時を 11 月 28 日とし、会場をさくらホールとすることについて審議

を行い、ＷＧとして承認した。 

 「杜の都ジャンプアップ事業」のイベントと重複しないように、部局長数名を含むパ

ネルディスカッションなど学内向けの広報を重視したものとすることについて審議し、

ＷＧとして承認した。  

 2． 9 月 18 日－10 月末： 講演者、パネリストへの依頼を行い、企画を確定させた。また、

実態調査ＷＧが行った部局長アンケートをシンポジウムで利用することとした。 

 3． 11 月 28 日、シンポジウム当日の開催運営を行った。 
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第 8 回東北大学男女共同参画シンポジウムの実施概要 

   

テーマ：東北大学の男女共同参画の現状  

参加者：教職員・学生・一般市民（約 1２0 名） 

日 時：11 月 28 日（土）13：00～16：40 

会 場：東北大学片平キャンパス、さくらホール 

内 容：   

第 1 部 第７回沢柳賞授賞式、受賞講演および第 5 回受賞者成果報告講演 

 

研究部門では、文学研究科准教授である下夷美幸氏、活動部門では、青葉理学

振興会常務理事である竹内峯氏、活動部門（特別賞）では病院医員山﨑都氏、プ

ロジェクト部門では経済学研究科小形美樹氏が受賞講演を行った。引き続き、第 5

回沢柳賞受賞者（プロジェクト部門）成果報告として、東京文化短期大学助教で

ある尾崎博美氏と共に立教大学学術調査員八木美保子氏より、静岡大学講師ヤマ

モトルシアエミコ氏より、それぞれ講演が行われた。 

 

第 2 部 東北大学男女共同参画の現状～本音で語る課題と展望～ 

 

 東北大学男女共同参画の現状報告講演 

 辻村みよ子（法学研究科 教授）：東北大学全体の報告 

 小谷元子（理学研究科 教授）：杜の都女性科学者ハードリング事業の報

告 

 田中真美（医工学研究科 教授）： 杜の都ジャンプアップ事業の紹介 

 パネルディスカッション 

<<パネリスト>> 

辻村みよ子、小谷元子、田中真美、工藤昭彦（農学研究科長）、永沼章（薬

学研究科長）  

<<コーディネーター>> 

徳山 豪（情報科学研究科 教授） 

 

議論の概要：  現状報告講演での辻村氏などからの東北大学での男女共同参画の

取り組みと努力の紹介、および事前に行われた男女共同参画の部局での対応に関す

るアンケートを素材に議論を行った。農学、薬学研究科における男女共同参画への

部局での独自の取り組みの紹介があり、部局における困難や障害、全学や国家的な
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アクションへの期待、男女共同参画社会のあるべき体制などのテーマについて、フ

ロアからの意見を交えながら討議を行った。保育施設や育児支援の必要性、ワーク・

ライフ・バランスの重要性、杜の都プロジェクトなどの国家支援の重要性、研究者

のキャリアパスの整備の必要性などが論じられた。フロアからは文学研究科長など

7 名の聴講者からの発議や意見があった。 

 

 シンポジウムにおける学外広報  

本シンポジウムの内容は、ＮＨＫで当日の宮城県内のニュースで放映された

ほか、河北新報、東日本放送の取材を受けた。 

 

広報 WG 座長 

徳山 豪 

 

相談窓口 WG   ______________________________________________ 
 

相談窓口 WG は、吉武清實（学生相談所）座長として、折原守（委員長、理事）、大隅典子（総

長特別補佐、医）、辻村みよ子（副委員長、法）、米永一郎（副委員長、金研）、丸山克彦（総務課）

の 6 名の委員で構成された。 

本年度、男女共同参画相談窓口に寄せられた相談は２件である。いずれも上司によるハラスメ

ント被害であり、一方は職務遂行への嫌がらせ、他方は女性であることを理由に研究継続の断念

を強要されたというものであった。相談は毎年数件ずつと多くないが、本年のものを含め、これ

まで相談窓口ＷＧに寄せられてきた相談内容を項目別に整理してみると次の通りである。 

１）育児・家庭と仕事・研究の両立支援 

２）研究外活動と研究活動の両立支援 

３）女性研究者としてのキャリア形成 

４）研究室、職場あるいは学内活動（ＳＡ活動等）での人間関係の問題 

５）ハラスメント被害 

 

これらの 5 項目それぞれに対して、本学の現状の相談体制がどのようになっているかを述べる。 

 

１）の「育児・家庭と仕事・研究の両立支援についての相談」と、２）の「研究外活動と研

究活動の両立支援についての相談」については、男女共同参加委員会相談窓口ＷＧに相談が寄

せられたとき、相談窓口ＷＧ委員自身が助言を行う。両立支援制度に関する内容についてはＨ

Ｐで情報を提供しているが、加えて、対面での相談のニーズがある場合には、しかるべき助言

が可能な人につなぐ。その際、心理的相談を含む場合には、吉武委員（学生相談所、臨床心理

－ 9 －



士かつ大学カウンセラーの有資格者）が相談にあたる。 

  ２）の「研究外活動と研究活動の両立支援についての相談」そして３）の「女性研究者とし

てのキャリア形成についての相談」、４）の「研究室、職場あるいは学内活動（ＳＡ活動等）で

の人間関係の問題についての相談」のうち、大学院生からの相談で心理的内容や対人関係の葛

藤を含むものについてはしばしば継続相談が必要であり、これらについては、学生相談所での

相談につないで支援を継続する。ＳＡ（サイエンス・エンジェル）の活動に取り組む大学院生

からの相談もこの項目に含まれ、そのほとんどは、男女共同参加委員会相談窓口ＷＧではなく、

通常の学生相談の場合と同様に、直接学生相談所を訪れている。 

これについては、ＳＡ活動のコーディネートにあたるスタッフと学生相談所の連携が重要で

あり、すでに連携の体制は整えている。学生相談所は、学内のキャリア支援スタッフ（キャリ

ア支援センター）との連携体制を整えており、必要に応じて連携して相談にあたっている。 

  ５）については、学生の場合、ハラスメント全学学生相談窓口（川内キャンパス）に、職員

の場合、ハラスメント職員相談窓口（片平キャンパス）につないで相談と解決にあたっている。

これまでの相談の中では、５）についてのものがもっとも多い。 

 

 今後の課題としては、次の 2 点をあげることができる。 

１）上述した学内の諸窓口間のネットワーク構築によって連携力をさらに強化し維持するこ

と。 

２）ポスドクや任期付きの研究員あるいは任期付き助教として研究にとりくむ若手研究者へ

の心理カウンセリングの相談体制を強化していくこと。 

 

相談窓口 WG 座長 

吉武 清實 

 

両立支援 WG   ______________________________________________ 
 

 両立支援 WG は、生田久美子（教育）、吉田浩（経済）、島途健一（国際文化）、山田直子（国

際交流）、渡辺みか（病院）の 5 名の委員で構成され、育児と研究の両立支援策に関する検討を行

うことを任務としている。 

昨年度、実態調査 WG とともに第二保育所設置に関する全学アンケートを行ったところ、その

設置場所については、青葉山地区への設置を望むという回答が最も多く、次いで星陵地区への要

望が多いなど、各キャンパスへの新たな保育施設設置の必要性と育児支援についての関心の高さ

が明らかになった。 

今年度は、待望の学内２番目となる保育園が星陵地区に開設されることとなったが、更に青葉

山地区における新学内保育園の開設に向けた要望活動を加速するため、以下の活動を行った。 
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活動状況 

１．平成 21 年 7 月 1 日 

・メール審議により、今年度の活動について確認した。 

２．平成 21 年 7 月 27 日 

・星稜地区に開設される学内保育園の進捗状況について、病院事務部 高橋次長にヒアリ

ングを行った。 

３．平成 21 年 11 月 12 日 

・学内保育園第 1 号の川内けやき保育園の見学および片平保育園の見学を実施した。 

・現在けやき保育園が委託している社会福祉法人「木這子」理事長 竹内峯氏と懇談を行

なった。 

４．平成 22 年 2 月 2 日 

・７総合大学における学内保育施設の状況調査について報告するとともに、本報告等をも

とに、今後、学内保育園の理想像について検討することとした。 

・青葉山地区における新学内保育園の開設に向けて、両立支援ＷＧの今後の活動予定の確

認および意見交換を行った。 

５．平成 22 年３月９日 

・青葉山地区における新学内保育園の開設にあたっては、青葉山地区最大の構成員及び敷

地面積を持つ工学研究科において、所有する土地・建物の一部を提供してもらうことが

早期実現に向けた最善策であろうことから、その検討について工学研究科長に対し要望

書を提出したい旨男女共同参画委員会に提案し、同委員長名で発出することとされた。 

 

 これらの活動を通して、青葉山地区における新学内保育園の設置については、本学執行部の理

解を得るとともに、関係部局長等の了解が得られつつある状況である。 

今後は、関係部局のご理解・ご協力をいただきながら、青葉山地区における新学内保育園の設

置に向けた具体の検討を行うととともに、引き続き、学内保育園が担うべき望ましい保育の実現

に向けて検討を重ねて参りたい。 

 

両立支援 WG 座長 

                                     生田 久美子 

 

奨励制度 WG   ______________________________________________ 
 

奨励制度 WG は、早坂忠裕（理）、青木洋子（医）、丸山公一（環境）、千葉奈津子（加齢）、白

井敦（流体）、田中真美（医工）の 6 名から構成され、下記の項目を本年度の活動目標として活動
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した。 

・ 沢柳賞の募集（本報告書「資料 5」参照）および各部局への応募依頼を広く行う 

・ 沢柳賞応募に関する選考および委員会への推薦を円滑に行う 

・ 男女共同参画シンポジウムにおいて広報委員会と協力し受賞講演等を運営する 

・ 東北大学女子学生海外渡航支援事業（ローズ支援事業）の募集（本報告書「資料 6」参照）

と審査を行う 

・  沢柳賞及びローズ支援事業の制度の問題点の検討と改善を行う 

 

WG 開催状況 

東北大学女子学生海外渡航支援事業や沢柳賞の審査委員会開催のほか、メール審議により活動

を行った。男女共同参画シンポジウムでは本 WG 構成員が中心となりシンポジウムの運営にあた

った。 

 

活動状況 

１ 前期からの引継ぎ事項確認と活動目標の設定 

２ 平成 21 年度東北大学男女共同参画奨励賞（沢柳賞）の募集および選考 

①募集に関する検討（前期 WG）に従って募集要項の作成を行い、4 月下旬に HP 公開など

により募集を開始した。 

②審査委員の選定 

・選考規程に従い、選考委員案を 7 月 2 日開催の男女共同参画委員会に提案した。今回は

専門的な知見を伺える方を加えることを審議検討した結果、下記審査員とすることとし

た。 

・選考委員 ： 折原 守   （審査委員長、男女共同参画委員会委員長） 

水野 紀子  （法学研究科）  

牧原 出   （法学研究科） 

西出 優子  （経済学研究科） 

早坂 忠裕  （理学研究科） 

千葉 奈津子（加齢医学研究所） 

田中 真美 （医工学研究科） 

             丸山 克彦 （総務部総務課） 

③6 月 26 日応募締め切り後、応募書類による事前検討を各選考委員に依頼した 8 月 20 日に

選考委員会を開催し、研究部門 1 件、活動部門 3 件、プロジェクト部門 5 件の合計 9 件の

応募について検討し、各部門の受賞候補 3 課題を決定後、その他の応募課題で優れたもの

についてさらに協議した結果、若手奨励のための特別賞にふさわしい課題 1 件を活動部門

特別賞受賞候補課題とすることとした。予定された賞金総額 140 万円のうち、研究部門、
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プロジェクト部門の賞金は例年どおり 40 万円とすることとしたが、活動部門の受賞候補課

題は賞金を付与する顕彰活動であること、沢柳賞は奨励を目的としており経費補助を行う

ものではないことより、活動部門の賞金は 20 万円とすることとした。さらに、特別賞の賞

金は 10 万円とすることとした。以上の経緯より、応募要項では賞金総額 140 万円であるも

のの、今回の沢柳賞の賞金総額は 110 万円とすることとした。上記の受賞候補および賞金

額については 9 月 28 日開催の男女共同参画委員会で審議され、承認された。  

④選考結果： 

Ａ：研究部門：（賞金 40 万円） 

「離婚後の養育費政策と女性の地位に関する研究 

－国家による家族介入的政策の両義性」  

文学研究科 准教授 下夷 美幸 

Ｂ：活動部門：（賞金 20 万円） 

「博士課程後期３年の課程の女子学生の優れた研究に対する顕彰活動（黒田チカ賞）」 

青葉理学振興会 

Ｃ：プロジェクト部門賞：（賞金 20 万円） 

「女性研究者とキャリア形成の条件－留学生のキャリア形成過程に着目して－」 

   教育学研究科   朴 賢淑 

社会保険労務士 村山 浩之 

経済学研究科  小形 美樹 

教育学研究科   李  智 

 

○活動部門特別賞：（賞金 10 万円）※特別賞とは若手奨励を目的としたものである。 

    「性差に基づく高齢者終末期ニーズの調査と啓発」  病院 医員 山崎 都 

 

３ 第 8 回男女共同参画シンポジウム(11 月 28 日)における沢柳賞授賞式運営 

本年度受賞者による受賞講演、一昨年度プロジェクト部門受賞者による成果報告講演をシ

ンポジウムの一環として実施する運営支援を行った。 

 

４ 大学院女子学生海外渡航支援事業（通称：ローズ支援事業）の審査 

①審査は奨励制度 WG で行う事となっており、平成 2１年 6 月 30 日に審査委員会を開催し、

奨励制度 WG 構成員のうち 4 名で 17 件の応募について審査し、3 名に対し援助を行う事と

した。 

・中目 亜矢子 （医学系研究科）  

・今野 尚子  （工学研究科）  

・大場 歩   （農学研究科） 
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②昨年度の辞退による繰越を避ける方策について検討し、採択者以外の者においても上位 4

位までを順位付けすることとした。 

 

５ 活動の検討：ローズ支援事業に関して、問題点の検討を行った。 

審査会の際に、同一研究室で同一国際学会等への複数参加支援申請がある場合の対応につ

いて検討した。順位付けが困難であるため、来年度の申請書欄に研究室の教授に優先順位を

記載してもらう欄を加えることを申し送り事項とした。 

 

奨励制度 WG 座長 

田中 真美 

 

中期目標・報告書作成 WG   ___________________________________ 
 

１ 活動報告  

 中期目標・報告書等作成 WG は、辻村みよ子（副委員長、法）を座長として、折原守（委員

長、理事）、大隅典子（総長特別補佐、医）、米永一郎（同副委員長、金研）、丸山克彦（総務課）

の 5 名の委員から成り、年次報告書の作成、中期目標・中期計画達成のための取組と課題の検

討などを任務とする。これらの任務に関してメール会議等により検討した。 

男女共同参画委員会報告書については、例年通り１月末までに各部局の原稿をまとめて、3

月の委員会で決定した。本年度は、各部局に、中期目標・中期計画の 6 年間の取組をふまえて

執筆してもらうように依頼した。 

また、平成 21 年 11 月 28 日の東北大学男女共同参画シンポジウムでは、本学の男女共同参

画の現状と課題について討論されたため、本報告書にもシンポジウムでの報告等を掲載するこ

とにした。シンポジウムでは、東北大学が「三たび、先駆けとして」全国の大学等に率先して

積極的に男女共同参画を推進できるように、また、女性研究者支援の活動や積極的な改善措置

（ポジティヴ・アクション）、学内保育園の拡充など、すべての構成員が実り豊かな生活ができ

るような男女共同参画の環境作りにむけて、重要な問題が提起された（本報告書の広報 WG 活

動報告（7～9 頁）、第 6 章（89～119 頁）及び資料 3・4（127～144 頁）参照）。 

 

２ 東北大学男女共同参画の課題と検討すべき対応策 

１）平成 14 年に「男女共同参画のための東北大学宣言」が出されて以来 8 年が経過し、男女共

同参画委員会の取組も定着してきた。井上プラン（東北大学アクション・プラン）2009 年度

改訂版にも、「５組織・経営（３）―D 男女共同参画の推進に向けた取組」として、「女性教

員の増員に向けた積極的かつ実効性のある目標の設定・実施、教職員の育児と仕事の両立支

援策の導入など、総合的・計画的な取組を推進する」というプランが明示されている。しか
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し、東北大学では女性教員比率の改善が緩慢であり、執行部・各部局と男女共同参画委員会

等が協力して具体的な行動計画を策定して取組を推進することが急務である。平成 21 年度か

ら新たに文部科学省の科学技術振興調整費「女性研究者養成システム改革加速」事業として

採択された「杜の都ジャンプアップ事業 for 2013」との相乗効果が期待される。 

 

２）教職員のジェンダー・バランスが全体として改善されない背景には理系分野特有の事情な

どがあるため、東北大学では従来から全学一律の数値目標などは採用せず、各部局の自主的

取組に期待してきた。しかし部局ごとの対応には一定の限界があることから、取組状況や分

野の特性を踏まえつつ、今後はポジティヴ・アクションなどの取組を開始することが肝要で

あろう。ポジティヴ・アクションには多様な形態があり、一般に誤解されているような強制

的なクォータ制等の強力なタイプだけでなく、インセンティブを付与するタイプやプラスフ

ァクター方式、数値目標型、両立支援型などが存在する。東北大学の「杜の都ジャンプアッ

プ事業 for 2013」は後者を主体とするものである。その確たる成功に向けて、さらに、より

東北大学全体としての積極的かつ実効性のある制度の創出と速やかな実施が望まれる（平成

21 年度版報告書掲載の他大学の取組、及び本報告書第 6 章辻村報告（89～104 頁）参照）。 

 

３）ワーク・ライフ・バランスを確保し、両立支援策を講じて男女共同参画環境を改善するた

め、複数の学内保育園の設置、男性の育児休業取得率を高めるための措置（例えば、男性の

育児休業取得について現行の配偶者の出産に伴う特別休暇 2 日と育児のための特別休暇 5 日

の特別休暇に加えて、さらに数日の休暇の取得を可能とするパパ・クォータ制の実施とその

ための業績評価を含む環境整備）、短時間雇用制などを、緩やかな形で実現することが望まれ

る。 

 

４）教職員・学正等に対するアカデミック・ハラスメントやパワー・ハラスメント、セクシュ

アル・ハラスメントをなくし、個性と人権を保障する環境を整備することが肝要である。ま

た、意識改革のためのジェンダー教育や人権教育等の実施支援も重要であり、全学教育科目

「ジェンダーと社会」の充実のほか、男女共同参画に関する研究教育支援システムの構築（女

性教員・学生のネットワーク、メンター制など）が望まれる。 

 

中期目標・報告書作成 WG 座長 

辻村 みよ子 
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３．各部局の取組み 

 

文学研究科   ____________________________________________________ 

 
文学研究科男女共同参画推進ワーキンググループは、下夷美幸准教授（座長）・川合安教授・長

谷川公一教授の 3 名の委員（女性 1 人、男性 2 人）によって構成されており、全学の男女共同参

画委員である下夷美幸准教授が WG の座長を兼任する形で、活動を行っている。      
 

開催状況 
会議の開催については、男女共同参画推進ワーキンググループ側および全学の男女共同参

画委員側の双方からの問題提起によって、メール会議の形で行っている。 
また、全学男女共同参画委員会が開催されるたびに、その回の議事メモと資料を男女共同

参画推進ワーキンググループ側に回覧し、必要に応じてメールで意見を交換している。した

がって、会議の開催は随時であり、また継続的である。 
 

活動状況 
  １ 教職員や学生に対する男女共同参画活動への呼びかけ 

  男女共同参画シンポジウムへの参加や沢柳賞への応募など、全学や部局の関係行事の折

には、メール等で呼びかけを行っている。今年度の「東北大学男女参画シンポジウム」に

は研究科長ならびにワーキンググループ委員が出席し、本研究科の男女共同参画の現状を

再認識するとともに、他研究科や他大学の取り組み状況などから、課題解決に向けての示

唆を得た。 
文学研究科ではこれまでに沢柳賞受賞者を数名輩出しているが、今年度は下夷美幸准教

授が沢柳賞・研究部門を受賞し、シンポジウムにおいて受賞講演を行った。 
  ２ GCOE プログラム「社会階層と不平等教育研究拠点」における研究・教育の推進 

文学研究科では、佐藤嘉倫教授をリーダーにした GCOE プログラム「社会階層と不平等教育

研究拠点」が平成 20 年度に採択された（平成 24 年度まで）。本拠点は、社会階層と不平等の構

造と変動研究・マイノリティ研究・公正研究などを幅広く渉猟するものであるが、当然ジェンダーの

問題もこうした研究の中で大きな位置を占めている。なお、本拠点の詳細については

http://www.sal.tohoku.ac.jp/gcoewiki/jp/wiki.cgi を参照のこと。 

  ３ 研究・労働環境の改善 
文学研究科では、平成 19 年度に研究棟の耐震補強のための改修工事を行ったが、平成

20 年度以降も女性教職員および女子学生の精神面と安全面に配慮した環境改善に取り組

んでいる。今年度は研究棟入口に防犯用の監視カメラを設置した。また、老朽化・狭隘等

の問題がみられた合同研究棟のエレベーターとトイレについても、今年度中に改修工事を

完了する予定である。 

 
 

教育学研究科   __________________________________________________ 

 
教育学研究科男女共同参画推進ワーキンググループは、教員 3 名、事務職員 1 名により構成さ

れており、部局における男女共同参画の推進に向けて取り組んできた。今年度は、昨今大学内・

－ 16 －



外を問わず様々に事件が発生している社会状況を踏まえて、主として学外での犯罪被害に遭わな

いための予防策についての講演会を開催した。 
 

開催状況 
平成 21 年 12 月 15 日(火) 於生田研究室 

ワーキング・グルーフの活動計画について意見交換を行なった。 
 
活動状況 
平成 22 年 1 月 26 日（火） 

    現宮城県警察本部犯罪被害者支援室の心理カウンセラーである浅野晴哉を招いて講演会

を開催した。講演テーマは「犯罪被害に遭わないために－犯罪被害者支援の立場から－」

であったが、犯罪被害者支援の立場から、被害者の現状とその心理的苦痛について、また

被害者にならないための予防策について具体的な話を伺うことができた。対象は教育学

部・教育学研究科学生及び教職員。セクハラ、アカハラなど学内で発生する被害について

の対処策がほぼ十全に行なわれている現状であるが、学外での犯罪予防については手薄な

領域であり、今回犯罪被害者支援の立場から具体的な話を伺うことができたことの意義は

大変大きい。 
 
 

法学研究科   ____________________________________________________ 

 
法学研究科男女共同参画委員会は、研究科長・評議員・専攻長・男女共同参画委員会委員を含む 5

名の委員からなり、当研究科における男女共同参画状況と男女共同参画推進の方策について検討する

ことを任務とする。平成 20 年 6 月から、法学研究科を中心に、グローバル COE プログラム「グローバル時

代の男女共同参画と多文化共生」が実施されて、ジェンダー平等問題に取り組んでいるため、教職員の

意識も高い。今後とも引き続き男女共同参画の推進に向けて積極的に取り組むことにしている。 
 

開催状況 

委員会自体は開催されていないが、委員の間で必要に応じメール等の手段で検討を行った。 

下記のように GCOE 研究・教育の推進のために委員が尽力した。 

１ ジェンダー学関連科目の開講 

①法科大学院・公共政策大学院「ジェンダーと法」（演習）：辻村みよ子教授 

②融合領域研究合同講義（異分野クロスセッション）「男女共同参画社会の「ジェンダーと法」 

：辻村みよ子教授 

２ GCOE「グローバル時代の男女共同参画と多文化共生」における研究・教育の推進 

本プログラムは法学研究科を中心に推進されており、平成 21 年度には数多くの国際セミナー

や研究会を開催した。その成果は GEMC ジャーナルや成果出版物で公表されている。また、ダブ

ルディグリーをめざすクロスナショナルドクトラルコースをはじめ多くの留学生を含む大学院博士課

程学生を RA として採用し、ジェンダー・センシティブな研究者の育成に努めている。 

 

３ 研究労働環境等の改善 

女性教職員および女子学生の増加に伴い、女子トイレ等の整備を進めてきたが、平成 21 年度

は耐震工事に際して、トイレや職員用休憩室を整備することができた。 
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経済学研究科   __________________________________________________ 

 
経済学研究科男女共同参画ワーキンググループは、平成 16 年度より継続的に活動しており、女

性研究者育成を含めた男女共同参画に関する問題を検討している。平成 21 年度は 3 名の教員（う

ち女性教員 1 名）から構成され、随時メール等で審議を行うとともに、必要に応じてミーティン

グを開催するという機動的な体制で動いている。また、学内および研究科内各種委員会や、研究

科内外のイベント等とも連携し、高い成果をあげられるよう工夫している。 
 

開催状況 
平成 21 年 

5 月 部局としての本年度の取り組み方針について協議 
6 月 1 日 『女性のチカラは企業の力』普及推進フォーラムへ知見提供 
6 月  オープンキャンパスにおける女子学生向けイベント企画打ち合わせ 
7 月 30 日   オープンキャンパスにおいて「新しい女子のための経済学」の特別講義開催 
8 月 30 日 外国人留学生のための出産と育児支援プログラム（セミナー8 回、交流会 12

回）を開催（~12 月 13 日） 
10 月 9 日 女性研究者育成支援策について協議 
11 月 19 日 仙台市イベント「女性の視点から見た高齢社会」のセミナーを提供 
12 月 10 日 「女子大学院生のための統計分析（第 1 回）」を開催 

平成 22 年 
 1 月 14 日 「女子大学院生のための統計分析（第 2 回）」を開催  
 1 月 27 日 本年度の報告書作成に関する協議 

 
活動記録 
１ 女性研究者育成のための活動 
①  平成 21 年 7 月 30 日に、オープンキャンパスにおいて「新しい女子のための経済学」

の特別講義を開催し、少子化や社会福祉、男女平等などを切り口に女性のライフタイル

が経済活動にどのようにかかわっているかをテーマに講義を行った。 
②  平成 21 年 12 月 10 日及び平成 22 年 1 月 14 日に、文部科学省サービスイノベーショ

ン人材育成推進プログラムと共催で、「女子大学院生のための統計分析」を計 2 回開催

した。演習は女子大学院生が統計データを分析する能力を身につけることを目的に行っ

た。参加は女性研究者を優先して受け付けたが、男子大学院生の聴講も受け付けた。 
２ 教職員や学生の学内外での男女共同参画活動参画の推奨 
①  平成 21 年 6 月 1 日には 本研究科教官が宮城県庁『女性のチカラは企業の力』普及推

進フォーラムにて、男女共同参画社会推進のための社会経済統計の研究分析成果を公表

したほか、同じ平成 21 年 11 月 19 日には仙台市男女共同参画推進せんだいフォーラム

にグループイベント「女性の視点から見た高齢社会」のセミナーの提供を行った。 
② 平成 21 年 8 月 30 日～12 月 13 日迄、経済学研究科内の支援室において外国人・留学

生のための出産と育児支援プログラムを実施し、地域社会の外国人・留学生のワークラ

イフバランス推進のためのイベント（セミナー、交流会等）を行った。 
③ 本研究科の女子大学院生はワークライフバランスの推進のために父親の育児参加のた

めの手引書作成事業に係わるなど、学内外の男女共同参画社会の実現ために積極的に取

り組んでいる。 
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理学研究科   ____________________________________________________ 

 
理学研究科男女共同参画推進委員会は、平成 14 年 9 月に設置された「男女共同参画推進 WG」

を前身とし、平成 17 年 4 月から理学研究科の正式な委員会として発足し、組織的な取り組みを行

なっている。委員長は全学の「男女共同参画委員会」委員を兼ね、各委員は専攻教員各２名と事

務・技術職員から成る 14 名のメンバーと、委員会内に設置した WG（セミナー企画、広報、女性

院生支援、環境改善検討）の実務をサポートするオブザーバー４名から構成されている。 
 

開催状況 
平成 21 年 

6 月 3 日 今年度の活動方針を決め、それに基づき、役割分担（副委員長、セミナー企画

WG、広報 WG、女性院生支援 WG、環境改善検討 WG）のメンバーとそれぞ

れの責任者を決めた。 
6 月 25 日  理学総合棟における平成 22 年度の女性休憩室移転先検討 

 
活動記録 
１ ランジュバン＝ジョリオ博士講演会 

  平成 21 年 9 月 29 日（火）16:00 17:30 理学部大講義室 

    主催 理学研究科 

       女性研究者育成支援推進室 

  GCOE プログラム「物質階層を紡ぐ科学フロンティアの新展開」 

       題名 「キュリー家とジョリオ＝キュリー家 放射能から核物理学まで」 

       参加者数：約 180 名（アンケート回収者 133 名） 

２ 第１回研究スタイル確立支援セミナー 
平成 21 年 10 月 27 日（火） 17:10～18:30 理学総合棟第３講義室 

主催 理学研究科男女共同参画推進委員会 

   薬学研究科男女共同参画推進委員会 

   「杜の都ジャンプアップ事業 for2013」研究スタイル確立支援班 

題名 

１．「東北大学の研究・育児両立支援策」医工学研究科 田中真美  

２．「仙台市の学童保育」教育学研究科 李 智  

参加者数：合計 43 名 
 

 

医学系研究科   __________________________________________________ 

 
医学系研究科男女共同参画ワーキンググループ（全 5 名）では、必要に応じて、教室員会（医

学系研究科および病院所属の教授以外の教職員、大学院生から構成される団体）と協力して活動

を行っている。平成 21 年 7 月 4 日に教室員会主催で「女子医学生交流会～女性医師の仕事と家

庭～」が開催された。女子学生に対して、初期研修医・後期研修医・家庭を持つ女性医師がこれ

までの経験を語るとともに茶話会を行い盛況であった。 
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特記事項 
１ 平成 20 年に保健学科が新設されたことにより、女性教員の比率が非常に大きくなった。 
２ 平成２２年３月１日、星陵地区に星の子保育園が開園した。子供を持つ職員・大学院生

の就業・就学に貢献するものと考えられる。 
 

 

歯学研究科   ____________________________________________________ 

 
平成 21 年度の歯学研究科男女共同参画 WG 委員会は、山本照子教授を委員長とし、猪狩和子

講師、菅原由美子助教、八巻恵子助教、丹田奈緒子助教、中村浩規薬剤部長、友田浩三技工士学

校講師の歯学研究科および病院所属の教職員７名で構成され、下記の活動を行った。本年度は、

全学の男女共同参画委員会や女性研究者育成支援推進室からの講演会など様々な情報の伝達や、

委員間の意見交換などにメールを活用した。 
 

開催状況 
平成 21 年 

7 月 27 日  メール会議を開催し、平成 21 年度の事業計画について審議し、以下の事業を

行うこととした。 
      １）男女共同参画推進のための講演会の実施 
      ２）男女共同参画の意識調査アンケートの実施 

３）女性研究者支援事業の周知 
平成 22 年 

1 月 7 日 メール会議にて、講演会の内容等について意見交換し、実施に向けて詳細を

検討した。 
 
活動報告 
１ 男女共同参画推進のための講演会の開催 

平成 22 年 2 月 21 日に医工学研究科 田中真美教授を講師としてお迎えし、東北大学

の研究・育児両立支援策について講演していただいた。教職員、大学院生、研修医など

全構成員を対象とし、特に若い世代に対して参加を呼び掛けた。講演会後は、田中先生

を囲んで茶話会を開催し、講演会参加者が交流を深めた。なお、本講演会は、女性研究

者育成事業・研究スタイル確立班との共催で行い、当日の運営に協力をいただいた。 
２ 男女共同参画の意識調査アンケートの実施 

昨年度同様に、自身の男女共同参画の認識、支援事業の認知、男女共同参画推進への

問題点などを質問するアンケートを講演会参加者に対して実施した。集計結果を昨年度

のものと比較し、意識の変化について調査する予定である。 
３ 女性研究者支援事業の周知 

昨年度のアンケート調査より、支援事業の多くが十分認知されていないことが明らか

になったため、本年度は、メールを用いて様々な情報の提供を行った。また、講演会の

テーマも支援事業に関するものとした。 
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薬学研究科   _________________________________________________________________________________________  

 

薬学研究科では、薬学部男女共同参画推進委員５名（うち１名が全学男女共同参画委員を兼任）

と事務職員で男女共同参画に関する活動を行なっている。今年度は不定期なメール会議と以下の

活動を行なった。 
 
活動記録 

平成 21 年 
5 月 13 日 20 日：「杜の都ジャンプアップ事業 for2013」に関するメール会議 
8 月 3 日：「杜の都ジャンプアップ事業 for2013」キックオフシンポジウムに関するメー

ル会議 
8 月 17 日：「杜の都ジャンプアップ事業 for2013」研究スキルアップ補助金に関する通知 
9 月 17 日：理学研究科講演会「キュリー家とジョリオ＝キュリー家：放射能から核物理

学まで」の開催案内の送付 
10 月 24 日：「杜の都ジャンプアップ事業 for2013」第 1 回研究スタイル支援セミナーに関

するメール会議 
10 月 27 日：「杜の都ジャンプアップ事業 for2013」第 1 回研究スタイル支援セミナーを共

催した。 
11 月 11 日 13 日：第 8 回東北大学男女共同参画シンポジウムに関するメール会議と開催

案内の送付 
11 月 13 日：第 69 回男女共同参画委員会内容に関する打ち合せ 
 

平成 22 年 
1 月 28 日：H21 年度男女共同参画委員会報告書に関するメール会議 

 

 

工学研究科   ____________________________________________________ 

 
工学研究科男女共同参画委員会（教授 5 名、事務職員 1 名）では、平成 21 年度は以下のよう

に会議を開催し，また男女共同参画委員会と工学部入試検討委員会の共同によるミニフォーラム

「工学にかける私の夢」（東北大学工学部オープンキャンパス）を実施した． 
 

開催状況 
平成 21 年 

5 月 26 日 全学男女共同参画委員会との連携活動について報告・審議した．女子

入学率向上を目指し，本年度もミニフォーラム「工学にかける私の夢」

を開催する事とし，広報等に関して審議した．       
6 月  8 日   ミニフォーラムの準備状況についてメール審議をした． 
11 月 11 日   部局アンケートの件でメール審議をした． 

  
オープンキャンパス特別企画  
女子高校生のためのミニフォーラム「工学にかける私の夢」の開催 
主催 工学部・工学研究科  企画・実施 男女共同参画委員会，入試検討委員会 
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1. 第１回 
(a) 日時： 7 月 30 日（木） 14：30～15：30 
(b) 場所： 青葉記念会館４階（401 号室） 
(c) 講演数： 3 件 
(d) 参加学生数： 105 名 

2. 第２回  
(a) 日時： 7 月 31 日（金） 11：30～12：30 
(b) 場所： 青葉記念会館 4 階（401 号室） 
(c) 講演数： 3 件 
(d) 参加学生数： 70 名 
＊入試説明会と連続して開催する工夫を行った． 

 

 

農学研究科   ____________________________________________________ 

 
農学研究科男女共同参画 WG は、主にメールで必要事項を連絡した。全学の委員会での審議・

報告事項は研究科教授会やメールで報告するとともに、必要に応じて WG や庶務係を介して全

職員にメール等で周知した。 
 

開催状況 
平成 21 年 

6 月 11 日 杜の都ジャンプアップ事業 for 2013 が採択されたことを研究科教授会で報

告し、事業の実施への協力をお願いした。その後、事業の重要な柱である女

性教員採用の具体的方針について、研究科長と打合せを行った。 
 

9 月 10 日 杜の都ジャンプアップ事業 for 2013 の実施に伴う助教の特別選考を行うこ

とを研究科教授会で承認した。 
 
11 月 12 日 第 8 回東北大学男女共同参画シンポジウムの内容について、研究科教授会で

説明し、積極的な参加を呼びかけた。 
  

その他特記事項 
１ 平成 21 年度は、特別選考を行ったこともあり、女性教員の採用が進み、改善は進んで

いると言える。次年度も同様の取り組みを行うことで、より一層改善を進めることを確認

した。特別選考の方法は以下のとおりである。 
１）採用することになった教員の定員について、人事委員会で「杜の都ジャンプアップ事

業 for 2013」の推進にあてることを決定し、教授会で承認する。 
２）事業の趣旨に沿った採用が可能な研究室を研究科内で公募する。 
３）研究室は候補者を明示して応募し、人事委員会が候補者の業績等を検討の上、選考す

る。 
４）選考した候補者を教授会で承認する。 

 
２ 杜の都ジャンプアップ事業 for 2013 について、たびたび研究科構成員に広報しているの

で、事業が実施されていることは知られており、事業による補助金も積極的に活用されて
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いる。今後はそれを契機にした研究科独自の取り組みが必要となると思われる。 
 

 

国際文化研究科   ________________________________________________ 

 
国際文化研究科男女共同参画推進委員会は、島途健一教授を委員長、胡雲芳准教授を副委員

長とし、他に教員 2 名、計 4 名で構成され、平成 21 年度は下記の日程で委員会を開催した。 
 本委員会の活動を含む国際文化研究科の活動は下記の通りである。 
 

開催状況 
平成 21 年 

4 月 22 日 副委員長の選出について 
今年度の活動方針とプロジェクト経費の請求について 
今後検討すべき課題について 

6 月 17 日 平成２１年度国際文化研究科プロジェクト経費の要求について 

         今年度の活動について 

9 月 16 日 オープンキャンパスへの参加について 
11 月 18 日 第 8 回東北大学男女共同参画シンポジウムへの対応について 

 
活動内容 

１ 以下の要領で研究科主催の FD を開催した。 
   期日：10 月 21 日 
   講師：吉武 清實 教授（学生相談所 副所長） 
   演題：ハラスメントの防止 ―加害者にも被害者にもならないために― 

２ 研究科主催の新入生オリエンテーション（4 月 8 日実施）において、男女共同参画推進

委員長が男女共同参画にかかわる研究科内の状況を紹介し、委員会の活動内容を紹介する

とともに、男女共同参画に対する理解を呼びかけた。 
３ 研究科のオープンキャンパス（7 月 30、31 日開催）にポスターを展示し、男女共同参

画にかかわる研究科内の状況を紹介した。 
４ 沢柳賞やローズ支援事業への応募、ならびに男女共同参画シンポジウム（11 月 28 日開

催）への参加を呼びかけた。 
 

今後の取り組み 
１ 引き続き関連する FD の開催を検討し、教職員・学生のさらなる意識向上を図る。 
２ 引き続き研究科の新入生オリエンテーションにおいて、男女共同参画にかかわる研究科

内の状況と活動を紹介し、男女共同参画に対する理解を呼びかける。 
３ 引き続き研究科のオープンキャンパスに参加し、男女共同参画にかかわる研究科の状況

を紹介しつつ、女性の入試試験受験者・入学者の増加を図る。 
４ 平成 17 年以降アンケート調査が行われていないため、なるべく早い時期にアンケート調      

査を実施することを検討する。 
５ そのアンケートの結果等をふまえて、男女共同参画に関する研究科内の環境のさらなる

改善を図る。 
６ 引き続き男女共同参画シンポジウムを初めとする全学的な活動に積極的に参加するとと

もに、学生に対して沢柳賞やローズ支援事業へ応募を呼びかける。 
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情報科学研究科   ________________________________________________ 

 
大学院情報科学研究科では、徳山豪（研究科長補佐）を委員長とした研究科運営検討委員会に

おいて全学の中期目標である男女職員数の格差是正のための制度に対して検討を行っている。ま

た、具体的な事案の検討のため、徳山研究科長補佐の他に教員 3 名と事務長の計 5 名で構成され

ている男女共同参画ワーキンググループが設置されている。平成 2１年度は WG の会合の開催は

せず、メール審議により意見交換を行い、協議および立案を行った。  
 

開催状況 
平成 21 年度にはワーキンググループの開催は行わなかった。 運営検討委員会の開催は毎

月 1 回行っている。 
 

活動状況 
1.  教員公募時の女性教員のサーベイの依頼の実施を行っており、公募時の女性応募者の

有無やサーベイの実施について教員選考委員会での報告を義務付け、実施している。ま

た、女性教員の比率向上に関する施策の検討を引き続き行っており、外部の識者を交え

た運営協議会や研究科外部評価委員などから意見を集め、対策を協議している。本年度

は女性教員の准教授二名（22 年 2 月及び 4 月の着任）の採用決定があり、計一名の増加

（助教 1 名の退任）であった。 
2.  男女共同参画に向けて研究科の環境整備の検討を行っている。運営検討委員会では、

任期付の教員（女性に限らない）に対する育児休業等に関しての任期の取り扱いの規定

を作成し、原則として任期延長に応ずることとした。 
3.  杜の都ジャンプアップ事業への参画を決定し、平成 21 年度、22 年度の人事採用計画

を策定した。 この計画をもとに、各専攻に女性教員の採用を依頼している。 
4.  沢柳賞応募の呼びかけや男女共同参画関連の講演会やシンポジウムへの出席など、学

生や教員への男女共同参画意識の啓蒙に努めている。 
 

 

生命科学研究科   ________________________________________________ 

 
生命科学研究科男女共同参画委員会は、教員 4 名（教授 3 名、助教 1 名、うち 1 名は女性教員）

と庶務係長の合計 5 名で構成される。今年度はおもにメールで必要事項を連絡し、以下の活動を

行なった。 
 
 
 

開催状況 
平成 22 年 

1 月 21 日 報告書の作成と来年度への引継ぎについて（メール審議） 
 
活動内容 

１ 平成 21 年 4 月 7 日（火）：生命科学研究科新入生オリエンテーションにおいて、研究科

の男女共同参画への取り組みなどについて講演するとともに、男女共同参画ネットワーク
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構築メーリングリストへの参加、サイエンスエンジェルへの参加をよびかけた。 
 
２ 平成 21 年 5 月 16 日（土）：仙台市において開催された生命科学研究科の入試説明会・

オープンラボにおいて、研究科の男女共同参画への取り組みなどについて講演を行った。 
 
その他特記事項 

１ 平成 21 年度に、本研究科において初めての女性教授となる教員の採用を内定した。4 月

に着任の予定である。 
 

 

環境科学研究科   ________________________________________________ 

 
環境科学研究科では，4 つの教育コースおよび事務部から選出された委員で男女共同参画 WG

を構成し，研究科内での課題について検討している。幾つかの学部や研究所等にも所属する教員

や学生が集まって環境科学研究科が運営されているため，それら他部局と連携をとりながら男女

共同参画活動を行なっている。 
 

 活動記録 
  本年度は，男女共同参画委員会に呼応して，｢男女共同参画シンポジウム｣の告知と参加の呼

びかけをした。当研究科からも，教員がシンポジウムに参加した。 
 
 WG 開催状況 

平成 22 年 
1 月 25 日 H21 年度の活動のとりまとめと，H22 年度に向けた課題を審議した。次の要

望があった。 
 ・学内保育園の総定員を増やし，希望者が全員入園できるようにしてほしい。 
 ・ベビーシッター補助は，金額は少なくても，複数年に渡る継続支給を望む。 
 ・病後児保育(星の子ルーム)に加えて，病児保育があると良い。 
 

 

医工学研究科   _________________________________________________ 

 
 医工学研究科ではワーキンググループや委員会などはないが、以下のような活動を行った。 

１ 研究科所属の女子学生にサイエンスエンジェルへの応募の働きかけを行った。サイエンス

エンジェルに 1 名採用された。 
２ 杜の都ジャンプアップ事業について研究科委員会で説明を行った。ジャンプアップ事業で

の採用に向け、研究科長等との検討等を行い、2010 年 4 月 1 日付で助教 1 名の新規採用を行

うこととなった。 
３．男女共同参画シンポジウムの参加への呼びかけなど、全学や部局の関係行事等メールなど

で連絡をした。 
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教育情報学研究部・教育部   _______________________________________ 

 
教育情報学研究部・教育部は、教授 4 名、准教授 1 名、助教 3 名の小さな部局であり、構成員

は全員男性である。そして、男女共同参画担当教員は１名である。毎月一回開かれるスタッフ会

議と教授会の場で、男女共同参画委員会の報告や話し合いを行ない、結果を学生にも還元してい

る。 
 

 

金属材料研究所   ________________________________________________ 

 
金属材料研究所男女共同参画ワーキンググループは、委員として教員が米永一郎、高橋まさえ、

淡路智、桜庭裕弥、志村玲子、技術職員が板垣俊子、伊藤俊、事務職員が熊谷大、佐々木美由紀

の男 5 名、女 4 名の計 9 名で構成されている。本年度は以下の活動を行った。 
 
① 女性用トイレについては 2004 年に全所的調査を実施し追加設置したが、足りないとの要

望があり、最近の女性職員・学生数の増加を考慮した実態調査が実施された。 
② 部局長裁量経費により、平成 22 年 2 月 24 日、男女共同参画セミナーを開催した（19 名参

加）。 
  「物質材料科学におけるキャリアのために（女性研究者の挑戦）」 
   歌う有機物と私 （東京大学物性研究所  森 初果） 
   子育バトルと研究生活 （物質・材料研究機構  御手洗容子） 
   東北大学での私の研究と育児 （医工学研究科  田中真美） 
   材料設計と子育て （金属材料研究所  高橋まさえ） 
③ 分野の女子学生・研究者の増加に向けて、金属学会等を通じ、夏の学校、ランチョンセミ

ナー等での積極的な活動を展開した。 
 
 

加齢医学研究所   ________________________________________________ 

 

加齢医学研究所にはまだＷＧや委員会などはないが、総務・人事委員会が男女共同参画につい

て所掌しており、男女共同参画委員会の委員が 1 名いる。全体として、以下のような活動を行っ

た。 
 
１、男女共同参画員会の報告を行った。 
２、男女共同参画シンポジウムの参加の呼びかけなどを行った。 
３、本研究所の技術職員 1 名がベビーシッター利用料補助制度を利用している。 

 
 

流体科学研究所   ________________________________________________ 

 
流体科学研究所では、男女共同参画委員会は教授会構成員のうち 1 名から構成される。委員の
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定年退職に伴い、平成 20 年度末に引き継ぎを行った。平成 21 年度は、女性教員(助教)1 名の採

用があり、所属研究室の教授を部局メンターに任じた。また、育児等の理由がある女性教員に対

し、研究活動をサポートするために技術補佐員を 1 名採用した。さらに、女性教員に対するイン

タビューを不定期に行い、要望を取りまとめている。 
 

 

電気通信研究所   ___________________________________________________________________________________  

 

通研男女共同参画検討 WG は、総務担当副所長、総務委員会幹事（准教授）、総務課長、庶務係

主任で構成される。本年度は以下の活動を行った。 
 
活動状況 

平成 21 年 
4 月 28 日 安全衛生委員会で、安全衛生委員の構成、及び女性の教職員の増加に伴う安

全衛生環境の改善について審議を行った。 
11 月 10 日 教授会で「第８回東北大学男女共同参画シンポジウム」に多数参加いただくよう周

知を行った。 
12 月 2 日 運営協議会で審議を行い、外部の有識者から、他の研究機関の現状等について

意見をいただいた。 
12 月 8 日 教授会で「男女共同参画アンケート」の各部局の現状を報告し、今後の通研での

男女共同参画のあり方について審議を行った。 
 

電気通信研究所における現状 
１ 通研における女性教員は 1 名のみであり、1.4％と低い状態となっている。 
２ 一方、事務職員については、女性比率が 72％と、他部局に比べても高い比率であるため、男性

職員の増加が望まれる。 
 

次年度計画 
計画的に女性教員を増やすため、平成 22 年 4 月 1 日付けで助教 1 名の採用を決定している。  

 

 

多元物質科学研究所   ____________________________________________ 

 
平成 21 年度の多元物質科学研究所男女共同参画委員会は、栗原和枝教授（委員長）、永次史教

授、佐上博准教授、梅津理恵助教、小野寺恵庶務係主任、相馬出技術職員を構成員とし、下記の

ように活動した。全学の男女共同参画委員会の審議事項、「杜の都女性科学者ハードリング支援事

業」ならびに、「杜の都ジャンプアップ事業 2013」などの取り組みについては、全所の教授会な

らびに運営会議において報告し、必要に応じメールなどで周知した。 
 

開催状況 
平成 21 年 

12 月 7 日 本年行われた全学の男女共同参画委員会の審議事項などについて報告した。

さらに平成２１年度文部科学省振興調整費女性研究者養成システム改革加速「杜の都ジャ
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ンプアップ事業 for 2013」についての活動報告を行った。 
また研究所内における女性研究者用(教員及び学生)の休憩室使用方法について議論を行

った。現在の状況では鍵の管理などが煩雑であり、使用しにくい点などが指摘され、今後

の改善に向けて来年度、検討していくことが確認された。 
 

        
本年度の取り組み 

１．昨年度研究所のホームページ開設した 男女共同参画の Web サイト（URL： 
http://www.tagen.tohoku.ac.jp/danjyo/ ）を 10 月 2 日及び 11 月 10 日に更新した。 
 

２．本年度、8 月 6 日に東北大学百周年記念会館 川内萩ホール 会議室にて行われた、平

成 21 年度文部科学省振興調整費女性研究者養成システム改革加速「杜の都ジャンプ

アップ事業 for 2013」のキックオフシンポジウムに参加し、養成支援事業についての

説明を行った。 
 

３．3 年前より、女子大学院生に呼びかけ、女子大学院生を中心とする学生・博士研究員・

教員の交流の場として“クローバーの会”を立ち上げている。昨年度に引き続き今年

度も、交流会を行った。場所は、材料・物性総合研究棟 2 号館の交流スペースを用い

ている。はじめた当初、リーダーとなっていた大学院生が卒業したため、本年度の交

流会の開催は 12 月 11 日の 1 回のみであった。しかし、今回、開催したクローバーの

会で、新らしい大学院生、さらには 10 月より採用された助教の方に参加していただ

き、来年度からの活動についても議論を行った。 
 

 

東北アジア研究センター   ________________________________________ 

 
東北アジア研究センターではセンター内で男女共同参画委員会を設置していないが、今年度よ

り本センターも全学男女共同参画委員会に毎年委員を出すこととなり、当該委員が毎回のセンタ

ー全体会議で全学委員会の活動報告を行っている。 
 

開催状況 
平成 21 年 

7 月 29 日 全学委員会の活動報告と意見交換 
11 月 2 日 全学委員会の活動報告と意見交換 
12 月 21 日 全学委員会の活動報告と意見交換  
 

活動内容 
１ 沢柳賞への応募を呼びかけ、センターとして女性教員 1 件の推薦を行った。なお、参考

までに、昨年度には本センター教員が指導教員を務める環境科学研究科所属の女性大学院

生が受賞し、助成金の交付を受けている。 
２ 11 月 28 日（土）に開催された男女共同参画シンポジウムへの参加を呼びかけた。 
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病院   __________________________________________________________ 

 
病院では、女性職員等の就労と育児の両立支援として平成１８年４月から病後児保育室を運営

しています。平成 18 年 10 月から文部科学省科学技術振興調整費「女性研究者支援モデル育成事

業」で採択された「杜の都女性科学者ハードリング支援事業」の支援により、これまで星陵地区

のみ利用されていた病後児保育室を全学の職員・学生が利用できるように拡充しました。 
また、平成 20 年 4 月 1 日からワーキングシェア体制及び職場復帰支援体制の整備の一環とし

て、育児中の医師（医員）が多様な勤務形態を選択できるように、育児短時間勤務医師（医員）

制度を導入しました。年々、この制度を利用して雇用される者が増加しています。 
さらに、平成 22 年 3 月 1 日、星陵地区に星の子保育園を開園し、女性職員等の就労と育児の

両立支援の体制整備を行いました。 
 
 

本部事務機構   __________________________________________________ 

 
事務系職員の研修については、各職員の組織における職務と責任の遂行に必要な知識・技術及

び将来に向かって必要になると思われる知識等の付与（男女共同参画に関する基礎的知識を含む）

並びに自己啓発の機会を与えることによって、業務の遂行能力の向上を図ることを目的に各種の

研修を計画し実施している。 
なお、受講に当たっては、特に性別に差を設けることなくそれぞれの研修の目的、内容に応じ

て受講者を選考しているほか、幅広く研修への参加を呼びかけるなどして実施している。 
 

主な研修の実施状況（平成 21 年度） 

項目 研修名 
参加者 
総数 

女性参加者

(内数) 
女性参加 

比率 
初任者研修（4 月,10 月） 71 名 33 名 46.5％
初任クラス研修 30 名 13 名 43.3％
中堅職員研修 22 名 3 名 13.6％
係長研修（9 月,12 月） 52 名 8 名 15.4％
補佐研修 23 名 1 名 4.3％
部課長研修 22 名 2 名 9.1％

階層別 
研修 

新任管理者等研修 30 名 4 名 13.3％
育成支援者研修（6～8 月,10～1 月） 28 名 13 名 46.4％
自己啓発研修（前期,後期） 89 名 32 名 36.0％
メンタルヘルス対策講習会 
（管理者,一般） 

140 名 35 名 25.0％

災害防止対策講習会 79 名 6 名 7.6％

その他 

再雇用準備セミナー 42 名 13 名 31.0％
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４．中期目標・中期計画達成のための各部局の取組み 

 

文学研究科   ____________________________________________________ 

 
１．女性構成員比率の推移（過去 6 年間） 

 
（単位：人）

職 名 等

教 授 2 /50 (4%) 2 /49 (4%) 4 /49 (8%) 4 /47 (9%) 4 /43 (9%) 3 /40 (8%)
准 教 授 1 /13 (8%) 1 /16 (6%) 3 /22 (14%) 4 /24 (17%) 4 /29 (14%) 5 /34 (15%)
講 師 1 /7 (14%) 1 /10 (10%) 0 /8 (0%) 0 /7 (0%) 0 /3 (0%) 0 /1 (0%)
助教・助手 6 /27 (22%) 4 /22 (18%) 4 /19 (21%) 3 /16 (19%) 2 /22 (9%) 3 /22 (14%)

教員（助教・助手含む） 10 /97 (10%) 8 /97 (8%) 11 /98 (11%) 11 /94 (12%) 10 /97 (10%) 11 /97 (11%)
教員（助教・助手除く） 4 /70 (6%) 4 /75 (5%) 7 /79 (9%) 8 /78 (10%) 8 /75 (11%) 8 /75 (11%)
大学院学生（博士課程後期） 83 /258 (32%) 82 /264 (31%) 77 /257 (30%) 84 /249 (34%) 80 /249 (32%) 73 /216 (34%)
大学院学生（博士課程前期） 84 /197 (43%) 89 /185 (48%) 73 /183 (40%) 64 /168 (38%) 74 /167 (44%) 75 /163 (46%)

※ 平成18年度以前は、「准教授」は助教授、「助教・助手」は助手を意味する。以下、同様。

H20年度 H21年度

（平成21年度は平成22年1月1日現在）

H16年度 H17年度 H18年度 H19年度

 
２．新規採用者(教授・准教授・講師・助教・助手)における女性比率(過去 6 年間） 

 
（単位：人）

1 /8 (13%) 1 /15 (7%) 5 /13 (38%) 2 /7 (29%) 1 /17 (6%) 2 /10 (20%)

平成20年度 平成21年度

（平成21年度は平成22年1月1日現在）

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

 

    文学研究科では、平成 16 年度策定の基本方針に基づいて、女性教員の採用を行っており、

過去 6 年間、毎年必ず１名は女性が採用されている。平成 22 年度 1 月 1 日現在の女性教

員比率(助手・助教を除く）は 11％で、平成 16 年度の 6％に比べて大幅に上昇している。

ただし、過去 3 年間をみると 10％程度で横ばい状態である。平成 21 年度の女性の新規採

用者は准教授 1 名、助教 1 名の計 2 名、比率は 20％である。新規採用者に占める女性比率

は年度によって変動しており、平成 16 年度以降では、最も低いのが平成 20 年度の 6％、

最も高いのが平成 18 年度の 38％で変動幅も大きい。 
 
  ３．前年度より改善された点 
    文学研究科では、上記の通り、平成 21 年度に女性の准教授 1 名・助教 1 名の新規採用

があり、准教授と助手・助教については前年より女性比率が上昇した。ただし、女性の教

授の転出があったため、教授については比率が低下した。大学院院生の女性比率は、博士

課程前期は全体の半数弱と高い水準で、後期課程についても 35％前後で安定している。 
 
  ４．改善の上で、障害となっていると思われる点 
    文学研究科では、女性の採用を着実に進めているが、女性比率は伸び悩んでいる。特段

の障害はないと思われるが、今後さらに積極的採用に努める必要がある。 
 
  ５．次年度の具体的対応策 

   引き続き、公募書類に男女共同参画の推進をうたい、この方針を学内外に周知すること
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で女性研究者の応募の増加を図る。また、次年度は男女共同参画推進の FDを予定している。 

 

 

教育学研究科   __________________________________________________ 

 
１．女性構成員比率の推移(過去 6 年間） 

 
（単位：人）

職 名 等

教 授 1 /19 (5%) 1 /19 (5%) 1 /19 (5%) 1 /20 (5%) 1 /21 (5%) 1 /17 (6%)
准 教 授 2 /10 (20%) 2 /10 (20%) 2 /10 (20%) 3 /10 (30%) 4 /11 (36%) 4 /14 (29%)
講 師 2 /3 (67%) 2 /3 (67%) 2 /2 (100%) 1 /1 (100%) 0 /0 (-%) 0 /0 (-%)

助教・助手 1 /5 (20%) 1 /3 (33%) 0 /2 (0%) 0 /2 (0%) 0 /2 (0%) 0 /2 (0%)
教員（助教・助手含む） 6 /37 (16%) 6 /35 (17%) 5 /33 (15%) 5 /33 (15%) 5 /34 (15%) 5 /33 (15%)
教員（助教・助手除く） 5 /32 (16%) 5 /32 (16%) 5 /31 (16%) 5 /31 (16%) 5 /32 (16%) 5 /31 (16%)
大学院学生（博士課程後期） 41 /92 (45%) 42 /88 (48%) 43 /87 (49%) 48 /83 (58%) 51 /85 (60%) 50 /86 (58%)
大学院学生（博士課程前期） 51 /75 (68%) 45 /82 (55%) 50 /82 (61%) 43 /77 (56%) 41 /81 (51%) 55 /91 (60%)

H20年度 H21年度

（平成21年度は平成22年1月1日現在）

H16年度 H17年度 H18年度 H19年度

 
２．新規採用者(教授・准教授・講師・助教・助手）における女性比率(過去 6 年間） 

 
（単位：人）

1 /1 (100%) 0 /1 (0%) 0 /1 (0%) 0 /0 (-%) 0 /1 (0%) 0 /3 (0%)

平成20年度 平成21年度

（平成21年度は平成22年1月1日現在）

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

 
 

教育学研究科では、平成 16年度に女性教員を採用したが、平成 17年度から 20年度は 0％
である。 

 
３．前年度より改善された点 

    教育学研究科では、女性構成員比率上昇のための特別措置をとっていないが、講師から

准教授への昇進がみられたことから、改善が進展した。しかし、新規採用は男性であった

ため、全体としては女性比率が低下した。 
 
  ４．改善の上で、障害となっていると思われる点 
    教育学研究科では、女性教員および事務職員について聞き取りをした結果、特に障害と

なるような問題の指摘はなかった。 
 

５．次年度の具体的対応策 
    院生(特に大学院女子学生)と教職員の合同カンファレンス(予定)をふまえて、問題の摘出

につとめ、具体的対応を図っていく。 
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法学研究科   ___________________________________________________ 

 
１．女性構成員比率の推移(過去 6 年間） 

 

（単位：人）

職 名 等

教 授 4 /31 (13%) 5 /31 (16%) 5 /29 (17%) 5 /29 (17%) 4 /28 (14%) 3 /30 (10%)
准 教 授 6 /18 (33%) 6 /20 (30%) 8 /21 (38%) 9 /20 (45%) 10 /21 (48%) 10 /23 (43%)
講 師 0 /1 (0%) 0 /1 (0%) 0 /1 (0%) 0 /1 (0%) 0 /0 (-%) 0 /0 (-%)

助教・助手 9 /11 (82%) 9 /12 (75%) 8 /13 (62%) 8 /14 (57%) 7 /13 (54%) 7 /15 (47%)
教員（助教・助手含む） 19 /61 (31%) 20 /64 (31%) 21 /64 (33%) 22 /64 (34%) 21 /62 (34%) 20 /68 (29%)
教員（助教・助手除く） 10 /50 (20%) 11 /52 (21%) 13 /51 (25%) 14 /50 (28%) 14 /49 (29%) 13 /53 (25%)
大学院学生（博士課程後期） 18 /58 (31%) 22 /59 (37%) 23 /59 (39%) 23 /57 (40%) 18 /46 (39%) 16 /43 (37%)
大学院学生（博士課程前期） 25 /77 (32%) 13 /43 (30%) 7 /24 (29%) 7 /17 (41%) 7 /17 (41%) 5 /17 (29%)

H20年度 H21年度

（平成21年度は平成22年1月1日現在）

H16年度 H17年度 H18年度 H19年度

 

＊過去 6 年間の推移 
平成 16 年度以降の女性教員比率は下記のように着実に増加した。女性職員の比率も高く、人事や研

究教育・雇用環境において、ジェンダー・バイアスや差別意識はほとんど存在しないと考えられる。 

(平成 17 年度）女性教員は、教授５名、助教授６名、助手９名の計２０名で、助手以上の全教員に占める

割合は３０％を超え、特別な是正措置をとらなくても着実に比率が高まっている。 

(平成 18 年度）女性教員は教授５名，助教授８名，助手８名の計２１名であり，前年度よりも増加した。 

(平成 19 年度）女性教員は、教授５、准教授１０、助手８名の計２２名であり、前年度より更に増加をみた。 

教員(講師以上）における女性教員比率は、２８パーセントに達している。      

(平成 20 年度）女性教員は、教授４、准教授 10、助手・助教７名の計２１名であり、教員(講師以上）におけ

る女性教員比率は２9 パーセント、助手・助教を含めると、約３４％に達している。 

(平成 21 年度）女性教員は、教授３、准教授１０、助手・助教７名の計２０名であり、教員(講師以上）にお

ける女性教員比率は２５パーセント、助手・助教を含めると、２９％に達している。 

 
２．新規採用者(教授・准教授・講師・助教・助手）における女性比率(過去 6 年間） 

 
（単位：人）

3 /9 (33%) 1 /7 (14%) 2 /7 (29%) 3 /9 (33%) 3 /9 (33%) 1 /16 (6%)

平成20年度 平成21年度

（平成21年度は平成22年1月1日現在）

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

 
 

法学研究科では、平成 16 年度以降着実に女性教員比率を高めているが、平成 21 年度は、

採用者比率の上では、前年度を下回った。 
 

３．前年度より改善された点 
     別になし。 
 
  ４．改善の上で、障害となっていると思われる点 
    法学研究科では、女性准教授の比率は 43%になったが、単身赴任者や家族との別居者も

多いため、出産直後の准教授が育児等の都合で東京の大学に異動する例も生じており、今
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後は、住居や育児・介護環境等の改善にも留意が必要であると思われる。 
 

５．次年度の具体的対応策 
    平成 19 年度から平成 21 年度までの採用比率の推移を考慮し、採用比率の向上や、博士

課程院生の比率の向上に努める予定である。 
 
 

経済学研究科   _________________________________________________ 

 
  １．女性構成員比率の推移(過去 6 年間） 
 

（単位：人）

職 名 等

教 授 1 /33 (3%) 1 /39 (3%) 1 /36 (3%) 1 /41 (2%) 1 /41 (2%) 1 /38 (3%)
准 教 授 6 /17 (35%) 1 /19 (5%) 1 /22 (5%) 2 /19 (11%) 3 /21 (14%) 3 /19 (16%)
講 師 0 /1 (0%) 1 /1 (100%) 1 /1 (100%) 1 /2 (50%) 0 /1 (0%) 0 /1 (0%)
助教・助手 9 /9 (100%) 6 /7 (86%) 6 /7 (86%) 5 /5 (100%) 4 /4 (100%) 4 /4 (100%)

教員（助教・助手含む） 16 /60 (27%) 9 /66 (14%) 9 /66 (14%) 9 /67 (13%) 8 /67 (12%) 8 /62 (13%)
教員（助教・助手除く） 7 /51 (14%) 3 /59 (5%) 3 /59 (5%) 4 /62 (6%) 4 /63 (6%) 4 /58 (7%)
大学院学生（博士課程後期） 18 /84 (21%) 27 /84 (32%) 27 /78 (35%) 27 /84 (32%) 22 /80 (28%) 24 /81 (30%)
大学院学生（博士課程前期） 25 /142 (18%) 71 /189 (38%) 77 /215 (36%) 71 /192 (37%) 72 /185 (39%) 73 /195 (37%)

H20年度 H21年度

（平成21年度は平成22年1月1日現在）

H16年度 H17年度 H18年度 H19年度

 
  ２．新規採用者(教授・准教授・講師・助手・助教）における女性比率(過去 6 年間） 
 

（単位：人）

1 /8 (13%) 1 /13 (8%) 0 /2 (0%) 1 /6 (17%) 0 /4 (0%) 0 /3 (0%)

平成20年度 平成21年度

（平成21年度は平成22年1月1日現在）

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

 
 

  ３．前年度より改善された点 
経済学研究科では、平成 21 年には博士前期の大学院生を除くすべての部門で女性比率が

上昇した。また公募の際の募集要項には、「本研究科では、男女共同参画を積極的に推進して

いる」旨を明記している。 
 
  ４．改善の上で、障害となっていると思われる点 

経済学研究科の取り組みは年を追うごとに着実に成果を上げており、現在のところ大き

な障害はないと思われる。 
 
  ５．次年度の具体的対応策 

次年度も引き続き、具体的な推進策を講じる。人事については、上記 3．に記した方策を継続

する。また、女子学生比率の増加および女性職員が多いという本研究科の現状を鑑みて、安全で

安心できるキャンパスづくりのための方策を検討する。 
さらに、女性研究者比率の向上を目指し、女子大学院生に対する支援策を引き続き開催し、男

女共同参画の普及啓発に努める。沢柳賞やローズ支援事業、保育園事業、育児休業制度等、男
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女共同参画に関する本大学の施策や支援事業についての理解や利用も広げていく。 
 

 

理学研究科   ____________________________________________________ 

 
１．女性構成員比率の推移(過去 6 年間） 

 
（単位：人）

職 名 等

教 授 1 /95 (1%) 1 /91 (1%) 1 /88 (1%) 2 /84 (2%) 2 /84 (2%) 2 /76 (3%)
准 教 授 0 /77 (0%) 0 /77 (0%) 1 /78 (1%) 1 /77 (1%) 2 /82 (2%) 2 /72 (3%)
講 師 1 /8 (13%) 1 /8 (13%) 0 /7 (0%) 0 /7 (0%) 0 /8 (0%) 1 /6 (17%)

助教・助手 2 /88 (2%) 3 /84 (4%) 6 /112 (5%) 10 /116 (9%) 8 /116 (7%) 8 /116 (7%)
教員（助教・助手含む） 4 /268 (1%) 5 /260 (2%) 8 /285 (3%) 13 /284 (5%) 12 /290 (4%) 13 /270 (5%)
教員（助教・助手除く） 2 /180 (1%) 2 /176 (1%) 2 /173 (1%) 3 /168 (2%) 4 /174 (2%) 5 /154 (3%)
大学院学生（博士課程後期） 44 /318 (14%) 39 /308 (13%) 41 /274 (15%) 42 /262 (16%) 37 /249 (15%) 35 /250 (14%)
大学院学生（博士課程前期） 68 /536 (13%) 65 /512 (13%) 67 /511 (13%) 76 /535 (14%) 79 /527 (15%) 88 /548 (16%)

H20年度 H21年度

（平成21年度は平成22年1月1日現在）

H16年度 H17年度 H18年度 H19年度

 
２．新規採用者(教授・准教授・講師・助教・助手）における女性比率(過去 6 年間） 

 
（単位：人）

0 /23 (0%) 0 /17 (0%) 4 /41 (10%) 7 /32 (22%) 3 /36 (8%) 3 /33 (9%)

平成20年度 平成21年度

（平成21年度は平成22年1月1日現在）

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

 
 

理学研究科では、平成 21 年度の女性教員の採用者数は 3 名で平成 19 年度と比べると減

少しているが、平成 16、17 年度の 0 名から平成 18 21 年度で合計 17 名となり、女性教

員の採用が定着してきた。 
 

３．前年度より改善された点 
    理学研究科では、平成 21 年度に講師が１名増えて女性教員が合計 13 名になり、16 年度

の 4 名から着実に増加している。これは、人事公募の際に必ず「男女共同参画の精神のも

とで人事を行う」旨、記入するように努めてきたことと、公募の際に女性に応募するよう

に声をかけた効果によるものと考えられる。また、大学院学生に占める女子学生の割合に

関しては、特に博士前期課程で平成 16 年度に 13%だったものがその後増加傾向にある。 
 
  ４．改善の上で、障害となっていると思われる点 
    理学研究科では、採用者のうち女性教員の占める割合は徐々に改善されている傾向には

あるが、目標とする 25％には大きな開きがある。これは分野全体に占める女性研究者の少

なさ、ならびに大学院における女性院生の割合の低さに原因があると思われる。高校訪問

などを通じて女子学生の増加に努めるとともに、大学院 GP やグローバル COE を活用して

女性院生の増加を図る必要がある。 
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５．次年度の具体的対応策 
    引き続き、男女共同参画の精神のもとで人事選考を行うよう努める。大学院進学者を増

やすために、女子学生に対する進路指導を行う。また、女性休憩室を拡充する。 
 
 

医学系研究科   _________________________________________________ 

 
１．女性構成員比率の推移(過去 6 年間） 

 
（単位：人）

職 名 等

教 授 2 /67 (3%) 2 /71 (3%) 2 /70 (3%) 3 /74 (4%) 11 /93 (12%) 13 /94 (14%)
准 教 授 0 /55 (0%) 1 /59 (2%) 3 /58 (5%) 2 /62 (3%) 8 /70 (11%) 8 /72 (11%)
講 師 1 /14 (7%) 0 /14 (0%) 1 /16 (6%) 1 /14 (7%) 3 /18 (17%) 4 /23 (17%)

助教・助手 7 /65 (11%) 7 /68 (10%) 9 /81 (11%) 15 /97 (15%) 32 /123 (26%) 32 /123 (26%)
教員（助教・助手含む） 10 /201 (5%) 10 /212 (5%) 15 /225 (7%) 21 /247 (9%) 54 /304 (18%) 57 /312 (18%)
教員（助教・助手除く） 3 /136 (2%) 3 /144 (2%) 6 /144 (4%) 6 /150 (4%) 22 /181 (12%) 25 /189 (13%)
大学院学生（博士課程後期） 182 /592 (31%) 184 /601 (31%) 191 /581 (33%) 187 /554 (34%) 199 /623 (32%) 173 /568 (30%)
大学院学生（博士課程前期） 41 /80 (51%) 56 /99 (57%) 36 /50 (72%) 28 /41 (68%) 47 /96 (49%) 90 /188 (48%)

H20年度 H21年度

（平成21年度は平成22年1月1日現在）

H16年度 H17年度 H18年度 H19年度

 
２．新規採用者(教授・准教授・講師・助教・助手）における女性比率(過去 6 年間） 

 
（単位：人）

0 /9 (0%) 3 /6 (50%) 5 /40 (13%) 10 /39 (26%) 12 /51 (24%) 14 /36 (39%)

平成20年度 平成21年度

（平成21年度は平成22年1月1日現在）

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

 
 

医学系研究科では、平成 20 年度より、保健学科が加わったことにより、構成員全体の数

が増加するとともに、女性比率が大幅に増加した。新規採用者における女性比率は、平成

21 年度で、ほぼ 39%にまで達した。第３期科学技術基本計画における数値目標として、保

健系は 30%が掲げられていたがその目標を超えた。 
 

３．前年度より改善された点 
    医学系研究科では、保健学科が加わったことにより、教官の構成員における女性比率が

漸増し、特に新規採用者は大幅に増加した。 
 
  ４．改善の上で、障害となっていると思われる点 
    保健学科は、女性研究者の比率が高い看護系の分野を包含しているため、教官の女性比

率が他分野と比較して非常に高くなっているものと考えられる。したがって、保健学科を

とりこむことにより、医学系研究科における女性比率が増加しているが、かえって、医学

科での実情がわかりにくくなったともいえる。医学系研究科における女性比率を議論する

場合は、医学科での状況を別個に検討する必要があるものと思われる。 
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５．次年度の具体的対応策 
    教員の雇用にあたっては均等な機会が得られるように配慮し、性別、国籍にとらわれず、

当該学術領域にもっとも相応しい人物を選考する。具体的には、教員の公募要領作成の際

に、この方針について明記する。 
 
 

歯学研究科   ____________________________________________________ 

 
１．女性構成員比率の推移(過去 6 年間） 

 
（単位：人）

職 名 等

教 授 0 /22 (0%) 0 /23 (0%) 1 /23 (4%) 1 /24 (4%) 1 /24 (4%) 1 /24 (4%)
准 教 授 0 /9 (0%) 0 /9 (0%) 0 /9 (0%) 0 /8 (0%) 0 /8 (0%) 0 /8 (0%)
講 師 0 /7 (0%) 1 /6 (17%) 2 /8 (25%) 2 /8 (25%) 1 /7 (14%) 1 /7 (14%)

助教・助手 11 /56 (20%) 11 /57 (19%) 13 /48 (27%) 11 /49 (22%) 18 /63 (29%) 20 /61 (33%)
教員（助教・助手含む） 11 /94 (12%) 12 /95 (13%) 16 /88 (18%) 14 /89 (16%) 20 /102 (20%) 22 /100 (22%)
教員（助教・助手除く） 0 /38 (0%) 1 /38 (3%) 3 /40 (8%) 3 /40 (8%) 2 /39 (5%) 2 /39 (5%)
大学院学生（博士課程後期） 55 /187 (29%) 49 /185 (26%) 43 /161 (27%) 47 /161 (29%) 51 /160 (32%) 47 /150 (31%)
大学院学生（博士課程前期） 2 /6 (33%) 8 /15 (53%) 13 /18 (72%) 15 /20 (75%) 14 /19 (74%) 15 /22 (68%)

H20年度 H21年度

（平成21年度は平成22年1月1日現在）

H16年度 H17年度 H18年度 H19年度

 
２．新規採用者(教授・准教授・講師・助教・助手）における女性比率(過去 6 年間） 

 
（単位：人）

0 /1 (0%) 2 /7 (29%) 6 /17 (35%) 3 /14 (21%) 3 /11 (27%) 3 /14 (21%)

平成20年度 平成21年度

（平成21年度は平成22年1月1日現在）

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

 
 

歯学研究科では、大学院学生における女性比率は約 30％であり、助教における女性比率

もほぼそれに近い値である。これに対し、教授、准教授、講師における女性比率は低い。

ただ、上記の表は、研究科所属教員の数であるが、病院所属教員では、准教授 1 名／4 名

中(25.0％）、講師 4 名／15 名中(26.6％）が女性教員である。 
 

３．前年度より改善された点 
    歯学研究科では、前年度より引き続き、女性教員の増員に向け。運営会議・人事委員会

にて女性教員の任用、昇任について検討を行ってきた。その結果、助教における女性比率

は上昇した。 
 
  ４．改善の上で、障害となっていると思われる点 
    歯学研究科では、特別に障害となっている点はないと思われるが、研究分野によっては

教授・准教授選考における女性候補者数が限られ、そのことが、教授・准教授における女

性教員比率の上昇がないことに影響しているかもしれない。 
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５．次年度の具体的対応策 
    引き続き、女性教員の採用をシステマティックに図れることを考える。 
 

 

薬学研究科   ____________________________________________________ 

 
１．女性構成員比率の推移(過去 6 年間） 

 
（単位：人）

職 名 等

教 授 0 /17 (0%) 0 /17 (0%) 0 /15 (0%) 0 /18 (0%) 0 /19 (0%) 0 /19 (0%)
准 教 授 0 /13 (0%) 0 /13 (0%) 0 /16 (0%) 0 /15 (0%) 0 /15 (0%) 2 /17 (12%)
講 師 0 /3 (0%) 0 /3 (0%) 0 /3 (0%) 1 /3 (33%) 1 /4 (25%) 0 /1 (0%)

助教・助手 4 /21 (19%) 11 /35 (31%) 7 /31 (23%) 6 /31 (19%) 8 /31 (26%) 9 /35 (26%)
教員（助教・助手含む） 4 /54 (7%) 11 /68 (16%) 7 /65 (11%) 7 /67 (10%) 9 /69 (13%) 11 /72 (15%)
教員（助教・助手除く） 0 /33 (0%) 0 /33 (0%) 0 /34 (0%) 1 /36 (3%) 1 /38 (3%) 2 /37 (5%)
大学院学生（博士課程後期） 13 /67 (19%) 11 /66 (17%) 7 /65 (11%) 9 /63 (14%) 10 /160 (6%) 10 /64 (16%)
大学院学生（博士課程前期） 51 /171 (30%) 55 /177 (31%) 59 /168 (35%) 47 /157 (30%) 48 /161 (30%) 49 /169 (29%)

H20年度 H21年度

（平成21年度は平成22年1月1日現在）

H16年度 H17年度 H18年度 H19年度

 
２．新規採用者(教授・准教授・講師・助教・助手）における女性比率(過去 6 年間） 

 
（単位：人）

0 /0 (-%) 3 /7 (43%) 0 /8 (0%) 1 /8 (13%) 2 /10 (20%) 2 /6 (33%)

平成20年度 平成21年度

（平成21年度は平成22年1月1日現在）

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

 
 

薬学研究科では、本年度２名の女性助教を採用した。 
 

３．前年度より改善された点 
    薬学研究科では、平成 21 年度に 6 名の新規教員を採用したが、そのうち２名が女性であ

る。女性教員採用人数は前年と同じであるが、新規採用者における女性比率は上昇した。 
    平成 16 年度から比較すると、平成 18 年までは教授・准教授・講師クラスの女性教員は

いなかったが、21 年度時点で 2 名となり、大幅に改善した。また全教員に占める女性教員

の割合も 16 年度の 7%から 15%となり、確実に増加している。 
 
  ４．改善の上で、障害となっていると思われる点 
    薬学研究科では、学部学生や大学院博士前期課程学生における女性比率は高いにも関わ

らず、博士後期課程学生や教員の女性比率が低くなっている。このような現象は他大学に

おいても認められ薬学研究領域全体における問題点と考えられる。したがって、薬学研究

分野全体における女性研究者の比率が低く、本研究科における女性教員の採用率も低くな

っていると考えられる。 
 

５．次年度の具体的対応策 
    博士後期課程への女子学生の進学率は昨年と同様であったことから、博士課程への進学
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者数と研究者としてのキャリアを選択する学生数の増加を目指し、育児・介護支援プログ

ラムやサイエンスエンジェル制度等の本学における女性研究者支援事業の周知を行なう。 
 

 

工学研究科   ____________________________________________________ 

 
１．女性構成員比率の推移(過去 6 年間） 

 
（単位：人）

職 名 等

教 授 2 /127 (2%) 2 /118 (2%) 2 /117 (2%) 2 /115 (2%) 2 /115 (2%) 3 /118 (3%)
准 教 授 6 /103 (6%) 5 /110 (5%) 5 /104 (5%) 5 /106 (5%) 4 /107 (4%) 2 /104 (2%)
講 師 0 /11 (0%) 0 /10 (0%) 0 /9 (0%) 0 /4 (0%) 0 /4 (0%) 0 /2 (0%)

助教・助手 7 /127 (6%) 7 /128 (5%) 7 /127 (6%) 9 /132 (7%) 11 /141 (8%) 9 /145 (6%)
教員（助教・助手含む） 15 /368 (4%) 14 /366 (4%) 14 /357 (4%) 16 /357 (4%) 17 /367 (5%) 14 /369 (4%)
教員（助教・助手除く） 8 /241 (3%) 7 /238 (3%) 7 /230 (3%) 7 /225 (3%) 6 /226 (3%) 5 /224 (2%)
大学院学生（博士課程後期） 64 /669 (10%) 55 /643 (9%) 64 /669 (10%) 55 /559 (10%) 57 /605 (9%) 54 /600 (9%)
大学院学生（博士課程前期） 121 /1387 (9%) 135 /1429 (9%) 121 /1387 (9%) 107 /1438 (7%) 116 /1394 (8%) 124 /1401 (9%)

H20年度 H21年度

（平成21年度は平成22年1月1日現在）

H16年度 H17年度 H18年度 H19年度

 
２．新規採用者(教授・准教授・講師・助教・助手）における女性比率(過去 6 年間） 

 
（単位：人）

2 /36 (6%) 1 /44 (2%) 3 /57 (5%) 2 /31 (6%) 2 /34 (6%) 2 /34 (6%)

平成20年度 平成21年度

（平成21年度は平成22年1月1日現在）

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

 
 

工学研究科では、過去 6 年間において採用者における女性比率は 5％前後にとどまって

おり、比率が少ない状況が続いている。女子大学院生の比率は年々増加しており、将来、

研究者とし活躍することにより、女性構成員率が増加することが期待される。ある系では、

女子学生の交流会等を積極的に開催し、また、ウェブページで女性教員・卒業生からのメ

ッセージ等を発信している。 
 

３．前年度より改善された点 
工学研究科では、昨年度は女性構成員比率に関して、若干改善されつつある傾向にあっ

たが、今年度は改善されなかった。 
  

  ４．改善の上で、障害となっていると思われる点 
 工学研究科では、伝統的に女子学生・女子大学院学生の比率が小さい。このため、これ

に応じて女性教員比率も少なくなる傾向があると考えられる。また、工学研究科における

教育と研究以外の大学運営のために、現教員は極めて長い時間を割く必要があり、現教員

のオーバーワークの状態が日常化している。このことも、女性教員の比率を高める障害に

なっていると考えられる。 
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５．次年度の具体的対応策 
      工学研究科の教員の勤務実態を把握し、勤務状況を改善するために、教員全員の勤務時間

の調査を行っており、これを平成２２年度も継続する。また工学部と工学研究科の女子学生の入

学者比率を増加させるために、東北大学工学部オープンキャンパスにおいて特別企画ミニフォー

ラム「工学にかける私の夢」を行っており、平成２２年度も継続実施する。工学部入学女子学生の

比率は過去三年間で３％増加し２１年度は１０％を超えた。 

 

 

農学研究科   ____________________________________________________ 

 
１．女性構成員比率の推移(過去 6 年間） 

 
（単位：人）

職 名 等

教 授 1 /43 (2%) 1 /43 (2%) 1 /42 (2%) 1 /38 (3%) 1 /40 (3%) 1 /40 (3%)
准 教 授 0 /39 (0%) 0 /38 (0%) 0 /35 (0%) 1 /36 (3%) 2 /38 (5%) 3 /40 (8%)
講 師 0 /1 (0%) 0 /1 (0%) 0 /1 (0%) 0 /0 (-%) 0 /0 (-%) 0 /0 (-%)

助教・助手 2 /30 (7%) 8 /37 (22%) 8 /35 (23%) 9 /36 (25%) 8 /35 (23%) 8 /37 (22%)
教員（助教・助手含む） 3 /113 (3%) 9 /119 (8%) 9 /113 (8%) 11 /110 (10%) 11 /113 (10%) 12 /117 (10%)
教員（助教・助手除く） 1 /83 (1%) 1 /82 (1%) 1 /78 (1%) 2 /74 (3%) 3 /78 (4%) 4 /80 (5%)
大学院学生（博士課程後期） 28 /149 (19%) 28 /140 (20%) 28 /126 (22%) 31 /118 (26%) 30 /114 (26%) 25 /99 (25%)
大学院学生（博士課程前期） 82 /258 (32%) 77 /231 (33%) 82 /221 (37%) 94 /256 (37%) 94 /259 (36%) 88 /253 (35%)

H20年度 H21年度

（平成21年度は平成22年1月1日現在）

H16年度 H17年度 H18年度 H19年度

 
２．新規採用者(教授・准教授・講師・助教・助手）における女性比率(過去 6 年間） 

 
（単位：人）

1 /5 (20%) 6 /17 (35%) 0 /3 (0%) 2 /6 (33%) 1 /7 (14%) 2 /11 (18%)

平成20年度 平成21年度

（平成21年度は平成22年1月1日現在）

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

 
 

農学研究科では、平成 21 年度は採用者 11 名中女性が 2 名で 18%にのぼり、昨年度より

改善した。また、この中期計画期間中は平成 18 年度を除いて平成 19 年度以降は毎年女性

教員を採用している。 
 

３．前年度より改善された点 
    農学研究科では、助手・助教を含む教員の女性構成比率ではここ 3 年間は同じ比率にに

とどまっているものの、この中期計画の 6 年間を通してみれば 3％から 10％に上昇し、徐々

に改善している。とりわけ、昨年度末に女性の准教授を採用し、本年度も 2 名を採用した

ため、助手・助教を除く教員の女性構成比率では 1％から 5％に上昇した。 
 
  ４．改善の上で、障害となっていると思われる点 
    農学研究科では、本年度から女性教員の採用を促進する特別選考制度を採用し、意識的

に改善を図っているが、制度に依存せず更なる改善を進めるためには意識の向上が必要で
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ある。本研究科の大学院博士後期課程進学者に占める女性の割合は H21 年度で 25%に達し

ている。この現実をよく認識することが、更なる改善を促すと思われる。 
 
 

５．次年度の具体的対応策 
    次年度においても、人事委員会では教員選考委員会に対して女性候補者について十分配

慮するように指示するとともに、条件が整えば、女性教員の採用を促進する特別選考を実

施する。 
 
 

国際文化研究科   ________________________________________________ 

 
１．女性構成員比率の推移(過去 6 年間） 

 
（単位：人）

職 名 等

教 授 4 /29 (14%) 5 /30 (17%) 5 /29 (17%) 5 /28 (18%) 5 /27 (19%) 5 /28 (18%)
准 教 授 3 /26 (12%) 3 /27 (11%) 3 /27 (11%) 3 /23 (13%) 5 /27 (19%) 5 /25 (20%)
講 師 0 /0 (-%) 0 /0 (-%) 0 /0 (-%) 0 /0 (-%) 0 /0 (-%) 0 /0 (-%)

助教・助手 1 /2 (50%) 0 /0 (-%) 0 /0 (-%) 0 /0 (-%) 0 /0 (-%) 0 /0 (-%)

教員（助教・助手含む） 8 /57 (14%) 8 /57 (14%) 8 /56 (14%) 8 /51 (16%) 10 /54 (19%) 10 /53 (19%)
教員（助教・助手除く） 7 /55 (13%) 8 /57 (14%) 8 /56 (14%) 8 /51 (16%) 10 /54 (19%) 10 /53 (19%)
大学院学生（博士課程後期） 54 /91 (59%) 63 /102 (62%) 67 /111 (60%) 60 /102 (59%) 57 /96 (59%) 58 /95 (61%)
大学院学生（博士課程前期） 72 /126 (57%) 74 /120 (62%) 67 /104 (64%) 60 /96 (63%) 66 /92 (72%) 57 /81 (70%)

H20年度 H21年度

（平成21年度は平成22年1月1日現在）

H16年度 H17年度 H18年度 H19年度

 
 

２．新規採用者(教授・准教授・講師・助教・助手）における女性比率(過去 6 年間） 
 

（単位：人）

0 /5 (0%) 1 /3 (33%) 0 /1 (0%) 0 /0 (-%) 2 /5 (40%) 0 /0 (-%)

平成20年度 平成21年度

（平成21年度は平成22年1月1日現在）

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

 
 

国際文化研究科では、過去 6 年間に女性教員が 3 名（教授 1 名、准教授 2 名）増加した。

増加率は女性教員全体で 5％（教授 4％、准教授 8％）である。現在では女性教員は全体の

19％（教授 18％、准教授 20％）を占めている。女子学生は、博士後期課程で毎年ほぼ 60％
の水準を維持し、博士前期課程では 6 年間でおよそ 60％から 70％に増加した。 

 
３．前年度より改善された点 

    国際文化研究科では、平成 16 年～18 年、21 年には FD を開催し、多角的に教職員・学

生の意識向上を図った。平成 17 年度にはアンケート調査を実施して科内の意識状況を把握

するとともに、その結果に基づいて女子用トレイの設備を充実させる等の環境改善を行っ

た。また関連書籍等の資料の整備、ハラスメント防止対応書等の配布(メール配信）等の処

置を通じて、随時教育研究環境の改善に努めた。 
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  ４．改善の上で、障害となっていると思われる点 
国際文化研究科では、現時点で特に障害となっている点はないと思われる。 

 
５．次年度の具体的対応策 

    女性の教員・大学院生とも数(比率）の上で国際文化研究科は学内トップレベルにあるが、

特に女性教員数(比率）は男女共同参画の理念になお遠く、今後とも採用人事に当たって(単
純な数確保だけではない）配慮を払っていく。また、障害となっていると思われる点が見

当たらないだけに、FD・アンケート等を引き続き実施して意識改革を図りつつ、設備・職

務・カリキュラム等の全般にわたって具体的な環境改善を地道に進めていく。 
 

 

情報科学研究科   ________________________________________________ 

 
１．女性構成員比率の推移(過去 6 年間） 

 
（単位：人）

職 名 等

教 授 0 /38 (0%) 0 /38 (0%) 0 /37 (0%) 0 /37 (0%) 0 /36 (0%) 0 /34 (0%)
准 教 授 3 /27 (11%) 3 /27 (11%) 3 /27 (11%) 2 /28 (7%) 2 /27 (7%) 2 /31 (6%)
講 師 1 /7 (14%) 1 /9 (11%) 1 /9 (11%) 1 /6 (17%) 1 /5 (20%) 1 /4 (25%)
助教・助手 0 /22 (0%) 0 /25 (0%) 1 /22 (5%) 1 /26 (4%) 2 /24 (8%) 2 /22 (9%)

教員（助教・助手含む） 4 /94 (4%) 4 /99 (4%) 5 /95 (5%) 4 /97 (4%) 5 /92 (5%) 5 /91 (5%)
教員（助教・助手除く） 4 /72 (6%) 4 /74 (5%) 4 /73 (5%) 3 /71 (4%) 3 /68 (4%) 3 /69 (4%)
大学院学生（博士課程後期） 28 /150 (19%) 25 /139 (18%) 25 /148 (17%) 25 /143 (17%) 32 /145 (22%) 23 /126 (18%)
大学院学生（博士課程前期） 29 /287 (10%) 25 /288 (9%) 31 /308 (10%) 36 /304 (12%) 31 /282 (11%) 42 /303 (14%)

H20年度 H21年度

（平成21年度は平成22年1月1日現在）

H16年度 H17年度 H18年度 H19年度

 
２．新規採用者(教授・准教授・講師・助教・助手）における女性比率(過去 6 年間） 

 
（単位：人）

2 /18 (11%) 0 /11 (0%) 1 /7 (14%) 0 /9 (0%) 2 /8 (25%) 0 /2 (0%)

平成20年度 平成21年度

（平成21年度は平成22年1月1日現在）

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

 
 

情報科学研究科では、平成 21 年度は平成 22 年 1 月 1 日の時点では女性の新規採用はな

い。ただし、2 名の准教授(任期付、任期中にテニュア審査により任期を外せる制度による

もの）の採用が決定されており、平成 22 年 2 月および 4 月に着任する。これにより女性

教員は 1 名(上記 2 名のうち 1 名は現職の助教から昇任）増加し、計６名となる。 
 

３．前年度より改善された点 
    情報科学研究科では、2 名の女性准教授を採用するため、上位職における女性比率が向

上する。このうち一名は新たに設置した国際化推進室に配置する教員であり、女子留学生

の相談に当たることが出来るため、今後の女子学生数の増加に繋がるものと期待できる。 
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  ４．改善の上で、障害となっていると思われる点 
    情報科学研究科では、多様な分野に分かれている構造から、研究科全体での女性採用枠

の設定が容易ではない現状である。また、研究科の大きな部分である工学分野では女性研

究者数が少なく、優秀な候補者をサーベイする努力を行っているにも関らず、採用に成功

するのが難しいのが現状である。 
 

５．次年度の具体的対応策 
    女性研究者のサーベイを続け、採用に努力すると共に、女性研究者育成に重点を置き、

運営検討および将来計画委員会に働きかけ、長期的な男女比率の是正に努力する。  

 

 

生命科学研究科   _______________________________________________ 

 
１．女性構成員比率の推移(過去 6 年間） 

 
（単位：人）

職 名 等

教 授 0 /26 (0%) 0 /26 (0%) 0 /26 (0%) 0 /25 (0%) 0 /24 (0%) 0 /23 (0%)
准 教 授 0 /24 (0%) 0 /24 (0%) 0 /23 (0%) 0 /22 (0%) 0 /22 (0%) 0 /19 (0%)
講 師 0 /1 (0%) 0 /2 (0%) 0 /2 (0%) 0 /2 (0%) 0 /2 (0%) 0 /2 (0%)
助教・助手 4 /16 (25%) 4 /19 (21%) 3 /17 (18%) 4 /22 (18%) 6 /28 (21%) 5 /36 (14%)

教員（助教・助手含む） 4 /67 (6%) 4 /71 (6%) 3 /68 (4%) 4 /71 (6%) 6 /76 (8%) 5 /80 (6%)
教員（助教・助手除く） 0 /51 (0%) 0 /52 (0%) 0 /51 (0%) 0 /49 (0%) 0 /48 (0%) 0 /44 (0%)
大学院学生（博士課程後期） 29 /115 (25%) 31 /111 (28%) 27 /98 (28%) 33 /110 (30%) 31 /98 (32%) 27 /96 (28%)
大学院学生（博士課程前期） 78 /219 (36%) 82 /233 (35%) 75 /232 (32%) 69 /213 (32%) 77 /214 (36%) 78 /211 (37%)

H20年度 H21年度

（平成21年度は平成22年1月1日現在）

H16年度 H17年度 H18年度 H19年度

 
新規採用者に占める女性比率は近年大きくなってきたが、全体での比率を大きくする に

は至っていない。また、講師以上に女性教員がいないので、今後は教授、准教授層 への女

性教員の採用が期待される。 
 

２．新規採用者(教授・准教授・講師・助教・助手）における女性比率(過去 6 年間） 
 

（単位：人）

0 /2 (0%) 0 /4 (0%) 0 /7 (0%) 1 /3 (33%) 4 /11 (36%) 1 /13 (8%)

平成20年度 平成21年度

（平成21年度は平成22年1月1日現在）

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

 
 

過去 6 年間の新規採用者における女性比率は平成 16 年度から平成 18 年度にかけては 0
であったものが最近の 3 年間で変動はあるものの着実に大きくなっている。今後もこの傾

向が続くことが期待される。 
 

３．前年度より改善された点 
    特に改善された点はないが、博士課程前期学生に占める女子の割合が 4０％に近づき、

後期学生にしめる女子の割合も若干減少したものの 30%近辺を維持している。 
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  ４．改善の上で、障害となっていると思われる点 
  教授・准教授・助教選考における女性候補者数が限られ、そのことが女性教員比率の上

昇につながらないことが考えられる。 
５．次年度の具体的対応策 

    生命科学研究科では教員の雇用にあたっては均等な機会が得られるように配慮し、性別、

国籍にとらわれず、当該学術領域にもっとも相応しい人物を選考するように行っている。

またそれと同時に、男女共同参画の観点から、次年度においてもこれまでと同じように、

教員人事において選考委員会で女性候補者について十分配慮するようにする。 
    また、生命科学研究科では、「具体的対応策」に基づき、女子教職員・学生の比率の 向

上を図るため、入学試験説明会・オープンキャンパスなどで、男女共同参画の意義 につい

て説明をおこなう。 
 
 

環境科学研究科   ________________________________________________ 

 
１．女性構成員比率の推移(過去 6 年間） 

 
（単位：人）

職 名 等

教 授 0 /21 (0%) 0 /22 (0%) 0 /23 (0%) 0 /22 (0%) 0 /24 (0%) 0 /23 (0%)
准 教 授 1 /15 (7%) 1 /14 (7%) 1 /13 (8%) 0 /13 (0%) 1 /13 (8%) 1 /15 (7%)
講 師 0 /3 (0%) 0 /1 (0%) 0 /2 (0%) 0 /2 (0%) 0 /2 (0%) 0 /1 (0%)
助教・助手 4 /15 (27%) 3 /18 (17%) 3 /19 (16%) 4 /21 (19%) 3 /21 (14%) 3 /20 (15%)

教員（助教・助手含む） 5 /54 (9%) 4 /55 (7%) 4 /57 (7%) 4 /58 (7%) 4 /60 (7%) 4 /59 (7%)
教員（助教・助手除く） 1 /39 (3%) 1 /37 (3%) 1 /38 (3%) 0 /37 (0%) 1 /39 (3%) 1 /39 (3%)
大学院学生（博士課程後期） 16 /83 (19%) 22 /118 (19%) 25 /114 (22%) 28 /121 (23%) 28 /117 (24%) 34 /119 (29%)
大学院学生（博士課程前期） 23 /180 (13%) 37 /196 (19%) 42 /196 (21%) 48 /205 (23%) 50 /207 (24%) 46 /208 (22%)

H20年度 H21年度

（平成21年度は平成22年1月1日現在）

H16年度 H17年度 H18年度 H19年度

 
２．新規採用者(教授・准教授・講師・助教・助手）における女性比率(過去 6 年間） 

 
（単位：人）

2 /11 (18%) 0 /8 (0%) 0 /8 (0%) 1 /5 (20%) 1 /11 (9%) 0 /5 (0%)

平成20年度 平成21年度

（平成21年度は平成22年1月1日現在）

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

 
 

環境科学研究科では、過去 3 年間に 21 名が新規採用され，そのうちの 2 名(10％)が女性

教員であった。この割合は，現在の女性教員比率 7％より高く，今後の女性教員比率の増

加が期待される。 
 

３．前年度より改善された点 
    環境科学研究科の教員公募要領には，｢男女共同参画の理念に基づく｣旨を明記している。

大学院博士後期および前期の学生の内，女子学生が占める割合は，研究科設立時の 14％
(H15)から 25％程度に増加・定着している。 
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  ４．改善の上で、障害となっていると思われる点 
    家庭を持つ女性研究者が別居して単身赴任することは，勤務地を選択する際の障害とな

る。また，博士号を持たない女性研究者も多く，博士号がないことが採用の障害となる例

があった。 
 

５．次年度の具体的対応策 
    女性教員の確保には，まず博士号を持つ女性研究者数の増加が必要である。そのために，

博士後期課程女子学生数を増す努力を今後も続ける。また，助教の採用に当って，ポジテ

ィブアクションを執りたいと考えている。そして，23 年度末までに 1 名以上の女性教員を

採用することを目標としている。 
 
 

医工学研究科   _________________________________________________ 

 
１．女性構成員比率の推移（過去 2 年間）（※平成 20 年度設置の研究科のため） 

 
（単位：人）

職名等

教 授 1 /18 (6%) 1 /18 (6%)
准 教 授 1 /4 (25%) 1 /4 (25%)
講 師 0 /0 (-%) 0 /0 (-%)

助 教 ・ 助 手 0 /0 (-%) 1 /2 (50%)
教員（助教・助手含む） 2 /22 (9%) 3 /24 (13%)
教員（助教・助手除く） 2 /22 (9%) 2 /22 (9%)

大学院学生（博士課程後期） 4 /25 (16%) 3 /32 (9%)
大学院学生（博士課程前期） 2 /34 (6%) 7 /62 (11%)

H20年度 H21年度

（平成21年度は平成22年1月1日現在）  
 

２．新規採用者(教授・准教授・講師・助教・助手）における女性比率(過去 2 年間） 
（※平成 20 年度設置の研究科のため） 

 
（単位：人）

2 /22 (9%) 1 /2 (50%)

平成20年度 平成21年度

（平成21年度は平成22年1月1日現在）  
 

医工学研究科では、平成 20 年度に女性教員として教授１名、准教授１名を採用している。

平成 21 年度には女性研究者育成推進室用の助手 1 名が採用されている。 
 

３．前年度より改善された点 
    平成 21 年度には女性研究者育成推進室用の助手 1 名が採用されている。博士課程の女子

学生の比率が 11％へ増加している。 
 
  ４．改善の上で、障害となっていると思われる点 
    教員での上位職位の本研究分野での候補となる人材不足。 
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５．次年度の具体的対応策 
    女子学生はサイエンスエンジェル等に積極的に参加していただいているので、次年度も

継続していただきたい。人材育成のためには本研究科に関する女子学生が増加することが

重要であり、女子学生増加に向けた PR 活動等も検討していく。 
 

 

教育情報学研究部・教育部   _______________________________________ 

 
１．女性構成員比率の推移(過去 6 年間） 

 
（単位：人）

職 名 等

教 授 0 /4 (0%) 0 /4 (0%) 0 /4 (0%) 0 /4 (0%) 0 /3 (0%) 0 /4 (0%)
准 教 授 0 /4 (0%) 0 /4 (0%) 0 /4 (0%) 0 /3 (0%) 0 /3 (0%) 0 /1 (0%)
講 師 0 /0 (-%) 0 /0 (-%) 0 /0 (-%) 0 /0 (-%) 0 /0 (-%) 0 /0 (-%)

助教・助手 0 /3 (0%) 0 /3 (0%) 0 /3 (0%) 0 /3 (0%) 0 /3 (0%) 0 /3 (0%)
教員（助教・助手含む） 0 /11 (0%) 0 /11 (0%) 0 /11 (0%) 0 /10 (0%) 0 /9 (0%) 0 /8 (0%)
教員（助教・助手除く） 0 /8 (0%) 0 /8 (0%) 0 /8 (0%) 0 /7 (0%) 0 /6 (0%) 0 /5 (0%)
大学院学生（博士課程後期） 1 /7 (14%) 3 /14 (21%) 3 /14 (21%) 8 /15 (53%) 8 /16 (50%) 8 /18 (44%)
大学院学生（博士課程前期） 9 /28 (32%) 13 /23 (57%) 13 /23 (57%) 5 /24 (21%) 3 /26 (12%) 8 /32 (25%)

H20年度 H21年度

（平成21年度は平成22年1月1日現在）

H16年度 H17年度 H18年度 H19年度

 
２．新規採用者(教授・准教授・講師・助教・助手）における女性比率(過去 6 年間） 

 
（単位：人）

0 /2 (0%) 0 /0 (-%) 0 /0 (-%) 0 /0 (-%) 0 /1 (0%) 0 /1 (0%)

平成20年度 平成21年度

（平成21年度は平成22年1月1日現在）

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

 
 

教育情報学研究部・教育部では、平成 21 年度に講師 1 名を公募した。この公募に応募し

た女性はいなかった。男性が新規採用された。 
 

３．前年度より改善された点 
    教育情報学研究部・教育部では、女性にとってより働き易い環境を整えるために、会議

の時間の短縮により努力をした。結果として、ほぼ全ての部局内の会議が最長でも 2 時間

を超えなくなった。 
 
  ４．改善の上で、障害となっていると思われる点 
    大学院教育情報学研究部では、応募に対して女性の割合が少ない、あるいは皆無である

ため、女性を採用の対象として考慮することができにくい。また、部局の規模が小さいた

めに人事が頻繁に起こらない点も、女性スタッフの新規採用を難しくしている。 
 

５．次年度の具体的対応策 
    平成 19 年度から平成 2１年度までの教員採用について、女性の比率が上がらなかった主

な要因は、公募に対する応募が少ないことである。学外の女性研究者との連携強化や、博

士後期課程学生のキャリア支援の強化が依然効果的と考えられる。 
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金属材料研究所   _______________________________________________ 

 
１．女性構成員比率の推移(過去 6 年間） 

 
（単位：人）

職 名 等

教 授 0 /24 (0%) 0 /26 (0%) 0 /28 (0%) 0 /26 (0%) 0 /27 (0%) 0 /25 (0%)
准 教 授 0 /33 (0%) 0 /35 (0%) 1 /36 (3%) 1 /31 (3%) 1 /28 (4%) 1 /33 (3%)
講 師 0 /2 (0%) 0 /3 (0%) 0 /4 (0%) 0 /2 (0%) 0 /3 (0%) 0 /1 (0%)
助教・助手 4 /70 (6%) 4 /65 (6%) 2 /67 (3%) 4 /70 (6%) 3 /68 (4%) 4 /61 (7%)

教員（助教・助手含む） 4 /129 (3%) 4 /129 (3%) 3 /135 (2%) 5 /129 (4%) 4 /126 (3%) 5 /120 (4%)
教員（助教・助手除く） 0 /59 (0%) 0 /64 (0%) 1 /68 (1%) 1 /59 (2%) 1 /58 (2%) 1 /59 (2%)

H20年度 H21年度

（平成21年度は平成22年1月1日現在）

H16年度 H17年度 H18年度 H19年度

 
２．新規採用者(教授・准教授・講師・助教・助手）における女性比率(過去 6 年間） 

 
（単位：人）

0 /14 (0%) 0 /17 (0%) 0 /14 (0%) 2 /15 (13%) 1 /11 (9%) 2 /14 (14%)

平成20年度 平成21年度

（平成21年度は平成22年1月1日現在）

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

 
 

金属材料研究所では、今年度女性助教 2 名が採用され、その結果、女性教員比率は 4.2％
となった。 

平成 16 年度からの推移において、女性教員数はほぼ一定ないし若干の増加であり、斬減

する教員数の中で比率は上昇した。特に、平成 19年度以降新規採用が 1 名以上で継続して

いる。 

 
３．前年度より改善された点 

    金属材料研究所では、前年度２名の女性教員が退職し、危機的状況となりそうであった

が、新規に２名が採用され、比率が若干改善した。また、1 名の技術職員が女性研究者育

成支援推進事業の支援要員派遣制度により支援要員とともに研究を進めた。その結果、こ

のような育児と研究を両立する支援制度が広く認識されるようになった。 

 

  ４．改善の上で、障害となっていると思われる点 
    金属材料研究所では、ここ数年女性教員の新規採用ができているが、教授・准教授層で

の改善が進んでいない。当該分野で助教数は着実に増加していると思われるので、より上

級職への応募の勧誘のための制度改革、環境整備が必要と思われる。 

 
５．次年度の具体的対応策 

 ここ 3 年連続して女性教員を新規採用しており、この状況を継続できるよう、また、

上級職への応募勧誘のために以下の対策を検討する予定である。 

① 分野の状況を考慮した男女共同参画セミナーの継続的開催による啓発の推進。 

② 教員公募要項への“男女共同参画を推進している”旨の記載の励行。 

③ 女性教員数の着実な増加に向けてバランスの取れた施策の検討。 

④ トイレ等の環境整備の一層の推進。 
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⑤ 女子学生・研究者の増加に向けて、学会等を通じた一層の活動。 

 

 

加齢医学研究所   _______________________________________________ 

 
１．女性構成員比率の推移(過去 6 年間） 

 
（単位：人）

職 名 等

教 授 0 /15 (0%) 0 /16 (0%) 0 /17 (0%) 0 /17 (0%) 0 /17 (0%) 0 /17 (0%)
准 教 授 0 /8 (0%) 1 /10 (10%) 0 /8 (0%) 1 /11 (9%) 1 /16 (6%) 1 /17 (6%)
講 師 0 /0 (-%) 0 /2 (0%) 0 /2 (0%) 0 /1 (0%) 0 /1 (0%) 0 /2 (0%)
助教・助手 2 /20 (10%) 1 /18 (6%) 1 /17 (6%) 2 /23 (9%) 2 /22 (9%) 2 /20 (10%)

教員（助教・助手含む） 2 /43 (5%) 2 /46 (4%) 1 /44 (2%) 3 /52 (6%) 3 /56 (5%) 3 /56 (5%)
教員（助教・助手除く） 0 /23 (0%) 1 /28 (4%) 0 /27 (0%) 1 /29 (3%) 1 /34 (3%) 1 /36 (3%)

H20年度 H21年度

（平成21年度は平成22年1月1日現在）

H16年度 H17年度 H18年度 H19年度

 
２．新規採用者(教授・准教授・講師・助教・助手）における女性比率(過去 6 年間） 

 
（単位：人）

0 /8 (0%) 0 /5 (0%) 1 /5 (20%) 1 /7 (14%) 1 /6 (17%) 1 /6 (17%)

平成20年度 平成21年度

（平成21年度は平成22年1月1日現在）

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

 
 

加齢医学研究所では、平成 18 年度から 21 年度まで、毎年 1 名の女性の新規採用者があ

った。 
  

３．前年度より改善された点 
    教員の女性構成員比率に変化はないが、加齢医学研究所では、博士後期課程女性大学院

生の割合は 50％と高い割合を維持しており、博士前期課程女性大学院生の割合は上昇し、

平成 21 年度は 50％となっている。 
 
  ４．改善の上で、障害となっていると思われる点 

加齢医学研究所では特別に障害となっている点はないと思われるが、教職員及び学生の

意識改革を進めていく必要があると思われる。 
 

５．次年度の具体的対応策 
    次年度以降の教員の採用の際に、男女比率の改善を目指して努力するとともに、女性研

究者の育成にも努力する。 
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流体科学研究所   ________________________________________________ 

 
１．女性構成員比率の推移(過去 6 年間） 

 
（単位：人）

職 名 等

教 授 0 /15 (0%) 0 /18 (0%) 0 /16 (0%) 0 /15 (0%) 0 /16 (0%) 0 /14 (0%)
准 教 授 0 /5 (0%) 0 /8 (0%) 0 /8 (0%) 0 /9 (0%) 0 /10 (0%) 0 /10 (0%)
講 師 0 /6 (0%) 0 /5 (0%) 0 /3 (0%) 0 /2 (0%) 0 /2 (0%) 0 /4 (0%)
助教・助手 2 /13 (15%) 3 /14 (21%) 3 /14 (21%) 3 /13 (23%) 3 /13 (23%) 4 /12 (33%)

教員（助教・助手含む） 2 /39 (5%) 3 /45 (7%) 3 /41 (7%) 3 /39 (8%) 3 /41 (7%) 4 /40 (10%)
教員（助教・助手除く） 0 /26 (0%) 0 /31 (0%) 0 /27 (0%) 0 /26 (0%) 0 /28 (0%) 0 /28 (0%)

H20年度 H21年度

（平成21年度は平成22年1月1日現在）

H16年度 H17年度 H18年度 H19年度

 
 
２．新規採用者(教授・准教授・講師・助教・助手）における女性比率(過去 6 年間） 

 
（単位：人）

1 /13 (8%) 1 /3 (33%) 0 /3 (0%) 0 /1 (0%) 0 /2 (0%) 1 /5 (20%)

平成20年度 平成21年度

（平成21年度は平成22年1月1日現在）

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

 
 

流体科学研究所では、平成２１年度に女性教員として助教１名を採用した。 
 

３．前年度より改善された点 
    流体科学研究所では、平成１８年度から引き続き教員公募に「東北大学は男女共同参画

を推進している」旨を記載しているが、平成２０年度からは更に「子育て支援の詳細等、

男女共同参画の取組みについては下記のＵＲＬを参照のこと」を追記し、応募者が詳しい

情報を得ることができるようにした。また、平成２１年度からは、乳幼児を育児中の女性

教員へのサポートとして、技術補佐員をつける独自の制度を開始し、１名を採用した。 
 
  ４．改善の上で、障害となっていると思われる点 
    流体科学研究所では、女性研究者の採用・昇任の進展が見られない原因として、当該分

野での女性研究者数の少ないことが挙げられる。抜本的な改善を図るには、長期的な視野

に立ち、女子学生を育成することが重要である。 
 

５．次年度の具体的対応策 
    流体科学研究所では、次に掲げる事項に基づき、男女共同参画を推進する予定である。 
    ・女子学生の増加に向けたＰＲ活動の積極的な展開。 
    ・教員公募への「男女共同参画を推進している」旨の記載の励行。 
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電気通信研究所   ________________________________________________ 

 

１．女性構成員比率の推移(過去 6 年間） 
 

（単位：人）

職 名 等

教 授 0 /24 (0%) 0 /27 (0%) 0 /27 (0%) 1 /26 (4%) 1 /29 (3%) 1 /28 (4%)
准 教 授 0 /17 (0%) 0 /16 (0%) 0 /17 (0%) 0 /19 (0%) 0 /18 (0%) 0 /18 (0%)
講 師 0 /0 (-%) 0 /0 (-%) 0 /0 (-%) 0 /0 (-%) 0 /0 (-%) 0 /0 (-%)

助教・助手 0 /34 (0%) 0 /34 (0%) 1 /30 (3%) 1 /28 (4%) 0 /28 (0%) 0 /25 (0%)
教員（助教・助手含む） 0 /75 (0%) 0 /77 (0%) 1 /74 (1%) 2 /73 (3%) 1 /75 (1%) 1 /71 (1%)
教員（助教・助手除く） 0 /41 (0%) 0 /43 (0%) 0 /44 (0%) 1 /45 (2%) 1 /47 (2%) 1 /46 (2%)

H20年度 H21年度

（平成21年度は平成22年1月1日現在）

H16年度 H17年度 H18年度 H19年度

 
２．新規採用者(教授・准教授・講師・助教・助手）における女性比率(過去 6 年間） 

 
（単位：人）

1 /10 (10%) 0 /11 (0%) 1 /7 (14%) 1 /8 (13%) 0 /5 (0%) 0 /3 (0%)

平成20年度 平成21年度

（平成21年度は平成22年1月1日現在）

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

 
 
電気通信研究所では積極的な男女共同参画に努めているが、公募を行っても女性研究者が

ほとんど応募して来ない現状がある。 
 これは研究分野の性格上、女子学生が少ないという特殊要因があるからで、通研所属学生

256 名中女子学生が 11 名（4.3％）であり、法人化後の採用教員 42 名中女性教員の採用 2
名（4.8％）とほぼ同率となっている。 
 電気通信研究所でも、女子学生の積極的な進学等進路指導に努めていくが、大学全体でも、

特定の専門分野に女子学生が集中しないよう、入試広報等にも努めて欲しい。 
 まず、女子学生を増やし、学生時代の教育から女性研究者の育成に努めたいので、長期的

な視野に立って、男女共同参画を推進して欲しい。 
 
３．前年度より改善された点 

    特に無し 
 
  ４．改善の上で、障害となっていると思われる点 
    公募を行っても女性研究者がほとんど応募して来ない。女子学生が少ない。 
 

５．次年度の具体的対応策 
    助教 1 名の採用を決定した。女子学生が増えるよう、進路指導等に努める。 
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多元物質科学研究所   ____________________________________________ 

 
１．女性構成員比率の推移(過去 6 年間） 

 
（単位：人）

職 名 等

教 授 2 /46 (4%) 2 /46 (4%) 2 /49 (4%) 2 /45 (4%) 2 /46 (4%) 2 /45 (4%)
准 教 授 0 /26 (0%) 0 /25 (0%) 1 /25 (4%) 0 /27 (0%) 0 /29 (0%) 0 /29 (0%)
講 師 0 /3 (0%) 0 /8 (0%) 1 /4 (25%) 1 /4 (25%) 0 /4 (0%) 0 /5 (0%)
助教・助手 0 /70 (0%) 1 /68 (1%) 0 /68 (0%) 1 /64 (2%) 1 /62 (2%) 3 /61 (5%)

教員（助教・助手含む） 2 /145 (1%) 3 /147 (2%) 4 /146 (3%) 4 /140 (3%) 3 /141 (2%) 5 /140 (4%)
教員（助教・助手除く） 2 /75 (3%) 2 /79 (3%) 4 /78 (5%) 3 /76 (4%) 2 /79 (3%) 2 /79 (3%)

H20年度 H21年度

（平成21年度は平成22年1月1日現在）

H16年度 H17年度 H18年度 H19年度

 
２．新規採用者(教授・准教授・講師・助教・助手）における女性比率(過去 6 年間） 

 
（単位：人）

0 /17 (0%) 1 /22 (5%) 2 /24 (8%) 1 /9 (11%) 0 /14 (0%) 2 /8 (25%)

平成20年度 平成21年度

（平成21年度は平成22年1月1日現在）

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

 
 
多元研の研究分野における母数としての女性研究者数が少なく、公募を行っても女性の

応募者が非常に少ないのが実情である。この点を改善するためには、将来の女性研究者と

なりうる女子学生、大学院生の確保が課題である。非常に少ない女子学生、大学院生の研

究に対するモチベーションの活性化、さらにキャリアアップに対する支援を行うため、平

成 18 年度に教員、博士研究員、学生、大学院生が参加するクローバーの会を立ち上げた。

年間 2・3 回の会合を行い、意見交換などを行ってきた。平成 20 年度にはクローバーの会

の共催で「男女共同参画講演会」を開き、博士課程の学生 1 名、女性の助教 1 名、女性教

授(多元研)1 名、さらに外部講師 1 名に講演して頂いた。また同年度、高校の化学教育を行

う教師を対象とした「第 31 回教師のための化学教育講座」（日本化学会東北支部が主催）

にて男女共同参画プログラムについて紹介・議論を行った。さらに数名の女子大学院生に

参加してもらい、高校の先生方と大学における女子学生の実情などを議論した。このよう

な取り組みは、将来、女性研究者として活躍する、化学を目指すより若い世代の確保につ

ながっていくものと期待して行った会である。現在もクローバーの会は行っており、今後

も継続して行っている予定である。 
このように平成 16～21 年度には、採用人数の大幅な増員という直接の結果には結びつ

いてはいないものの、女性研究者の少ない分野において、将来、活躍する人材の育成を行

うことを念頭においた活動を展開しており、中期目標・計画はある程度達成できたものと

考えている。 
平成 16 年度当初、女性教授２名のみであった。平成 21 年度までに、女性教授 2 名を含

み 5 名の女性教員を採用しており、中期目標・計画はある程度達成できたと考えられる。

特に当初、女性教授 2 名のみであったが、助教を３名採用できていることは、今後さらな

る若手女性研究者としてのキャリアアップが期待される。 
 
多元物質科学研究所における平成 17～21 年度の女性教員採用人数についは上記の表の
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とおりである。 
 

３．前年度より改善された点 
    多元物質科学研究所では、4 月に 1 名、10 月に 1 名の計 2 名の助教が採用され、5 名の

女性研究者が研究活動を展開している。 
 
  ４．改善の上で、障害となっていると思われる点 

多元物質科学研究所の研究分野である理工系(特に工学系)には、女性研究者が少なく候補

者が少ない。これに対しては女子学生の増加について努力しているところである。 
 

５．次年度の具体的対応策 
    来年度は、女性教員の採用を人事委員会の努力目標として喚起し、比率の回復をはかる

予定である。 
 

 

東北アジア研究センター   ________________________________________ 

 
１．女性構成員比率の推移(過去 6 年間） 

 
（単位：人）

職 名 等

教 授 0 /12 (0%) 0 /10 (0%) 0 /12 (0%) 0 /12 (0%) 0 /11 (0%) 0 /10 (0%)
准 教 授 0 /7 (0%) 0 /8 (0%) 0 /7 (0%) 0 /6 (0%) 0 /6 (0%) 0 /6 (0%)
講 師 0 /0 (-%) 0 /0 (-%) 0 /0 (-%) 0 /0 (-%) 0 /0 (-%) 0 /0 (-%)

助教・助手 0 /5 (0%) 1 /6 (17%) 2 /6 (33%) 2 /6 (33%) 1 /5 (20%) 1 /7 (14%)
教員（助教・助手含む） 0 /24 (0%) 1 /24 (4%) 2 /25 (8%) 2 /24 (8%) 1 /22 (5%) 1 /23 (4%)
教員（助教・助手除く） 0 /19 (0%) 0 /18 (0%) 0 /19 (0%) 0 /18 (0%) 0 /17 (0%) 0 /16 (0%)

H20年度 H21年度

（平成21年度は平成22年1月1日現在）

H16年度 H17年度 H18年度 H19年度

 
２．新規採用者(教授・准教授・講師・助教・助手）における女性比率(過去 6 年間） 

 
（単位：人）

0 /1 (0%) 0 /1 (0%) 1 /3 (33%) 0 /1 (0%) 0 /2 (0%) 0 /1 (0%)

平成20年度 平成21年度

（平成21年度は平成22年1月1日現在）

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

 
 
東北アジア研究センターでは、過去 6 年間、教員人事選考を行う際、能力・実績等にお

いて同等の場合には女性候補者を優先するよう選考担当者に申し入れを行っており、平成

18年 4月に助教 1名を採用したが、平成 19年度末に他国立大学の准教授として転出した。

平成 19 年度以降は、結果的に女性の採用に至らなかったが、これは、当該研究分野の女性

研究者自体が希少であり、応募者が極めて少なかったことによるものである。 
 

３．前年度より改善された点 
    東北アジア研究センターでは、上記に見られるとおり特に大きく改善された点はない。

今後の採用においては、教員選考委員会への申し入れを行うなど、より一層の配慮を行う。 
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  ４．改善の上で、障害となっていると思われる点 
    東北アジア研究センターでは、平成 19 年度末に他国立大学へ 1 名が転出し、1 名のみと

なった。本センターは所属教員が 23 名ほどの部局であり、研究分野が極めて限定されてい

ることから新規公募の際に適切な人材が応募してくる可能性は高くないことを考慮する必

要がある。 
 

５．次年度の具体的対応策 
    引き続き、教員公募要項に男女共同参画を積極的に推進している旨記載すると共に、女

性研究者の着実な増加に向けて検討を行う。 
 

 

病院   _________________________________________________________ 

 
１．女性構成員比率の推移(過去 6 年間） 

 
（単位：人）

職 名 等

教 授 0 /2 (0%) 0 /3 (0%) 0 /3 (0%) 0 /4 (0%) 0 /4 (0%) 0 /4 (0%)
准 教 授 0 /14 (0%) 0 /14 (0%) 0 /14 (0%) 1 /15 (7%) 2 /14 (14%) 2 /13 (15%)
講 師 4 /52 (8%) 4 /48 (8%) 3 /49 (6%) 2 /50 (4%) 1 /51 (2%) 1 /51 (2%)
助教・助手 11 /165 (7%) 11 /174 (6%) 11 /179 (6%) 12 /180 (7%) 15 /184 (8%) 21 /184 (11%)

教員（助教・助手含む） 15 /233 (6%) 15 /239 (6%) 14 /245 (6%) 15 /249 (6%) 18 /253 (7%) 24 /252 (10%)
教員（助教・助手除く） 4 /68 (6%) 4 /65 (6%) 3 /66 (5%) 3 /69 (4%) 3 /69 (4%) 3 /68 (4%)

H20年度 H21年度

（平成21年度は平成22年1月1日現在）

H16年度 H17年度 H18年度 H19年度

 
２．新規採用者(教授・准教授・講師・助教・助手）における女性比率(過去 6 年間） 

 
（単位：人）

6 /53 (11%) 7 /65 (11%) 3 /53 (6%) 6 /65 (9%) 6 /50 (12%) 6 /43 (14%)

平成20年度 平成21年度

（平成21年度は平成22年1月1日現在）

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

 
 

病院では、教員全体における女性構成員比率が徐々にではあるが、増加している。加え

て、新規採用者における女性比率も年々増加している。 
 

３．前年度より改善された点 
    病院では、前年度に比べて女性構成員比率が全体で３％増加するとともに、新規採用者

における女性比率も２％増加した。 
 
  ４．改善の上で、障害となっていると思われる点 
    病院に勤務する教員は、診療において夜勤、宿日直、緊急手術等による休日出勤等を男

性と同様に求められるため、出産・育児した女性教員のキャリアパスに不利に働いている

と思われる。 
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５．次年度の具体的対応策 
    出産前後の勤務軽減、ワーキングシェア体制の整備、職場復帰支援体制整備等を通じて、

女性教員が働きやすい環境作りに努める。 
 

 

国際交流センター   ______________________________________________ 

 
１．女性構成員比率の推移(過去 6 年間） 

 
（単位：人）

職 名 等

教 授 1 /5 (20%) 1 /4 (25%) 0 /2 (0%) 0 /2 (0%) 0 /3 (0%) 0 /3 (0%)
准 教 授 1 /6 (17%) 1 /4 (25%) 0 /1 (0%) 0 /1 (0%) 0 /0 (-%) 0 /0 (-%)

講 師 0 /0 (-%) 0 /0 (-%) 0 /0 (-%) 0 /0 (-%) 1 /2 (50%) 1 /1 (100%)
助教・助手 0 /0 (-%) 0 /0 (-%) 0 /0 (-%) 0 /0 (-%) 0 /0 (-%) 0 /0 (-%)

教員（助教・助手含む） 2 /11 (18%) 2 /8 (25%) 0 /3 (0%) 0 /3 (0%) 1 /5 (20%) 1 /4 (25%)
教員（助教・助手除く） 2 /11 (18%) 2 /8 (25%) 0 /3 (0%) 0 /3 (0%) 1 /5 (20%) 1 /4 (25%)

H20年度 H21年度

（平成21年度は平成22年1月1日現在）

H16年度 H17年度 H18年度 H19年度

 
 

２．新規採用者(教授・准教授・講師・助教・助手）における女性比率(過去 6 年間） 
 

（単位：人）

0 /0 (-%) 0 /0 (-%) 0 /0 (-%) 0 /0 (-%) 1 /1 (100%) 0 /0 (-%)

平成20年度 平成21年度

（平成21年度は平成22年1月1日現在）

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

 
 
３．前年度より改善された点 

    国際交流センターでは、平成 20 年度末に女性教員が 1 名採用されたため、それまでの女

性構成比率が改善された。21 年度は新規採用が無かったため比率の改善はなかった。 
 
  ４．改善の上で、障害となっていると思われる点 

国際交流センターでは、少人数の組織のため、人事が行われること自体がまれであり、

そのため現状の男女比を改善するには相当の時間がかかると思われる。 
 

５．次年度の具体的対応策 
    新規の採用案件が起きた場合には男女比率の改善を目指している。 
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本部事務機構   __________________________________________________ 

 

１．女性構成員比率の推移(過去 6 年間） 
 

（１）事務職員 

（単位：人）

職名等

部長 0 /17 (0%) 0 /18 (0%) 0 /13 (0%) 0 /12 (0%) 0 /11 (0%) 1 /12 (8%)
課長・事務長 0 /56 (0%) 0 /56 (0%) 0 /55 (0%) 1 /56 (2%) 2 /56 (4%) 2 /55 (4%)

課長補佐等 3 /65 (5%) 4 /72 (6%) 4 /70 (6%) 4 /62 (6%) 3 /61 (5%) 3 /62 (5%)
係長等 31 /271 (11%) 35 /272 (13%) 41 /282 (15%) 42 /284 (15%) 48 /275 (17%) 49 /274 (18%)

主任 65 /145 (45%) 65 /157 (41%) 64 /159 (40%) 66 /156 (42%) 69 /166 (42%) 73 /174 (42%)
一般職員 164 /431 (38%) 148 /396 (37%) 159 /397 (40%) 164 /399 (41%) 166 /394 (42%) 174 /394 (44%)

再雇用職員 5 /18 (28%) 10 /49 (20%) 9 /42 (21%)
計 263 /985 (27%) 252 /971 (26%) 268 /976 (27%) 282 /987 (29%) 298 /1012 (29%) 311 /1013 (31%)

（平成16,17年度2月1日、平成18～19年度は1月1日現在）

H20年度 H21年度H16年度 H17年度 H18年度 H19年度

 
（２）技術職員 

（単位：人）

職名等 職名等

技術室長 0 /3 (0%) 0 /3 (0%) 0 /3 (0%) 0 /3 (0%) 0 /3 (0%) 統括技術専門員 1 /9 (11%)
技術専門員 0 /17 (0%) 0 /18 (0%) 1 /18 (6%) 1 /19 (5%) 1 /18 (6%) 技術専門員 0 /31 (0%)

技術専門職員 11 /184 (6%) 16 /186 (9%) 17 /179 (9%) 20 /194 (10%) 18 /164 (11%) 技術専門職員 19 /170 (11%)
技術専門職 1 /60 (2%) 1 /63 (2%) 2 /62 (3%) 0 /43 (0%) 1 /40 (3%)

技術一般職員 21 /104 (20%) 23 /105 (22%) 23 /110 (21%) 24 /109 (22%) 31 /129 (24%) 技術一般職員 38 /150 (25%)
再雇用職員 1 /13 (8%) 3 /52 (6%) 再雇用職員 4 /69 (6%)

計 33 /368 (9%) 40 /375 (11%) 43 /372 (12%) 46 /381 (12%) 54 /406 (13%) 62 /429 (14%)

H17年度 H18年度 H19年度

（平成16,17年度2月1日、平成18～19年度は1月1日現在）

H20年度 H21年度H16年度

 
   平成 16 年度から平成 21 年度まで、事務職員、技術職員とも女性比率は着実に上昇している。

また、徐々にではあるが、上位職に就く女性も増えている。 
 

２．新規採用者における女性比率(過去 6 年間） 

 

（１）事務職員 

（単位：人）

24 /50 (48%) 21 /59 (36%) 24 /44 (55%) 27 /56 (48%) 18 /38 (47%) 27 /39 (69%)

平成20年度 平成21年度

（平成21年度は平成22年1月1日現在）

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

 

 

（２）技術職員 

（単位：人）

2 /12 (17%) 2 /11 (18%) 7 /29 (24%) 4 /15 (27%) 4 /32 (13%) 9 /35 (26%)

平成20年度 平成21年度

（平成21年度は平成22年1月1日現在）

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

 

 

 事務職員の女性採用比率は高水準を保っており、平成 21 年度には 69%に達している。技術職

員の女性採用比率は平成 16 年度からの 6 年間で 9%上昇している。 
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３．今後の方針（人材の確保） 

職員の採用は競争試験を原則とし、合格者への面接等の結果により最終的に採用者を決定

するが、面接においては特に行動力、意思力、意欲面を評価している。試験は男女の区別は

なく、能力主義、人物本位に行っており公平性に留意し実施している。 

大学の業務は、広範・多岐にわたっており、これまでの教育研究活動の支援業務にとどま

らず、大学運営の企画立案に積極的に参画し、大学運営の専門職能集団としての機能を発揮

することが求められており、これらの趣旨に添った資質・能力をもった職員の採用・人材育

成を行っていく必要がある。 
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５．平成 21 年度男女共同参画委員会 部局長アンケート まとめ 
 

 

はしがき 
 
 東北大学男女共同参画委員会では、東北大学の各部局における男女共同参画の取り組み状況や

各部局長の男女共同参画に対する意識の把握・分析のために、本委員会が設置された平成 13 年度

に部局長アンケートを実施いたしました。その後、東北大学では男女共同参画推進のために様々

な取り組みが行なわれ、各部局の男女共同参画の状況も大きく変わってきています。また、第８

回東北大学男女共同参画シンポジウム（平成 21 年 11 月 28 日開催）では、「東北大学男女共同参

画の現状 本音で語る課題と展望 」と題して東北大学における男女共同参画の現状が議論され

ることになりました。これらのことから、本委員会では今後の男女共同参画のより一層の推進に

資することを期待して、平成 21 年 11 月に平成 13 年のアンケート内容とほぼ同一のアンケート

を部局長に対して行ないました。本稿はその回答結果をまとめたものです。回答期間が短かった

にも関わらず、多くの部局長から貴重なご意見を頂けたことに感謝いたします。 

 

 

調査 
 

調査日：平成 21 年 11 月６日 11 月 24 日 

 

対象部局：東北大学 29 部局（部局長） 
 文学研究科（花登正宏）、法学研究科（芹澤英明）、経済学研究科（佃良彦）、理学研究

科（花輪公雄）、工学研究科（内山勝）、情報科学研究科（西関隆夫）、教育情報学研究

部（渡部信一）、農学研究科（工藤昭彦）、生命科学研究科（水野健作）、医学系研究科

（山本雅之）、歯学研究科（笹野高嗣）、薬学研究科（永沼章）、教育学研究科（宮腰英

一）、国際文化研究科（小林文生）、環境科学研究科（谷口尚司）、医工学研究科（佐藤

正明）、病院（里見進）、金属材料研究所（中嶋一雄）、加齢医学研究所（福田寛）、流

体科学研究所（早瀬敏幸）、電気通信研究所（矢野雅文）、多元物質科学研究所（齋藤

文良）、東北アジア研究センター（佐藤源之）、高等教育開発推進センター（木島明博）、

国際高等研究教育機構（井小萩利明）、未来科学技術共同研究センター（宮本明）、サ

イバーサイエンスセンター（小林広明）、国際交流センター（根元義章）、原子分子材

料科学高等研究機構（山本嘉則）（敬称略） 
 

回答率：29 部局中 28 部局（96.6%） 
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部局長アンケート集計結果 

設問１ 貴部局の人的構成に対する評価について 
（１）貴部局の現在の教員の男女比は，男女共同参画の観点からバランスがとれていると評価されますか。 
 
 平成21年度 平成13年度 
 人数 割合（%） 人数（割合%） 
a.十分評価している 1 3.6% 2(6.7%) 
b.やや評価している 6 21.4% 7(23.3% 
c.評価していないがやむを得ない 18 64.3% 17(56.7%) 
 ・教員の選任は博士学位を有することを原則とし、准教授以上の教員の選任に関しては、純粋

に業績第一主義を採っている。教員選任にあたり男女共同参画を推進しているが、これらのこ

とより女性の採用数は多くなく、今年５月１日で10パーセントにとどまっている。（文） 
・研究分野それ自体、いまだジェンダーバランスがよくないためである。（経済） 
・工学研究科では、伝統的に女子学生・女子大学院学生の比率が小さい。このため、これに応

じて女性教員比率も少なくなる傾向がある。（工） 
・工学系専門分野の博士課程に女子学生が少ないため，教員候補者にも女性が少ない。（情報）

・平成21年9月1日現在の女性教員比率が10.3％と全研究科平均の11.1％を若干下回ってい

る。（農） 
・教授に関しては、公募に応募してくる女性研究者がほとんどいない。21 年度に 2 名の女性

教員を准教授に昇進させたが、講師・准教授についても対象者が少ないので女性の割合を増や

すのは容易ではない。（薬） 
・教員公募の際に、この点を付記しているが、実際には応募者が少ない。（教育） 
・最近の人事公募に当たっては、男女共同参画の立場を明記しており、女性候補者も応募して

いるものの、学位、公募分野への適合性および業績を考慮すれば、男性候補者を選ばざる得な

い状況にあります。（環境） 
・適材適所で人事を進めてきた結果であり、母数として、この領域で活躍してくれる多くの女

性研究者、教育者が育ってきてくれることを期待する。（医工） 
・出産が女性教員のキャリアパスに不利に働いている。（病院） 
・最近の女性教員の採用数は増加しており評価できるが、これまでの女性教員数が少なかった

ため教員男女比のバランスが十分でない。（金研） 
・将来研究者になる予備群としての大学院博士課程の女子学生の数が極めて少ないことが問題

である。部局の努力を超えた次元の異なる問題である。このことを反映して、教授公募を行っ

ても女性応募者の数は10%に満たない。(加齢研) 
・本研究所の関連分野では、女性研究者の割合が少ない。（流体研） 
・大学院博士課程後期の女子学生が極めて少ないのが原因であり、翻って教員公募を行っても

女性研究者の応募が極端に少ない。（通研） 
・研究分野の特性から、この分野の女性教員の絶対数が少ないことが主たる要因。（多元研）

・地域研究に関わる女性研究者の比率が低い。（東北アジア） 
・NICHe では、女性教員の割合は現在１７％であり、関連部局に比べて低くはない。ただ、

理工系の女性教員比率が高くないなど、やむを得ない点もあると考えている。（未来） 
・教員の絶対数が少なく，業務内容が特殊であるため（サイバー） 

d.全く評価していない 3 10.7% 2(6.7%) 
 ・教員数９名であるが、女性はひとりもいない。（教育情報） 

・女性教員比率は約５％であり，ここ数年の間で漸増傾向とは言え，不十分であると認識して

いる。（理） 
・女性教員比率が6.1%（GCOEを加えて7.1%）であり、ジェンダーバランスが悪い。（生命）

e.その他 0 0.0% 2(6.7%) 
●平成 13 年度に比べ、バランスがとれていると考えている部局数は減少し、男女比改善意識の高ま

りが伺える。 
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（２）貴部局の現状を改善すべきだとお考えですか。 
 
 平成21年度 平成13年度 
 人数 割合（%） 人数（割合%） 
a. 何としても改善すべき 3 10.7% 1 (3.6%) 
b. 改善できればしたい 23 82.1% 19 (67.9%) 
c. 改善できなくても、やむをえない 0 0.0% 3 (10.7%) 
d. 改善しなくてもいい 0 0.0% 4 (14.3%) 
e. その他 2 7.1% 1 (3.6%) 
 ・過去３年間で女性教員率は１８－２０％程度を推移している。これは，本学の女性教員率を

8.8％を大きく上回っており今後もこの取組みを継続する。（歯） 
・教員選考において男女共同参画を意識していくことで無理なく解消に向かうと考える。（高

等教育） 
 
●平成13年度に比べ、「何としても改善すべき」と考える部局が増加し、「改善できなくてもやむを得

ない」または「改善しなくてもいい」と考えている部局はなくなった。改善に向けた意識の高まりが伺

える。 
 
 
 
（３）上記の人的構成の現状をもたらした要因は何だとお考えですか。該当するもの全てをチェックして

ください（複数回答可）。 
 
 平成21年度 平成13年度 
 人数 割合（%） 人数（割合%） 
a. 学問の性格・特性 16 31.4% 15 (27.8%) 

b. 部局の性格・特性 8 15.7% 15 (27.8%) 

c. 東北大学の環境・特性 2 3.9% 2 (3.7%) 

d. 大学院生の男女比率のアンバランス 10 19.6% 7 (13.0%) 

e. 学会構成員のアンバランス 11 21.6% 10 (18.5%) 

f. その他 4 7.8% 5. (9.3%) 

 ・助教については、たまたま採用時に学位を有する女性の院生等がいなかったためであろう。

准教授以上については、業績第一主義を採っているところに要因が求められる。（文） 
・適正な人事選考を行うことにより，ジェンダー・バランスの改善がなされている。（法） 
・これまでの歴史的な経緯もあってか、工学領域への女子学生の参加が少ない。しかしながら、

以前に比べて徐々に増えていることも事実である。（医工） 
・女性教員を目指そうとする若手研究者（学生を含む）の数が少ないこと、それと関連あるか

もしれませんが、結婚・出産による子育てへのご苦労などを考えると、別の進路を歩もうとす

る傾向もあるのではないでしょうか。（多元研） 
 

●平成13年度と同様に、学問や部局の特性がアンバランスの主原因であると考えられている。 
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（４）部局の特性（特別の事情）が関係しているとすれば，それは何だとお考えですか。（例：夜勤や夜

間の実験の必要性など。） 
 

・教育と研究以外の大学運営のために、現教員は長い時間を割く必要があり、現教員のオーバ

ーワークの状態が日常化している。このことも、女性教員の比率を高める障害になっていると

考えられる。（工） 
・教員数9名であり、部局がスタートしてから７年しかたっておらず、新しい人事がほとんど

ない状況である。（教育情報） 
・関係はない（歯） 
・夜間の実験が必要なことが一要因になっている可能性は否定できない。（薬） 
・研究分野における男女比率が関係していると考えています。これは学生における女性比率に

も依っているはずです。当研究科では創立時(H15)の14％から現在(H21)の24％に学生の女性

比率が上がっていますので、研究者の男女比も時間を置けばバランスが取れてくるように思い

ます。本研究科は文理融合型とは言え、工学系の比率が高く、深夜に及ぶ実験指導など、男性

教員にとって問題ではないことでも、女性教員には適切とはいえない労働環境にあることも解

決を必要とする事項です。（環境） 
・部局の特性からみれば、今後女子学生や女性研究者が増える可能性が大である。生体工学分

野では世界的に見れば、多くの女性研究者が活躍している。（医工） 
・キャリアパスを形成する過程で、夜勤や宿日直、休日出勤、臨時の出勤等を男性と同様に求

められる。（病院） 
・医学部における女子学生の割合が比較的低いことが遠因である。（加齢研） 
・研究分野の性格上、女子学生の割合が極端に少ない研究分野が多い。（通研） 
・多元研には、女性教授は2名活躍しております。独身で、活発な研究教育活動を行っており

ます。その他、女性の助教も3名おりますが、既婚者も含まれます。ただ、元々、女性研究者

数が少ない分野であり、また、実験系の研究室が多く、勤務時間が 8～17 時などと決まった

パターンにはなかなかいかないことがあるのではと想像します。（多元研） 
・教育を中心とした業務であるから、少し意識をすることによって男女比の均衡が保たれてく

る。（高等教育） 
・概算要求(時限付き）による組織のため。（国際高等） 
・NICHe のプロジェクトは理工学系の割合が高い。本学の理工学系教員、大学院生の女性比

率が高くないためNICHeプロジェクトの女性教員比率を高めることにも制約となっている。

（未来） 
・スーパーコンピュータの運用･管理･全国共同利用、学内ネットワークの運用･管理，学術情

報･先端情報技術の開発研究が中心であり、特殊な経験や知識が要求されることが挙げられる。

（サイバー） 
 
●平成13年度と同様に、研究・実験、長時間労働、重労働の必要性がアンバランスの主原因であると

考えられている。また研究分野に女性研究者が少ないことも指摘されている。 
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（５）東北大学の環境や特性（特別の事情）が要因であるとすれば，具体的にどんな問題があるとお考え

ですか。（例：地理的条件など） 
 

・仙台周辺に国立大学や研究型私立大学が少なく，共働きの女性が東北大学教員になりにくい。

（情報） 
・要因ではない（歯） 
・託児所の不足。（薬） 
・既婚者には、首都圏からの単身赴任手当はむずかしいと思われる。旧帝国大学としての名残

りがある。（教育） 
・当研究科が関連する研究分野では、女性研究者は東京等の大都市圏に居住している場合が多

く、仙台に赴任することに抵抗があるかもしれません。（環境） 
・東北大学だけの特別な事情があるとは考えにくいが、東北地区の女性の大学進学や労働に対

する考え方が反映している可能性はある。（医工） 
・他大学の状況を把握していないので、回答困難。（金研） 

 
●平成 13 年度と同様に、大都市圏に比べて、仙台周辺の研究・居住環境が不十分であることが指摘

されている。 
 
 
 
（６）教員の採用や昇格の際に，ジェンダー・バイアス（性差にもとづく偏見や特別の考慮）があった，

またはありがちである，とお考えですか。 
 
 平成21年度 平成13年度 
 人数 割合（%） 人数（割合%） 
a. はい 0 0.0% 0 (0%) 
b. いいえ 27 96.4% 19 (100%) 
c. その他 1 3.6% 0 (0%) 
 ・採用に当り、専門分野における業績（研究・教育）を見ていますが、女性研究者には博士号

を持たない方が多いようです。私どもの環境科学では、女性の感性を取り入れる必要を感じて

いますが、資格の点で男性に勝てない傾向があるように思われます。（環境） 
 

●平成 13 年度と同様に、全ての部局において採用や昇格の際にはジェンダーバイアスはないと考え

られている。 

－ 60 －



設問２ 今後の展望・方針について 
（１）貴部局の人的構成上、男女共同参画促進のために、今後何をすべきであるとお考えですか。 
 

・助教については、男女を問わず、早期に学位を取得するように指導する。助教の選考に当たって

は、女性を優先することについて、今後検討したい。准教授以上については、業績第一主義で選考

しているので、今後何をすべきか今のところ思い当たらない。（文） 
・男女にかかわらず、研究教育活動に集中できるように、各自のライフサイクルにあわせた形で、

人員の配置や行政上の仕事の割り振りを行うべきである。（法） 
・研究分野の特性として、部局としてできることには限界があるが、今後人事政策として、長期的

短期的な女性構成員の比率をあげるため適切な公募方式を検討することが望ましいと考えている。

（経済） 
・部局では平成 18 年度から、女性教員の雇用促進のための施策（採用する専攻・女性教員へのイ

ンセンティブ経費の供与）を行ってきたが、今年度これを改訂し、平成 22 年度末まで延長継続す

ることとした。本部局の主な建物に、女性休憩室を設けることを進めている。一番の問題は、博士

課程後期3年の課程への進学率向上と、アカデミアへの就職を援助することであるが、部局として

の対応だけでは限界があるところである。（理） 
・時間はかかるが、基本的には女子入学生を増加させ、工学系全体での女子構成員数の底上げをす

ることが必要だと考えている。部局の活動により、女子入学生の割合はH18年度では8.3％だった

のに対しH21年度は11.2％に上昇し、総数100名を越えた。（工） 
・女性教授の採用を少なくとも1名、近い将来に実現させたい。女性教員を増やすために何かしら

Positive Actionをとりたい。（情報） 
・新しい教員採用の時、特に考慮する。（教育情報） 
・当面女性教員比率を平成25年までに16％程度にする目標を達成すること。（農） 
・次年度から女性教授を採用することを予定しているが、教員人事選考の際に、さらに女性教員を

積極的に採用する。選考に際し、優れた女性研究者については、応募してもらうようにこちらから

働きかけることも必要であると考える。任期付ポストについては、産休、育児休暇の期間分を任期

延長するという規則を定め、既に実施しているが、さらに女性が働きやすい環境を整備することが

必要である。（生命） 
・医学系研究科では、女性用休憩室やトイレ等の環境整備を積極的に進めてきた。今後、病院と連

携することにより、病後児保育施設（星の子ルーム）の拡充を図り、星陵地区学内保育園の設置を

目指している。（医） 
・過去３年間で女性教員率は18－20％程度を推移している。これは、本学の女性教員率を8.8％を

大きく上回っており今後もこの取組みを継続する。（歯） 
・女性の助教・助手の採用を奨励するような方策が必要。（薬） 
・任期付き採用、年俸制教員などの措置により、人事をより流動化することが必要である。（教育）

・採用人事、役割分担（委員会等）において、男女の別にとらわれない基準を保ちつつ、バランス

を意識して決定等を行なうこと。（国際文化） 
・博士号を未取得の候補者でも、社会活動や執筆活動等で著名な方には、任用後に学位を取ってい

ただくなどの対応によって、女性教員の獲得チャンスが高まると考えます。地理的な問題は残りま

すが、安心して子供を育てられるような環境を提供し、それを周知するようにしたらかなりの改善

が見込めるでしょう。（環境） 
・女子学生の入学の促進と研究や教育において活躍できる場があることを理解してもらう機会を増

やす。だだし、研究科としては特に逆差別的な方針はとらない。入試の公平な実施、教員の適材適

所の配置は大前提である。（医工） 
・出産前後の勤務軽減、ワーキングシェア体制整備、職場復帰支援の整備（病院） 
・環境の整備（金研） 
・博士課程、ポスドクなど、女性の母集団を増加させることが、時間はかかるが改善に繋がる。し

かし、研究所は教育の主体ではないので、取組には限界がある。（加齢研） 
・長期的な視野に立ち、女性研究者を育成することが必要である。そのために、女子大学院生への

進路指導に加えて、子供を抱えた教員に対するサポートを充実させることで大学院生の将来に対す
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る不安を払拭する必要がある。また、短期的には、会社からの女性教員候補のリクルート等が考え

られる。（流体研） 
・女子学生を増加させる。片平キャンパスや青葉山キャンパスに、保育施設を増設する。片平南キ

ャンパスは通勤や買い物等に利便性があるが、青葉山キャンパスに移転した場合はスーパーの誘致

や住宅開発等、「職住接近」の総合的な整備も必要ではないか。女子トイレの増設等、キャンパス

全体の整備も必要となる。（通研） 
・女性教員数を増やすことが目的の場合は、「女性教員枠」を設けることが早道と思います。その

上で、大学全体として女性教員の職場環境を向上に理解を得ることが大切でしょう。（多元研） 
・公募の際のオープン化。これは実施済み。公募を行っても女性研究員の応募がなければ数を増や

すことは不可能。（東北アジア） 
・極めて当然のことと受け止めている。但し、女性だから採用するあるいは昇格させるなどの逆差

別もしないようにする必要がある。（高等教育） 
・特になし。（国際高等） 
・プロジェクトリーダーを女性とする研究プロジェクトを増加するなど、NICHe 開発企画部の研

究支援を検討する。（未来） 
・スーパーコンピュータの運用･管理･全国共同利用、学内ネットワークの運用･管理、学術情報･

先端情報技術の開発研究に関連する業務を実行できる人材を育成するべきである（サイバー） 
・教授・准教授クラスの女性教員の採用(WPI) 

●平成13年度と同様に、採用人事による促進、人材育成による促進、環境整備による促進があげら

れたが、特に採用人事において、ポジティブアクションに言及する回答が増えた。 
 
 
 
（２）国立大学協会の「国立大学における男女共同参画を推進するための提言」（２０００年、以下「国

大協提言」）や政府の「第３期科学技術基本計画」（２００６年）、「女性の参画加速プログラム」（２

００８年）、日本学術会議「提言：学術分野の男女共同参画促進のために」（２００８年）などでは、

女性教員増加のための教員公募システムの確立とポジティブアクション（積極的是正措置）の採用

が望ましいとされていますが、これについてどうお考えですか。 
 

・私どもの研究科では、純粋に業績を第一に考えて選考している。優秀な女性は数こそ少ないが積

極的に採用し、少なくとも１０数年前よりこのかた、性差によって人事を左右させたことはないと

考えている。中国語学中国文学、英文学等、法文学部創設以来の専攻分野においても女性教員の採

用を行っている。ポジティブアクションが逆の差別を生じさせはしないか懸念される。（文） 
・数値目標とは関係ない形で、適正なジェンダー・バランスを達成するための環境や制度の整備に

努めるべきである。（法） 
・研究分野の特性を前提条件としてではあるが、採用していくことが望ましいと考える。（経済）

・一般論として本部局では、ポジティブアクションは理解するが、採用された女性教員が納得しな

いのでは、との意見があります。本部局ではポジティブアクションを採用した例はありませんが、

今後の検討次第では、この制度を採用することも大いにあり得ると、部局長としては判断します。

（理） 
・今後、検討したい。（工） 
・是非導入すべきである。（情報） 
"・女性も働きやすい職場環境の整備、女性であることが人事において不利に働かないような人事

システム運用等で対応していくことが望ましいと考える。（教育情報） 
・実効性のある採用システムを構築すべき（農） 
・賛成である。女性教員増加に向けてさらに努めていきたい。（生命） 
・医学系研究科においては、従前より、性別にとらわれず、研究・教育・診療業績により教員の採

用を行っており、今後もその方針に変更はない。（医） 
・歯学研究科における研究・教育の魅力を発信し、男女の別なく国内外から優秀な人材を採用する。

育児・介護等と研究・教育を両立できる環境を整備する。（歯） 
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・公募システムは応募者に女性が少ないため、男女共同参画の推進にはあまり効果がない。ポジテ

ィブアクションは効果がある可能性有り。（薬） 
・同等の業績をあげている場合には、女性を優先的に採用するのは好ましいが、限られた教員定数

において女性を優遇して採用する措置は望ましいとは思われない。（教育） 
・女性教員を積極的に登用するという姿勢と、それを具体的に保証する策が整備されているという

ことを示すのが大切であると考える。（国際文化） 
・ポジティブアクションについて参考資料により学ばせていただきました。女性比率を高めるため

のインセンティブ作りの工夫は、採用する部局のインセンティブと応募する本人のインセンティブ

に分類できますが、前者の例では北大方式が目新しく有効と感じました。（環境） 
・科学技術基本計画などにおいて、女性研究者の比率の数値が当初から決められるような方針には

違和感を覚える。結果として、そのような数値を超えてもかまわないし、あくまでも適材の方を求

める方針を採用すべきである。（医工） 
・数値目標を具体化する方法論も同時に提示して欲しい。（病院）    
・教員公募システムの確立やポジテイブアクションは推進すべきと考える。（金研） 
・特に意見無し。（加齢研） 
・提言のとおりに推進することが望ましいのは言うまでもなく、女性研究者が活躍できる場の促進

を図りたい。しかし、ジェンダーバイアスによって採用に偏りがあることは不公平だが、行き過ぎ

たポジティブアクションは男女双方にとって望ましくなく、各研究分野における女子大学院生の比

率なども考慮し、適正に行うべきである。また、女性教員増加のための諸措置、とくに評価点の加

算等の短期的な措置をとる場合、措置の施行前と施行後に採用された女性教員双方に対する配慮が

必要であると考える。（流体研） 
賛成したい面もあるが、多数存在する男性ポスドクのことを考えると、逆差別になってしまうこと

を危惧しており、長期的視野に立って実施して欲しい。（通研） 
・賛成です。元々能力的にも優れたものがありますので、当然ですが、我国の女性の社会進出は、

近年急速に高まってきました。国民全体の男女共同参画に対する意識も向上していると思います。

その意味では、大学も、もっと女性教員を採用し、教育と研究に対して様々な感性、能力等をバラ

ンスよく取り入れた職場環境にすべきと思います。学生のより一層の勉学と研究心向上のために

も。出来れば、外国人女性教員の採用なども効果的と思います。（多元研） 
・極めて当然のことと受け止めている。但し、女性だから採用するあるいは昇格させるなどの逆差

別もしないようにする必要がある。（高等教育） 
・特になし（国際高等） 
・国大協の方針や女性職場環境の充実等については、NICHeとしても前向きに検討したい。（未来）

・博士課程に進学する女子学生が少ないことが最大の問題であり、進学を促す環境づくりが必要と

思われる。（サイバー） 
・教員公募システムの確立は女性教員に限らず大事である。本機構では、常に国際公募を実施して

おり教員公募システムは確立している。本機構としては、現段階では積極的是正措置をとるレベル

までは至っていないと考えている。(WPI) 
●平成13年度と同様に、ポジティブアクションに賛同する部局が多く認められた一方で、採用に関

しては性別にとらわれず業績を重要視すべきであるなど、ポジティブアクションの導入に否定的な意

見も認められた。 
 
 
 
（３）上記の「国大協提言」や「第３期科学技術基本計画」等では、理工系その他、特に女性が少ない

分野への女性の参画促進が課題とされていますが、この点について何かご意見がございますか。 
 

・文系の部局長として、この設問への回答は差し控えたい。（文） 
・上記ともダブりますが、学会の男女構成比率を見ますと、本部局に関係する分野の学会では、女

性の比率が極めて低いことが、女性教員のプロモーションを難しくしている要因の最大のもので

す。速効性はありませんが、女子院生を増やし、引き続きアカデミアに残ってもらうための施策を
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行うことが重要だと思っています。（理） 
・男性教員の意識の改革も必要。教員の性差による役割分担を明確にする必要。（情報） 
・その通りであり、３割を目標に現在検討中（農） 
・本研究科の博士後期課程大学院生の女性比率は 28％あるので、女性教員の比率を上げていくこ

とが必要である。（生命） 
・本研究科内でも、保健系では女性教員の数が多いが、医学系では少ない。これには、そもそも社

会全体として女性医師が少ない状況を考慮する必要がある。女性の働きやすい職場環境の整備を支

援し、医学系教員・医師として長く勤務できるシステムをしっかりとした財源措置のもとで運用し

ていく必要がある。（医） 
・女性候補者を広く求め、公正な選考により積極的に採用することが必要。（歯） 
・教育・研究のレベルを落とさない範囲での女性参画促進が必要。（薬） 
・そもそも未来の女性教員候補者となるべき女子学生が少ない分野については、当該分野に関して、

子どもの時から関心の対象となりうるような具体的なイメージを、社会的にアピールする方策を講

じるのも、一つの方法かと考える。（国際文化） 
・どのような研究分野でも、個人の能力において有意な性差はないと考えますが、あまりに低い女

性比率には、何らかの要因があるのでしょう。その要因を単に採用側の問題とみなすのも短絡的の

ように思われます。参考５によれば、この問題は日本だけのものではないようですので、女子学生

や女性教員からアンケートを採るなどして要因を調べていただけたら有り難く存じます。（環境）

・理工系といっても多様であり、生物、生命科学、化学、薬学、建築学など既に多くの女子学生が

いる分野もある。学問の性格上女性が入りやすい分野、入りにくい分野があることは事実である。

多くの情報を提供して、女子学生、女性研究者の選択の可能性を広げる努力はすべきある。（医工）

・理工系等、女性が少ない分野への女子学生の増大を促進する手立てを構築することと女性に魅力

ある職場環境を整えることが必要と考える。（金研） 
・女性研究者を育成することが必要であり、特に、中高生への働きかけが重要である。そのため、

本学で実施している数々のアクションプランを継続的に行なうことが大切である。また、職務の特

性上、勤務時間が不規則な上に任期があり出産後に仕事が続けにくいため、これらの状況をサポー

トする具体的な施策が必要である。（流体研） 
・女子学生を増やすことが大切と考えている。（通研） 
・女性教員枠（外国人も含めて）を設けること。そして、職場環境の整備。なお、助教も教員です

ので、数値表示に加味した方がよいと思います。（多元研） 
・数値目標を定めて努力することは重要である。そのためにも女子大学院生の意識を変えられるよ

うに努力することも重要と考える。（高等教育） 
・現在、NICHe の女性教員比率は約１７％であるが、理工系の女性参画が進めば、もっと高い女

性教員比率を実現できるものと期待される。（未来） 
・博士課程に進学する女子学生が少ないことが最大の問題であり、進学を促す環境づくりが必要と

思われる。（サイバー） 
 
●研究分野に女性研究者や女子学生が少ないことから、環境改善の必要性を訴える意見が多く認めら

れた。 
 
 
 
（４）「国大協提言」では、｢2010年までに国立大学の女性教員比率を20％に引上げることを達成目標

として設定することが適切である｣としています。また、政府の「男女共同参画基本計画（第2次）」

（2005 年）では「2020 年までに指導的地位に占める女性の割合が少なくとも 30%になることを

期待する」、「第3期科学技術基本計画」では「自然科学系部局全体として、女性教員の採用比率を

全新規採用者の25％（理学系20％、工学系15％、農学系30％、保健系30％）とすること」とし

て数値目標を明示しています。これらを受けて、2008 年 9 月 26 日に開催された「男女共同参画

社会の実現に向けて―女性研究者支援を通じた期間大学の役割―七大学男女共同参画・女性研究者

支援部門合同シンポジウム」において「七大学総長による“男女共同参画に係る共同宣言”」が採

択されました。 
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   本学においても、「東北大学の在り方に関する検討委員会報告」（2001年2月評議会承認。以下

「在り方委員会報告書」）の中で、部局の責務として、数値目標等を含めた中期的・長期的目標と

具体的取組策を作成することがあげられて以来、各部局で取組が続けられています。さらに、平成

21 年度からは振興調整費による「女性研究者養成システム改革加速」プログラムに関し、本学で

は「杜の都ジャンプアップ事業 for 2013」が採択され、とくに理・工・農学分野における女性研

究者の積極的な養成を推進しつつあります。 
 
 
 

① 「国大協提言」の達成目標（20％）や「第 3 期科学技術基本計画」の採用比率の数値目標

（自然科学系部局全体の新規女性採用者 25％、理学系 20％、工学系 15％、農学系 30％、保健

系30％）について、どうお考えですか。（※この値は博士後期課程の女性割合を踏まえて決定さ

れました。） 
 

・比率の引き上げ方が、少し急なように思われる。（文） 
・数値目標は過渡期の施策と考えるべきであり、本来このようなものがなくても、ジェンダー・バラ

ンスは達成されるはずである。（法） 
・博士課程後期課程の女性割合を踏まえて達成目標を設けたことは一定の合理性があるが、学位取得

後帰国する外国人留学生等の存在を考慮することも必要かもしれない。（経済） 
・理学系は２０％ですが、本部局の女子院生比率は１５％程度です。この意味で、提言されている比

率は若干高めであるとは思いますが、「目標」としては妥当な数値だろうと判断しています。（理） 
・工学研究科は教員数が多いため、採用比率としての数値目標の達成は現時点では難しい。（工） 
・実現はかなり困難であるが、目標として掲げるのは適当。（情報） 
・後期課程の女性割合ではなく、学位取得者の女性割合、現在の研究職・大学教員のエフォートの実

態など職務状況を分析し、研究職・大学教員に求められている要素を複合的に検討したうえでの数値

目標を掲げていただけることが望ましいと考える。（教育情報） 
・農学系30％は現状からして少々きついが、不適当だとは思わない（農） 
・適切な達成目標であると考える。（生命） 
・ごく当たり前の数字と思いますが、一方で、女性の有力候補者が少ないことも考慮に入れて、強制

的な目標とするべきではないと思います。（医） 
・妥当である。（歯） 
・博士後期課程に所属する女性の中で、大学教員を目指すものは必ずしも多くない。（薬） 
・数値目標としては妥当である。（教育）"     
・数値目標を掲げるのは、自覚的に男女共同参画を推進するうえではよいと思うが、博士後期課程の

女性割合と女性教員の比率を対応させるという考え方が妥当かどうかは、判断が難しい。（国際文化）

・現状の後期課程の女性割合に基づく数値目標でしたら、妥当な数値であると思います。（環境） 
・当初から数値ありきの設定には違和感を覚える。新規採用者で、分野に適した方がおられれば採用

することになる。当研究科の内容からいって、女性教員の割合は今後増えていくと考えている。（医

工） 
・目標は良い。（病院） 
・目標数値としては妥当と思われるが、その達成には困難を伴うと思われる。（金研） 
・目標値としては良いと思うが、全国一律は無理。各大学の博士課程女子学生の割合を基準とすべき。

医学部では10％から50％まで大きな幅がある。博士課程在籍者の割合で教員採用が行われれば、と

りあえず差別はないと判断される。積極的改革としてのプログラムは評価している。（加齢研） 
・本研究所の関連分野では女性研究者の割合が少ないので、達成するには難しい面もある。（流体研）

・前向きに検討したいが、研究分野によっては女性に不人気な分野も多いので、工学系全体で検討い

ただきたい。（通研） 
・数値はあくまで目標ですので、部局評価において、それが箍にならないようにした方が良いと思い

ます。意識改革が必要であり、目標に向けて部局はどのような努力をしたかも評価対象にしてほしい

です。もちろん、究極的には、数値目標に近づけることが大切です。（多元研） 
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・学生比率と、研究者を目指す学生の比率は同等でしょうか。（東北アジア） 
・高い目標であるが、無理なく実行していくことが肝要。博士後期課程の女子学生が教育・研究職を

目指すように教育していくことも忘れてはならない。（国際高等） 
・達成目標２０％は容易ではないかも知れないが、達成できるよう前向きに検討したい。（未来） 
・工学系女子学生の進学意欲をさらに高める必要があると考える。（サイバー） 
・本学の工学研究科の博士後期課程に在学する女子学生の比率は約9％であることを考えると、工学

系15％の目標達成には時間を要すると思われる。（WPI） 
●数値目標設定の必要性・有用性を認める意見は多いが、東北大学の特性や現在の女子学生の比率を

元に考えると、達成は困難と考えている部局が多い。 
 
 

② 「在り方委員会報告書」にいう数値目標を掲げることをどのように受けとめていますか。 
 

・先にも述べましたが、数値目標が逆差別につながらないか、不安である。（文） 
・数値目標とは関係ない形で、ジェンダー・バランスを良い状態にするための環境や制度の整備に

努めるべきである。（法） 
・一定の合理性と説得力をもった数値目標であれば意味のある政策であるが、研究分野によっては

必ずしも適切であるとはいえない場合もあるので、実施には慎重さが必要である。（経済） 
・特に違和感はありません。ただし、達成できないときにペナルティを与えるようなことになれば、

それは別の問題です。（理） 
・数値目標に関しては真摯に受け止めたい。（工） 
・実現はかなり困難であるが、目標として掲げるのは適当。（情報） 
・現在の研究職、大学教員のエフォートの実態など職務状況を分析し、研究職、大学教員に求めら

れている要素を複合的に検討したうえでの数値目標を掲げることが可能であれば掲げるべきと考

える。（教育情報） 
・根拠等いろいろ問題はあるが、数値目標はあった方がいい（農） 
・目標達成のためには数値目標を掲げることは必要であると考える。（生命） 
・妥当である。（歯） 
・数値目標は掲げておいた方が良い。（薬） 
・必要な対策ではあるが、十分な措置とは言えない。（教育） 
・数値目標を掲げるのは、自覚的に男女共同参画を推進するうえではよいと思うが、数値の根拠を

明言するのはきわめて難しいと考える。本質論を言うなら、長期的に「50%」という目標値を一律

に掲げることになろう。（国際文化） 
・当研究科では、創立以来49 名の教員を採用してきましたが、応募者には女性は少なく、採用分

野に適合する人材で博士号を有し、かつ必要な業績を持つ人材は男性しか居りませんでした。公募

分野に適する女性研究者に事前に接触したこともありますが、博士号を持たなかったり、仙台には

行けないと言われたりで、採用には至りませんでした。このような状況で数値目標を立てるのは困

難です。（環境） 
・数値ありきという考え方には不同意である。（医工学） 
・目標達成のために何をするのか、具体的な方策を示して欲しい。（病院） 
・数値目標を掲げることには異論はないが、評価対象とすることには抵抗感がある。（金研） 
・必要と思う。（加齢研） 
・具体的な目標は掲げた方が良いが、一方でそれに縛られすぎない対応も必要になる。また、男女

比の偏りの原因の一つとして出産後に仕事を続けにくいという問題があると考えられるので、偏り

の増加を抑えるための対策、すなわち出産に伴う退職者が出ないような環境整備も必要である。（流

体研） 
・数値目標が逆差別につながらないか、不安に思う。（通研） 
・あくまでも努力目標としてとらえることが大切でしょう。（多元研） 
・内容を吟味しなければ意味はありません。（東北アジア） 
・目標を定めることは重要であるが、目標にとらわれすぎないことも肝要。無理に女性比率だけを
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念頭に人事を行うと、本人にとっても組織にとっても不幸になることがある。この点を十分注意す

る必要がある。（高等教育） 
・数値目標を掲げ進めていくことは重要であり、前向きに検討したい。（未来） 
・数値目標を実現するための具体的な施策や大学ばかりでなく社会の意識を変えるための方法を一

緒に提案しなければ机上の空論になると考える。（サイバー） 
・本機構はプログラムの性格上、世界トップレベルの研究者を集めることを要求されており、数値

目標を掲げ達成をめざすより、男女に関わらず研究業績第一に研究者を採用することが求められて

いると考える。（WPI） 
●①と同様に、数値目標設定の必要性・有用性を認める意見は多いが、あくまでも努力目標とし、分

野によっては達成は困難と考えている部局が多い。 
 
 
 

③ 貴部局では「国大協提言」や「第３期科学技術基本計画」の目標の達成は可能とお考えですか。

     
・相当に困難ではないかと判断する。（文） 
・可能。（法） 
・現時点ではかならずしも可能であるとは判断していない。（経済） 
・私達の部局で期限内に、というのであれば、相当の困難を伴います。（理） 
・後にも記載するが、工学研究科の博士後期課程の女子大学院生比率に女子教員数を近づけること

は、具体的視野には入るが一層の努力が必要であろう。（工） 
・困難（情報） 
・少人数部局であり公募の機会もほとんどないため、達成は極めて困難な状況です。現在のポスト

数に加えて女性採用用ポストの加配・増設等の支援を国からいただいて公募の機会を増やすことが

できれば達成の可能性も現在よりは向上すると考える。（教育情報） 
・簡単ではないが、現在その方向で検討中（農） 
・長期的には可能かもしれないが、数年では難しい。（生命） 
・女性教員採用は年々増加しており、医学系研究科全体として達成は可能なものと期待している

（医） 
・可能である。（歯） 
・30％（保健系）の達成は不可能に近い。（薬） 
・現在の教員定数では、２０％目標の達成はむずかしい。（教育） 
・本研究科の現状として女性教員の比率は専任教員では18.5%であり、協力教員も含めると17.3%
であり、「20%」という目標の達成は可能と思われる。（国際文化） 
・過去に比して博士後期課程の女性比率が高まっていることから、今後に応募者が増えることが期

待できます。研究科では採用や昇任に当たって性差をまったく考慮していませんから、応募者さえ

増えれば、女性採用の機会は必ず増加するでしょう。理想的には博士後期課程の女性比率までは高

められると思われます。要は学生の女性比率を高める努力にかかっていると思います。（環境） 
・国大協提言のように2010年までに20％という数字は達成不可能である。（医工） 
・不可能。（病院） 
・かなり困難と考える。（金研） 
・女性が働く環境の整備、国民の意識改革など一定の進展がないと、目標の達成は困難と考える。

（加齢研） 
・簡単ではないが、中・長期的な視点で達成できるように推進を図る。（流体研） 
・部局内だけで考えると、かなり困難と考えている。（通研） 
・短期的には否定的です。今後、意識を醸成し、下地となる女性研究者とその卵を育成し、徐々に

目標に到達するようにするようにしてはいかがでしょう。人材育成と同じで時間が必要で、長期的

戦略で臨むことも大切ではないでしょうか。（多元研） 
・可能であるべきだが、それだけにとらわれず、目標に少しでも近づくように努力することが肝要。

（高等教育） 
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・現時点でのNICHeの女性比率は約１７％であり、さらに女性研究支援プロジェクト等の独自の

支援体制を構築し、目標達成をはかりたい。（未来） 
・部局固有の特殊業務を担当できる人材は限られており目標達成を実現することは困難と考える。

（サイバー） 
・現状では、助教クラスで１６％（助教・助手クラスで１４％）、全体で１０％であり、助教クラ

スでの達成は可能性があるが、全体で２０％の目標達成はなかなか難しい。（WPI） 
●平成 13 年度には半数の部局から達成可能と回答があったが、平成 21 年度ではほぼ全ての部局か

ら困難であるとの回答が得られた。 
 
 

 ④ 貴部局では、いつまでに何％といった具体的な数値目標をすでに立てられていますか。上記

「ジャンプアップ事業」に参画されている部局については、貴部局の今後５年の計画についても

お答え下さい。もし立てられていないとすれば、これをいつまでに立てられる予定（計画、想定）

ですか。その際、部局長としてはどのくらいが適切だとお考えですか。また、部局の目標を立て

られる予定（計画、想定）がない場合その理由をお聞かせください。 
 

 平成21年度 平成13年度 
 人数 割合（%） 人数（割合%）

a. 具体的な数値目標を立てている。 7 25.0% 0 (0%) 

・ジャンプアップ事業採用計画 21 年 2 人、22 年 2 人、23 年 1 人、24 年 1 人、25 年 1 人、

計７人（農） 

・ジャンプアップ事業では５年間で２名の女性教員を新規に採用する計画を立てている。

（生命） 

・平成２１年度の女性 21.4％であり、ここ 3 年間徐々に上昇している。今後 5 年間で 25％を

目指す。（歯） 

・平成 23 年までに最低１名の女性教員を採用し、女性比率を現状の 5.3％から 6.9％に高

めます。（環境） 

・何％という数値は特に念頭に置いていないが、3 年後に 3 名の採用を計画している。（医

工） 

・大学での数値目標に従っている。（金研） 

 

・本研究所では、5 年間の計画として平成 23 年度に女性教員 1 名の採用を掲げていたが、

本年度内で既に達成済みである。今後も継続的に女性教員の採用計画を立てていきたい

が、あくまでも能力を重視したうえで決定したい。（流体研） 

b. 具体的な数値目標を立てていないが、立てる予定（計画、

想定）がある。 

7 25.0% 11 (44%) 

・全体としての数値目標は立てていないが、ジャンプアップ事業に参加し、５年間で２名の

新規採用を計画している。（工） 

・現在 5％で、来年 4 月に 7％になる予定であり、実現可能な目標は 10％である。近い将来

に数値目標を立てることも想定される。（情報） 

・小部局のため教員の入れ替わりそのものがあまり多くないので困難も予想されるが、まず

は 20％程度を目標にしたい。（薬） 

・今後６年間の第二期中期目標・中期計画期間の目標として立てたい。理想は「50%」だろう

が、期間中は「20 25%」が妥当と考える。（国際文化） 

・5 年計画で、20％（病院） 

 

・今後、数値目標２０％を立てる予定。（未来） 

c. 具体的な数値目標を立てておらず、今後立てる予定（計

画、構想）もない。 

13 46.4% 4 (16%) 
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・今まで数値目標をたててこなかったのは、やはり逆差別が起こり、優秀な教員の確保に支

障を来す可能性を払拭できなかったからだと考える。（文） 

・全部局の中でみても、国立大学の法学研究科の中でみてもジェンダー・バランスが相対的

に良いから。（法） 

・公募に際し、募集要項に「男女不問」と「業績同等の場合女性を優先的に採用する」主旨

を明示して選考を行い、結果として適宜女性教員の採用を実現している。現状では、具体

的な数値目標の提示が戦略上一定の成果をあげるものとは考えられない。（経済） 

・相手（候補者）があることですので予想がつかないから、というのが理由です。しかし、これ

は何もしないということと、全く違うことを理解してください。実際、私たちの部局は、既述のよ

うに、現在施策を実施しております。（理） 

・これまでは数少ない公募の機会に応募してくる女性研究者がいなかったために女性採用

にはいたっていない。少人数の部局であり公募の機会が極めて限られているため、残念な

がら数値目標を立てることが困難である。（教育情報） 

・現在の比率はそれなりにバランスが取れているし、女性教員の採用数も伸びているので必

要性を感じない。（医） 

・来年度１名の採用を予定しているが、具体的な数値目標は立てていない。具体的な数値

目標を設定すると、逆差別が発生することを危惧している。（通研）" 

・人材育成と同じで、時間が必要です。女性研究者の枠を設けるなど、今後、教授会などで

意見を集約し、目標の数値へ出来るだけ早く到達できるように努力したいと考えます。（多

元研） 

・上記等の理由から、数値目標の意味がどこにあるでしょうか。（東北アジア） 

・概算要求(時限付き）による組織のため。（国際高等） 

・部局固有の特殊業務を担当する能力のある人材は限られており、数値目標を立てること

は困難である。（サイバー） 

 

・研究業績による採用を第一と考えるから。（WPI） 

●平成 13 年度には具体的な数値目標を立てている部局はなかったが、平成 21 年度時点では 25%の

部局で目標が設定されている。一方で、目標を立てる予定はないと回答した部局数も増加した。これ

には、既に目標が達成された部局と、採用は業績を重視すると回答した部局が含まれる。 
 
 

⑤ 例えば、女性教員の比率を大学院博士後期課程の女性大学院生の比率と同じにすることを目

標にすべきである、という見解もあります（「第３期科学技術基本計画」では、「当該分野の博士

課程（後期）における女性の割合等を踏まえつつ、数値目標を設定すること」が期待されていま

す）が、これについてどうお考えですか。 
・この方法は、妥当性があるように見えるが、たとえば工学研究科のような女性進学者の少ないと

思われるところで、かえって男女共同参画の推進にブレーキをかけるような作用を及ぼす可能性が

あるのではないか。また、文学研究科後期課程の女性比率は 33.8％で、これに基づいて数値目標

を設定することは、今の段階では無理ではないかと考える。（文） 
・博士後期課程の充足率自体を上げることが、法学研究科にとって問題であるので、現在の数値に

過大な意味を持たせることはできない。（法） 
・グローバル化が進展しつつある現在、女性大学院生数における外国人留学生の比率を考慮するこ

となしに、これを即人事採用の母集団とすることはできないから、具体的な数値目標の設定根拠と

しては薄弱である。また、専門分野の特性によっても状況は様々であるから、女性教員比率の数値

目標設定には慎重さが必要であると考えている。（経済） 
・「達成期限」を問わないのであれば、目標としては妥当だと判断します。（理） 
・20年度の博士後期課程の女子大学院生比率は8％、女子教員数は5％であるので、目標達成の視

野には入るが、教員の母数が大きいため時間が必要であろう。（工） 
・妥当である（情報科学） 
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・現在の研究職・大学教員のエフォートの実態など職務状況の分析、研究職・大学教員に求められ

ている要素を複合的に検討したうえで今後国が設定するモデル的数値目標を参考にしつつ、少人数

部局としての状況を踏まえて数値目標を掲げることが可能であれば掲げていきたいと考える。（教

育情報） 
・農学研究科の博士後期過程在学の女性大学院生比率は、現在 25％程度。従って、女性教員比率

25～30％は妥当な数字であり、達成に向けて検討中（農） 
・博士後期課程の女性大学院生の比率は 28%あるので、女性教員の比率はこれに比較して著しく

低い。同じ比率にするのはかなり困難であるが、女性教員比率の向上に努めなければならない。（生

命） 
・博士課程における女性割合にまで女性教員比率を上げることは事実上困難である。また、医学系

研究科保健学専攻の大学院博士後期課程は平成 22 年度より開始されるので、女子大学院生の比率

がどのようになるのか不明である。（医） 
・21年度の女子学生割合は、30.8％となっている。上記④のとおり25％を目指す。（歯） 
・適切な考え方である。（薬） 
・現実的な目標とはなり得ない。専門分野により男女比率に片寄りがある。（教育） 
・女性教員の比率と博士後期課程の女子大学院生の比率とを、単純に比較考量することはできない

と思われる。（国際文化） 
・基本的には後期課程学生における女性比率が応募者の女性比率になると考えています。したがっ

て、そのような目標を立てることは可能ですが、それが実現できる時期について安請け合いはでき

ません。なお、後期課程学生については、女性比率以上に深刻な出口の問題（ポスドク問題）があ

りますので、これを先に解決しなければ学生数の増加すら期待できません。下記の設問は、達成時

期の記載欄がありませんので、答えることはできません。（環境） 
・あまり根拠のある数字とはいえず、賛成できない。（医工）"    
・女性を支援する体制を整備した上で実際に評価を行い、評価に応じて教員を採用しないと逆差別

になる。（病院） 
・必ずしもそうは思わない。目標達成はかなり困難と考える。（金研） 
・当研究所は医学系研究科、生命科学研究科などの協力講座となっており、全学年合わせて約６０

名の博士課程学生が在籍している。現状では女性教員の比率は女子学生比率を下回っている。当面

の目標は、博士課程女子学生の比率に近づけることである。（加齢研） 
・目標として掲げることは良いが、能力を最優先した上で目標値に近づけることが重要である。ま

た、教員の定員に限りがあり新規採用を頻繁に行えないうえに1回の採用数が基本的に1名である

ことを考えると、段階的に数値を挙げていくなど、長期的視点で目標値を設定する必要がある。（流

体研） 
・目標と掲げることは良いが、逆差別が起こらないよう能力評価重視で、長期的に行うべきである。

（通研） 
・一つの考え方と思います。（多元研） 
・先の見解の繰り返しです。そうする根拠を示してください。（東北アジア） 
・大学院後期課程がないので回答不可。（高等教育） 
・NICHeは学生定員はないので、該当しない。（未来） 
・部局固有の業務内容があり、数値目標を一律に課すことは現実的でないと考える。（サイバー）

・本機構としては数値目標を設定することは考えていない。研究業績に優れ、能力があれば男女に

関係なく採用する。（WPI） 
 

また、貴部局では、このような目標を達成することは可能ですか。 
 平成 21 年度 平成 13 年度

 人数 割合（%） 人数（割合%）

a. はい 5 17.9% 8 (57%) 

b. いいえ 14 50.0% 3 (21%) 

c. すでに達成している。 3 10.7% 0 (0%) 

d. どちらでもない(13 年度のみ)    3 (21%) 
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⑥ 貴部局の中期的・長期的目標と具体的取組策についてお聞かせください。 
 

・私どものところでは、まずは任期３年の助教について、より積極的に女性の採用を推進していき

たいと考える。また、公募書類に、「東北大学は業績等の評価において同等と認められた場合には、

女性を積極的に採用します。」といった文章を付記したい。（文） 
・ジェンダー・バランス、男女共同参画を前提にした部局の組織運営は、本部局の中期的・長期的

目標の一部となっている。（法） 
・中長期的な戦略にのっとって情勢教員の比率をあげる努力をしたいと考えている。長期的戦略で

はあるが、裾野を広げる意味で、まずは、大学院に在籍する女子大学院生の研究陣データベースの

作成利用を通じた就職支援等に力を入れていく予定である。（経済） 
・中期目標は博士後期 3 年の課程女子院生の比率（12－15％）、長期的には 20％程度。現在の具

体的方策は、既述の通り。（理） 
・工学研究科の教員の勤務実態を把握し、勤務状況を改善するために、教員全員の勤務時間の調査

行っている。また工学部と工学研究科の女子学生の入学者比率を増加させるために、東北大学工学

部オープンキャンパスにおいて特別企画ミニフォーラム「工学にかける私の夢」を行っている。（工）

・女性大学院生の比率と同程度にすることを目標にしたい。個々の採用人事に際して、当該専門分

野の女性研究者のサーベイと公募情報の周知を計っている。（情報） 
・女性も働きやすい職場環境の整備、女性であることが人事において不利に働かないような人事シ

ステム運用等で対応しつつ、新しい教員採用の時、特に考慮する。（教育情報） 
・一部女性教員に限定した採用方式(特別選考)を実施。公募制を前提とした、今後の採用ルールに

ついては現在検討中。（農） 
・短期的にはジャンプアップ事業の計画通り、5年間で2名の女性教員を新規に採用する。中期的

には 15%、長期的には、20％にすることを目標とする。具体的取組としては、育児休暇等の環境

を整備することと、女性教員を積極的に採用していくことが必要である。（生命） 
・本研究科では、医師だけでなく、医師でない者も幅広く大学院に入学できるように修士課程 3
専攻（医科学、障害科学、保健学）設置している。そこでの女子学生の数も多い。平成 20 年４月

には、広報室を設置し広く大学院に係る広報活動を行っている。（医） 
・上記④のとおり25％を目指す。（歯） 
・教授候補者は公募制により男女の区別無く選考しているが、その他の具体的取組はしていない。

（薬） 
・教員公募の際に、男女共同参画を推進している旨を明記しているが、それ以外の特別の取り組み

策はない。（教育） 
・女性教員比率の目標値こそ掲げていないが、採用人事においては従来より自覚的に取り組んでお

り、また施設設備については、第二期中期目標・中期計画期間に女性教職員・女子学生の休憩スペ

ースの創設等を骨子とする施設整備計画を掲げている。（国際文化） 
・後期課程学生における女性比率の増加を早期に教員比率に結びつけるために、助教の採用に当た

ってポジティブ・アクションを執りたいと思います。しかし、年々減額される人件費の問題から、

准教授以上の教員の新規採用には極度に慎重にならざるを得ず、安易なポジティブ・アクションを

執れない状況にあることをご理解ください。（環境） 
・教員配置については、「ジャンプアップ事業」に参画しており、その成果を期待している。部局

として、中期的・長期的に女性教員という特別な見方をした目標は立てていない。あくまでも分野

に最適な人材を世界から求める方針である。（医工） 
・ワーキングシェア、保育所の設置、職場復帰支援（病院） 
・女性研究者が働きやすい環境を作るため、乳幼児を育児中の女性教員のために技術補佐員の雇用

を支援する等、部局としての取組みを進めている。即効性は期待できないが、中・長期的な視点で

女性研究者の育成や更なる環境の整備を図りたい。（流体研）"    
"・中期的には女子学生を増やし、長期的には女性教員の率を女子学生の率と同等としたい。また、

小さな子供のいる女性研究者が増えた場合、配偶者の転勤に伴う急な辞職が増えるので、教職員の

増員や、研究チームの作り方についても検討が必要である。（通研） 
・教授会での議論はまだ十分ではありません。議論も重要ですが、「女性教員枠」を設けることが

目標達成には早道かもしれません。もちろん、業績・能力も採用・昇格には重視ですが。（多元研）

－ 71 －



・公募における機会均等を図る。（これは実現済みです）（東北アジア） 
・特になし。（未来） 
・情報工学に関心を持ってもらうための社会貢献活動（「中学生のためのコンピュータグラフィク

ス講座」の開催あるいはオープンキャンパスにおける部局公開など）を通じて、女子学生のこの分

野への参画を促す取り組みをしている。（サイバー） 
・数値目標は設定しないが、助教クラスの女性教員の採用は引き続き積極的に実施していくと共に、

准教授クラスでの女性教員の採用を心がけたいと考えている。（WPI） 
 
 
（５）ジェンダー学・ジェンダー教育の振興について全学教育審議会が検討し、関連科目が継続的に開

講されていますが、それについて貴部局でも取り組む必要があるとお考えですか。また、その予定

がありますか。 
 

 平成 21 年度 

 人数 割合（%） 

a. 取組む必要があると考えている。 23 82.1% 

b. 取組む必要はない。 4 14.3% 

 
a. について 人数 割合（%）

α. すでに取組んでいる。 6 21.4% 

β. 取組む予定がある。 2 7.1% 

γ. 取組む予定はない。 15 53.6% 

 

－ 72 －



設問３ 施設・制度等の現状と改善事項について 
 
（１）研究施設・厚生施設等の現状と問題点について 
 

① 教員研究室・院生研究室の数および設備上、性別に関連して問題になることがありますか。

（例：院生用共同研究室の男女同室に関してトラブルがある、など） 
 

 平成21年度 平成13年度 
 人数 割合（%） 人数（割合%）

a. ある 6 21.4 0  (0%) 
b. ない 21 75.0 17 (100%) 

・法科大学院の院生の間で、人間関係のトラブルが発生したが、現在では解消している。

（法） 

・院生用共同研究室の男女同室に関してトラブルがあった。（情報） 

・施設全体が老朽化し、改善点多々あり（農） 

・狭隘のため、女性休憩室などの設備が十分でない。（生命） 

・女子トイレが少ないので、増設する必要がある。移転を予定しているので、移転時に対応す

る予定である。（通研） 

a 
の

自

由

記

述 
・多元研図書室移転などの問題が発生するなどで、女性教職員のための休憩室などが十分

に用意できない。（多元研） 

●平成13年度に比べて設備不足に対する指摘が若干増加した。 
 
 

② 更衣室・トイレ・休憩室などの数および設備上、性別に関連して問題になることがあります

か。（例：女性用トイレが足りない、など） 
 平成21年度 平成13年度 
 人数 割合（%） 人数（割合%）

a. ある 12 42.9 7 (54%) 

b. ない 16 57.1 6 (46%) 

・ロッカー、トイレ等、絶対的なスペースの不足から十分対応がとれていない場所が若干残っ

ている。（法） 

・主な建物に女子休憩室を設けているがまだ完全ではない。もっと増やす必要がある。セキュ

リティの問題を解決するため、経費が発生することも悩み。（理） 

・一部、女性用更衣室の整備が必要である。（工） 

・トイレ等一部については改善したが、そもそも施設・設備全体が男女共同参画等を意識した

ものになっていない。（農） 

・スペースに限りがあるため、休憩室等が十分でない。（生命） 

・更衣室がない。（薬） 

・更衣室、休憩室が狭い。（国際文化） 

・休憩室が少ない。（病院） 

・トイレの数や更衣室等が不足している。（金研） 

・トイレの数は男女等しいが、1 箇所ごとの便器数が少ない。また、更衣室が各棟にない。（流

体研） 

・女子用トイレが少ない。（通研） 

a 
の

自

由

記

述 

・休憩室など（多元研） 

●平成13年度に比べて設備不足に対する指摘が若干増加した。 
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③ 保育所や職員のための施設に関して、問題になる点や要求がありますか。 
 

 平成21年度 平成13年度 
 人数 割合（%） 人数（割合%）

a. ある 6 21.4 0  (0%) 
b. ない 21 75.0 17 (100%) 

・保育所が定員オーバーであることにより、利用できない。園庭が狭い。年長の子供の遊具や

行事が十分でない。（文） 

・保育所のクラス編成が、年齢別でなく集合的な保育がなされているようであるが、子どもの成

長にとって望ましくない。（法） 

・全学の保育施設は利用可能だが、さらに状況の推移次第で保育所等の施設を補強する必

要があるのではないか、という意見が出されている。（経済） 

・青葉山地区に保育所を望む声が大きい。男性教員からも強い希望が出ている。（理） 

・保育所の定員（２０名）を増加してもらいたい。病気の時の一時預かりなどもしてもらいたい。

（情報科学研究科） 

・近隣に当該施設がないため不便（農） 

・保育所が足りない。川内地区以外の地区にも必要。（生命） 

・川内けやき保育園及び大学病院星の子ルームの定員が少ないと感じる。第２、第３学内保

育園の設置を含め、大学としての支援拡充をお願いしたい。また、公共団体の保育所での待

機待ちを減らすよう公共団体への働きかけをお願いしたい。（医） 

・星陵地区への保育所の設置（歯） 

・保育施設の充実は必要。（薬） 

・更衣室、休憩室が狭い。（国際文化） 

・保育所を開設予定であるが、収容人数が足りない可能性がある。（病院） 

・保育所の運営への補助が必要と考える。（金研） 

・年度途中に入れる学内専用保育所が全キャンパスに配備されていない。また、現在の保育

時間では、東京の日帰り出張も難しい。（流体研） 

・川内保育所は満員で、現在は近所の非認可マンション保育に頼っているのが現状であり、

保育所の増設や、住宅開発・スーパー等の誘致等総合的に行って欲しい。（通研） 

・本学専用の保育施設に余裕があると便利と思われる教職員は多いと思います。（多元研） 

・保育所の地理的位置と数の問題。（高等教育） 

・青葉山地区への保育所の早期設置を希望する。（未来） 

・単身女性向けの宿舎があると良い。（サイバー） 

a 
の

自

由

記

述 

・大学の保育所ということではなく、地域全体の保育所の数をもっと増やすこと。（ＷＰＩ） 

 
●依然として保育所の設置（増設）を望む回答が多かった。 
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④ 以上の研究施設・厚生施設・職員のための設備等について、今後、改善すべき点は何ですか。

また、どのように改善する予定ですか。 
 

 平成21年度 平成13年度 
 人数 割合（%） 人数（割合%）

a. 改善すべき点がある。 19 67.9 12 (75%) 

b. 改善すべき点はない。 9 32.1 4 (25%) 

・学内保育所の増設、及びその設備・運営の改善に大学として取り組む必要がある。（文） 

・福利厚生施設、職員のための設備が老朽化し、かつ貧弱であるため。（法） 

・状況が整えば、保育所等の施設の充実を検討する。（経済） 

・当面、女子休憩室の確保を目指したい。耐震工事等を行っている建物があり、竣工後は設

けることとしている。青葉山地区への保育所の設置に対しては全面協力したい。（理） 

・女性用更衣室の整備を進める。（工） 

・教員居室が狭い等のため、情報科学研究科第 2 棟建設が急務（情報科学） 

・キャンパス移転と併せて総合的に検討中（農） 

・狭隘化を改善し、休憩室などの整備が必要。保育所の造設が必要。部局だけでは対応でき

ない問題もあるので、全学的な検討が必要。（生命） 

・川内けやき保育園及び大学病院星の子ルームに係る支援拡充、第２、第３学内保育園の設

置を含め、公共団体の保有する保育施設の拡充要請。（医） 

・保育施設の受け入れ人数の増加。（薬） 

・休憩ｽﾍﾟｰｽ（更衣室を含む）の面積と数を増加させたい（国際文化） 

・研究科本館が狭隘化しており、女性専用のスペースを設ける余裕がありません。青葉山地

区における共通の問題と考えられますので、今後は青葉山新キャンパス移転時に本部にお

いても考慮願いたいと思います。（環境） 

・②、③の改善（病院） 

・トイレや更衣室等の数を増やす。（金研） 

・保育施設および内容の充実、または、単身で子育てをする場合、泊まりの出張の期間中に

子供を実家等に預けるための交通費の支給や、実家を中継とする出張経路の許可が必要で

ある。しかし、これらは部局単位では実現不可能なので、当部局では、更衣室・休憩室等の厚

生施設を充実させていく。（流体研） 

・移転時に女子トイレの増設等に尽力するとともに、保育所の増設等を本部に働きかけてい

く。（通研） 

・新設の建物の中に、厚生施設をもっと設置してほしいという声が多いと聞きます。（多元研） 

・保育所の収容人数あるいは保育所数の増設があると良い。（高等教育） 

a 
の

自

由

記

述 

・施設や設備は随分と改善され国際レベルに到達している部分もあるが、欧米のトップ研究機

関・施設と比較すると本機構といえどもまだ見劣りする部分もある。国際トップレベルを超えた

ところもあり、まだまだ至らぬところもある。この、至らぬところをレベルアップし、全ての面で真

のトップに到達するように時間かけてもっていきたい。（ＷＰＩ） 
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（２）旧姓使用の現状と問題点について 
 

① 貴部局における旧姓使用中の男女別教職員数 
 

教員 
職名等 

教授 准教授 講師 助教 助手 教員 計 
教員以

外 教職員 計 

性別 男
性 

女
性 

男
性 

女
性 

男
性 

女
性 

男
性 

女
性 

男
性 

女
性 

男
性 

女
性 女性比率 男

性 

女
性 

男
性 

女
性 女性比率

人文科学  1 1   1 1 2 66.7% 3 1 5 83.3% 
社会科学  1  3   0 1 0 5 100.0% 1 6 100.0%
理学  1 2  1 3 1 1 7 87.5% 2 1 9 90.0% 
工学   1  1 0 4 0 6 100.0% 8 14 100.0%
農学 1 1    1 5 3 5 62.5% 1 3 6 66.7% 
保健  1    1 8 1 2 9 81.8% 2 9 81.8% 
教育  1     0 0 1 100.0% 1 100.0%

その他 1 1 1 2   1 2 4 66.7% 2 4 66.7% 
病院   2   0 0 2 100.0% 8 10 100.0%

附置研      3 0 3 100.0% 6 9 100.0%
分
類
外 その他      2 0 2 100.0% 3 5 100.0%

合計 2 3 5 11 0 2 2 23 0 7 9 46 83.6% 0 32 9 78 89.7% 
 

 
     

② 旧姓使用の可否・範囲等をめぐって改善すべき問題点がありますか。また、どのように改善

するのがよいとお考えですか。 
 

 平成21年度 平成13年度 
 人数 割合（%） 人数（割合%）

a. ある 3 11.1 0 (0%) 

b. ない 24 88.9 14 (100%) 

・法律改正による夫婦別姓を認めるべき。（法） 

・？旧姓使用をしてはいけない規則でもあるのか。病院は自由と考えている。（病院） 

a 
の

自

由

記

述 

・海外に学会出張に行った場合、学会のレジストレーションで旧姓を使用すると、パスポート

や職員証で本人確認ができない。そのため、旧姓との関連を正式に証明する書類が必要で

ある。（流体研） 

 
●平成13年度に比べて設備不足に対する指摘が若干増加した。 
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（３）単身赴任の現状と問題点について 
 

① 貴部局における単身赴任中の男女別教職員数 
 

教員 
職名等 

教授 准教授 講師 助教 助手 教員 計 
教員

以外
教職員 計 

性別 男
性 

女
性 

男
性 

女
性 

男
性 

女
性 

男
性 

女
性 

男
性 

女
性 

男
性 

女
性 女性比率 男

性 

女
性 

男
性 

女
性 女性比率

人文科学 1     1 0.0% 0 0 1 0 0.0% 

社会科学 5     5 0.0% 0 0 5 0 0.0% 

理学 3 1   1 4 1 20.0% 0 0 4 1 20.0% 

工学 7     7 0.0% 0 0 7 0 0.0% 

農学 10 5    15 0.0% 2 0 17 0 0.0% 

保健 7 2 2    9 2 18.2% 0 0 9 2 18.2% 

教育 2     2 0.0% 0 0 2 0 0.0% 

その他 4 3    7 0.0% 0 0 7 0 0.0% 

病院 1   1  2 0.0% 2 0 4 0 0.0% 

附置研 11 2    13 0.0% 1 0 14 0 0.0% 
分
類
外 その他 11   1 1 1 13 0.0% 0 0 13 0 0.0% 

合計 62 2 13 0 2 2 1 0 0 0 78 3 3.7% 5 0 83 3 3.5% 

 
 
 

② 単身赴任の現状に対するご意見・改善事項について、お聞かせください。 
 

・私立大学退職者が単身で本学に着任した場合などは単身赴任者として扱われない等、実情に

そぐわない規定がある。実情に沿った対応・支援がなされるよう、大学として検討する必要がある。

（文） 

・実際には、夫婦の仕事の関係で、単身で働いている教職員がいるにもかかわらず、「単身赴任」

と認定されていないことが問題である。（法） 

・単身赴任者が増えてきており、手当等の増額が望まれる。（情報） 

・女性教員が増加すれば、配偶者の単身赴任、本人の異動に伴う単身赴任等、さまざまなケース

が予想される。仕事と出産･育児等との両立が図れ、継続して働ける環境設備が必要である。（農）

・異動が伴わない単身赴任（民間等からの採用等）についても支給要件を拡大してほしい（歯） 

・単身赴任は、二重生活を強いられ、生活費の余計な負担がかかるという問題を抱えています。経

済的援助があれば、大いに助かります。単身赴任の経済的援助によって女性の社会進出が進む

かもしれません。また、単身赴任者の現状として、仕事がオーバーワークになりがちで、早朝から

深夜まで大学で仕事をし、土日も働くことがしばしばあります。健康診断と合わせて、単身赴任者

へのメンタルヘルスなどが実施されれば、良いのではないでしょうか。（環境） 

・事務的に単身赴任扱いとなっている人数は０であるが、自費単身赴任や離婚、死別などで単身

で子育て中の職員は数名おり、当所ではそれらに対するサポート体制（技術補佐員配置）を既に

整備している。また、全学の取り組みとして、子連れ単身赴任者用の宿舎があれば、互いに子供を

預かりあうことができて便利になると考えられる。（流体研） 

・個人の事情に依るものであり、制度的に発生しているとは思えない。（東北アジア） 

・宿舎の充実が必要と考える。しかし、単身者の家庭の事情もあるので、一概には言えない。（高

等教育） 
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（４）育児休業の現状と問題点について 
 

① 貴部局における育児休業を取得したもしくは育児休業中の男女別教職員数 
 

教員 
職名等 

教授 准教授 講師 助教 助手 教員 計 
教員

以外
教職員 計 

性別 男
性 

女
性 

男
性 

女
性 

男
性 

女
性 

男
性 

女
性 

男
性 

女
性 

男
性 

女
性 女性比率 男

性 
女
性 

男
性 

女
性 女性比率

人文科学            - 2 0 2 100.0%
社会科学          1  1 100.0% 0 1 100.0%

理学     1    1 1 2 1 33.3% 3 2 4 66.7% 
工学            - 0 0 - 
農学            - 0 0 - 
保健        1    1 100.0% 0 1 100.0%
教育            - 0 0 - 

その他        1    1 100.0% 0 1 100.0%
病院            - 49 0 49 100.0%

附置研            - 1 0 1 100.0%
その他            - 2 0 2 100.0%

平
成
17
年
度 

合計 0 0 0 0 1 0 0 2 1 2 2 4 66.7% 0 57 2 61 96.8% 
人文科学            - 0 0 - 
社会科学          2  2 100.0% 0 2 100.0%

理学            - 2 0 2 100.0%
工学            - 4 0 4 100.0%
農学          1  1 100.0% 1 0 2 100.0%
保健            - 1 0 1 100.0%
教育            - 0 0 - 

その他            - 0 0 - 
病院            - 37 0 37 100.0%

附置研          1  1 100.0% 3 0 4 100.0%
その他            - 1 0 1 100.0%

平
成
18
年
度 

合計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 0 4 100.0% 0 49 0 53 100.0%
人文科学            - 0 0 - 
社会科学          1  1 100.0% 0 1 100.0%

理学            - 3 0 3 100.0%
工学      1      1 100.0% 7 0 8 100.0%
農学            - 1 0 1 100.0%
保健            - 2 0 2 100.0%
教育            - 0 0 - 

その他            - 0 0 - 
病院        1    1 100.0% 53 0 54 100.0%

附置研            - 1 0 1 100.0%
その他          1  1 100.0% 0 1 100.0%

平
成
19
年
度 

合計 0 0 0 0 0 1 0 1 0 2 0 4 100.0% 0 67 0 71 100.0%
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教員 
職名等 

教授 准教授 講師 助教 助手 教員 計 
教員

以外
教職員 計 

性別 男
性 

女
性 

男
性 

女
性 

男
性 

女
性 

男
性 

女
性 

男
性 

女
性 

男
性 

女
性 女性比率 男

性 

女
性 

男
性 

女
性 女性比率

人文科学            - 0 0 - 
社会科学          2  2 100.0% 0 2 100.0%
理学            - 5 0 5 100.0%
工学      1      1 100.0% 8 0 9 100.0%
農学        2    2 100.0% 0 2 100.0%
保健        3    3 100.0% 2 0 5 100.0%
教育            - 0 0 - 

その他            - 1 0 1 100.0%
病院        1    1 100.0% 65 0 66 100.0%

附置研            - 3 0 3 100.0%
その他          1  1 100.0% 3 0 4 100.0%

平
成
20
年
度 

合計 0 0 0 0 0 1 0 6 0 3 0 10 100.0% 0 87 0 97 100.0%
人文科学            - 0 0 - 
社会科学    1        1 100.0% 0 1 100.0%
理学            - 3 0 3 100.0%
工学            - 6 0 6 100.0%
農学            - 1 0 1 100.0%
保健        4    4 100.0% 1 0 5 100.0%
教育   1        1 0.0% 1 0 0.0% 

その他    1        1 100.0% 0 1 100.0%
病院        1    1 100.0% 52 0 53 100.0%

附置研            - 6 0 6 100.0%
その他          1  1 100.0% 1 0 2 100.0%

平
成
21
年
度(

11

/

1
現
在)

 

合計 0 0 1 2 0 0 0 5 0 1 1 8 88.9% 0 70 1 78 98.7% 
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② 育児休業者の性別にアンバランスがあるとお考えですか。また、それに対するご意見・改善

事項について、お聞かせください。 
 

 平成21年度 平成13年度 
 人数 割合（%） 人数（割合%）

a. はい 13 48.1 13 (62%) 

・男性教職員の育児休業取得を促進するための啓発活動を促進し、取得した場合の業務

支援の仕組みを構築する必要がある。（文） 

・女性のみならず男性も育児休業を行うべきである。（法） 

・家庭の事情があるので一概には言えないが、男性教員の取得比率が低い（あるいはとらな

い）ことは、問題なのかもしれない。（理） 

・男性で育児休業取得者が少ない。教員意識の改革が必要。（情報） 

・育児休業取得の制度上の条件を満たしている教職員であっても、男性が取る例は極めて

少ない。意識改革のための研修を行い、男性・女性の隔てなく取れる環境整備が必要であ

る。（農） 

・制度上、男女問わず取得可能であるが、男性が育児休業を取得するということに抵抗感

があり、職場の意識改革が必要である。また、育児休業中の給与を全学保証するシステム

にしなければ、男性の育児休業取得率は増加しないと考えられる。（歯） 

・日本の慣習から、男性が育児休暇を採ることには抵抗があるように思われます。啓蒙活動

や、積極的に例を増やすなどして、性別による差をなくしたいと考えています。（環境） 

・男性が育児休業を取得できる環境の職場状況ではない。ただし、取得可能な場合は、代

替者の費用も予算化される必要がある。（病院） 

・研究成果評価への考慮が必要と考える。（金研） 

・制度としては完備されているが、実際にはとくに男性教員は育児休業が取りにくい。これ

は、社会的な認知が低いことに加えて、休業間の学生指導を肩代わりするスタッフがいない

ためである。後者については女性教員も同様で、実質的には制度で保証されている 2 年間

の育児休業をとることは非現実的であり、短期間で復職せざるを得ないのが現状である。

（流体研） 

・特に事務職員について言えば、男性職員に残業や力仕事が集中してしまうため、今後は

真の男女共同参画として、男性と女性の業務内容が同等となることが必要と考える。また、

通研の教職員で共働きがほとんどいない現状を考えると、大幅な教職員の増員を行わなけ

れば、教育研究活動に支障をきたすと考える。過去には劣悪な環境で仕事を続けた非常

勤職員も多いので、現在の教職員を優遇するだけでなく、非常勤職員の待遇改善も必要で

ある。（通研） 

 

・日本の伝統的な習慣を見直し、夫婦共同育児ができるように意識を変える必要がある。 

b. いいえ 14 51.9 5 (38%) 

 ・母数が少ないので、アンバランスかどうか判断できない。（医工学研究科） 

 
●平成13年度に比べて、アンバランスがあると考えている部局数が増加した。男性が育児休暇を取

れるような意識改革の必要性が多数指摘されている。 
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（５）その他、現状や男女共同参画委員会の任務等に関してご意見がおありでしたら、お聞かせください。 
 

・①女性研究者の場合、本学へ単身赴任せざるを得ない場合もある。そのため単身赴任への支援

や保育所の整備は極めて重要であり、これらについて大学全体で取り組む必要がある。 

②現在、男女共同参画という観点から、委員会での男女比が重視されることがある。その結果、

同一の女性教員、それも子供のいない女性教員が種種の会議への出席を要請され、かえって仕

事量が増えるという面がある。男女共同参画の推進に当たっても、女性教員の過重な負担とならな

いように配慮して行う必要がある。（文） 

・本学は、他大学に先駆けて本運動を進めてきたことに敬意を表したい。運動を実効性のあるもの

とするには、ハード（保育所の設置など）の面と、ソフト（啓発活動や、種々の制度の運用・適用）の

面、双方をバランスよく推進していくことが必要であろう。その意味で、やや、ハードの面での整備

が遅れているのでは、との印象を持つ。もちろん、経費が発生するので、容易ではないことは理解

しているが。（理） 

・本年度６月に行われた教員人事の公募要領においても、以下のような項目を設け男女共同参画

に関し積極的な姿勢を示している。「東北大学は、男女共同参画を推進しています。子育て支援

の 詳 細 等 、 男 女 共 同 参 画 の 取 り 組 み に つ い て は 下 記 URL を ご 覧 く だ さ い 。 ( URL: 

http://www.bureau.tohoku.ac.jp/danjyo/ )」。しかしながら応募者は全て男性であったため、女性

教員の採用には至らなかった事情を付記しておきたい。（教育情報） 

"・最初に女性の入学を認めた帝国大学の伝統を踏まえ、出産・育児等に伴う女性教員の負担等

を軽減、解消する施設の設置を全面的に検討、実施するよう希望したい。（農） 

・男女共同参画の推進に向けてさらに努めていきたい。（生命） 

・本研究科においても、年齢構成やジェンダー・バランス等に配慮した教員配置の実現を目指して

いるが、これといった特策があるわけではない。このアンケート結果をもとに、貴委員会で各部局へ

支援措置を講じていただけるものと期待しております。（教育） 

・女性が問題を感じている事項の情報が行き渡っていないことから、女性の不満点が十分に認識

されていない。（金研） 

・流体科学研究所では、乳幼児を育児中の女性教員に対して技術補佐員をつける制度を独自で

実施しているが、これを継続していくためには、全学として本制度のサポートが必要である。また、

共同参画委員会として、とくに子供を抱えた女性教員に対するヒアリングを行うとともに、保育施設

および内容の充実、または、単身で子育てをする場合、泊まりの出張の期間中に子供を実家等に

預けるための交通費の支給や、実家を中継とする出張経路の許可を出すように働きかける必要が

ある。（流体研） 

・性急な数値目標ではなく、長期的視野にたって対応して欲しい。保育所の増設や、住宅開発・ス

ーパー等の誘致等総合的に行って欲しい。（通研） 

・全般を通じて消極的な回答に見えるかもしれません。しかし、現状で十分な施策を行っていると

考えています。このうえ、女性教員の数を数値目標を設定した上で達成することを要求されるなら

ば、これは男性に対する機会不均等を生じかねないと考えます。（東北アジア） 
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アンケート依頼文 
 
 

平成２１年１１月 ６日 
 

部 局 長 各 位 
 

東北大学男女共同参画委員会  
委員長  折原 守 

同委員会実態調査ＷＧ座長   
吉成 浩一 

 
 

平成２１年度男女共同参画委員会部局長アンケートの実施について（依頼） 
 
 平素より本学の男女共同参画推進にご協力いただき、心より感謝申し上げます。 

さて、本委員会が設置された平成１３年度には、部局長アンケートを実施し、各部局の

状況及び各部局長の意識の把握・分析を行いました（その結果については本委員会ＨＰ

http://www.bureau.tohoku.ac.jp/danjyo/houkokusyo/H13sankoushiryou/1-4.pdf をご参

照ください）。本委員会設置から８年が過ぎた今、貴部局の男女共同参画の推進状況も大き

く変わっていることと存じます。 
そこで、本委員会では、各部局の現状等を把握するとともに、平成１３年度の部局長ア

ンケート結果との比較を行い、さらなる男女共同参画の推進に資するため、再度、部局長

アンケートを実施することといたしました。 
ついては、ご多用中誠に恐縮ではございますが、別添「部局長アンケート回答用紙」に

ご記入いただき、１１月２４日（火）正午までに電子メールにて総務部総務課総務係

（kokubun@bureau.tohoku.ac.jp）宛てお送りくださいますよう、お願い申し上げます。 
ご回答にあたっては、貴部局の現状・方針等について、部局長としての率直なご意見を

お答えいただければ幸いです。 
 
 

※ 旧姓使用、単身赴任、育児休業取得の教職員数等については、貴部局事務部へご確

認ください。 
※ 頂いたご意見の一部は，平成２１年１１月２８日（土）に開催予定の第８回東北大

学男女共同参画シンポジウムのパネルディスカッションにてご紹介させていただ

く可能性がございます。また，アンケート結果は男女共同参画委員会報告書等に転

記させていただきます。ご了承願います。 
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※ 貴部局の現状について，下記の設問にお答え願います。

１．貴部局の人的構成に対する評価について

（１）

ａ．

ｂ．

ｃ．

→

ｄ．

→

ｅ．

→

（２） 貴部局の現状を改善すべきだとお考えですか。

ａ．

ｂ．

ｃ．

ｄ．

ｅ．

→

（３）

ａ．

ｂ．

ｃ．

ｄ．

ｅ．

ｆ．

→

部 局 名 部 局 長 名

平成２１年度男女共同参画委員会　部局長アンケート回答用紙

チェックを外す。

チェックを外す。

十分評価している（ジェンダーバランスが良い）。

やや評価している（ジェンダーバランスがやや良い）。

評価していないが，やむを得ない。（ジェンダーバランスがやや悪い）

ｃ　をお選びの場合，その理由をご記入ください。

改善しなくてもいい。

その他

学問の性格・特性（特別の事情）

大学院生の男女比率のアンバランス

何としても改善すべきである。

改善できれば，したい。

改善できなくても，やむを得ない。

全く評価していない（ジェンダーバランスが悪い）。

ｄ　をお選びの場合，その理由をご記入ください。

その他

部局の性格・特性（特別の事情）

東北大学の環境・特性（特別の事情）

学会構成員のアンバランス

その他

貴部局の現在の教員の男女比は，男女共同参画の観点からバランスがとれていると評価されますか。

上記の人的構成の現状をもたらした要因は何だとお考えですか。該当するもの全てをチェックしてく
ださい（複数回答可）。
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（４）

（５）

（６）

ａ．

ｂ．

ｃ．

→

２．今後の展望・方針について

（１） 貴部局の人的構成上，男女共同参画促進のために，今後何をすべきであるとお考えですか。

（２）

　

（３）

はい

いいえ

教員の採用や昇格の際に，ジェンダー・バイアス（性差にもとづく偏見や特別の考慮）があった，ま
たはありがちである，とお考えですか。

部局の特性（特別の事情）が関係しているとすれば，それは何だとお考えですか。（例：夜勤や夜間
の実験の必要性など。）

東北大学の環境や特性（特別の事情）が要因であるとすれば，具体的にどんな問題があるとお考
えですか。（例：地理的条件など）

参考３：
参考４：

参考１：
参考２：

「女性の参画プログラム」（抜粋）　（黄色のセル参照）
日本学術会議「提言：学術分野の男女共同参画促進のために」（抜粋）　（黄色のセル参照）

チェックを外す。

その他

参考２： 平成18年3月28日　閣議決定　「第３期科学技術基本計画」（抜粋）　（水色のセル参照）

国立大学協会の「国立大学における男女共同参画を推進するための提言」（参考１）（２０００年，以
下「国大協提言」）や政府の「第３期科学技術基本計画」（参考２）（２００６年），「女性の参画加速プ
ログラム」（参考３）（２００８年），日本学術会議「提言：学術分野の男女共同参画促進のために」（参
考４）（２００８年）などでは，女性教員増加のための教員公募システムの確立とポジティブアクション
（積極的是正措置）の採用が望ましいとされていますが，これについてどうお考えですか。

参考５：

上記の「国大協提言」（参考５）や「第３期科学技術基本計画」（参考２）等では，理工系その他，特
に女性が少ない分野への女性の参画促進が課題とされていますが，この点について何かご意見
がございますか。

「国立大学における男女共同参画を推進するための提言」（抜粋）　４（黄色のセル参照）
平成18年3月28日　閣議決定　「第３期科学技術基本計画」（抜粋）　（黄色のセル参照）

「国立大学における男女共同参画を推進するための提言」（抜粋）　５
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（４）

①

②

③

④

ａ．

→

ｂ．
→

ｃ．

→

ａ　をお選びの場合，その数値目標をご記入ください。
（ジャンプアップ事業参画部局は５年間の計画もご記入ください。）

参考７： 「U7 “男女共同参画”に係る共同宣言」（全文）

「国大協提言」の達成目標（２０％）や「第３期科学技術基本計画」の採用比率の数値目標（自
然科学系部局全体の新規女性採用者２５％，理学系２０％，工学系１５％，農学系３０％，保
健系３０％）について，どうお考えですか。（※この値は博士後期課程の女性割合を踏まえて
決定されました。）

参考８： 「東北大学の在り方に関する検討委員会報告Ⅳ ― 男女共同参画推進について」（抜粋）

貴部局では，いつまでに何％といった具体的な数値目標をすでに立てられていますか。上記
「ジャンプアップ事業」に参画されている部局については，貴部局の今後５年の計画について
もお答え下さい。もし立てられていないとすれば，これをいつまでに立てられる予定（計画，想
定）ですか。その際，部局長としてはどのくらいが適切だとお考えですか。また，部局の目標
を立てられる予定（計画，想定）がない場合その理由をお聞かせください。

具体的な数値目標を立てておらず，今後立てる予定（計画，構想）もない。

ｃ　をお選びの場合，その理由をご記入ください。

「在り方委員会報告書」にいう数値目標を掲げることをどのように受けとめていますか。

貴部局では「国大協提言」や「第３期科学技術基本計画」の目標の達成は可能とお考えです
か。

ｂ　をお選びの場合，いつまでに立てられる予定（計画，構想）で，どのくらいの
数値目標が適切だとお考えかご記入ください。

具体的な数値目標を立てていないが，立てる予定（計画，想定）がある。

具体的な数値目標を立てている。

チェックを外す。

参考２：

　本学においても，「東北大学の在り方に関する検討委員会報告」（参考８）（２００１年２月評議会承
認。以下「在り方委員会報告書」）の中で，部局の責務として，数値目標等を含めた中期的・長期的
目標と具体的取組策を作成することがあげられて以来，各部局で取組が続けられています。さら
に，平成２１年度からは振興調整費による「女性研究者養成システム改革加速」プログラムに関し，
本学では「杜の都ジャンプアップ事業 for 2013」が採択され，とくに理・工・農学分野における女性
研究者の積極的な養成を推進しつつあります。

参考６： 「男女共同参画基本計画（第２次）」（抜粋）
「国立大学における男女共同参画を推進するための提言」（抜粋）　４（水色のセル参照）

平成18年3月28日　閣議決定　「第３期科学技術基本計画」（抜粋）　（水色のセル参照）

　「国大協提言」（参考１）では，｢２０１０年までに国立大学の女性教員比率を２０％に引上げること
を達成目標として設定することが適切である｣としています。また，政府の「男女共同参画基本計画
（第２次）」（参考６）（２００５年）では「２０２０年までに指導的地位に占める女性の割合が少なくとも３
０%になることを期待する」，「第３期科学技術基本計画」（参考２）では「自然科学系部局全体とし
て，女性教員の採用比率を全新規採用者の２５％（理学系２０％，工学系１５％，農学系３０％，保
健系３０％）とすること」として数値目標を明示しています。これらを受けて，２００８年９月２６日に開
催された「男女共同参画社会の実現に向けて―女性研究者支援を通じた期間大学の役割―七大
学男女共同参画・女性研究者支援部門合同シンポジウム」において「七大学総長による“男女共同
参画に係る共同宣言”」（参考７）が採択されました。

参考１：
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⑤

ａ．

ｂ．

ｃ．

⑥

（５）

ａ．

ｂ．

３．施設・制度等の現状と改善事項について

（１） 研究施設・厚生施設等の現状と問題点について

①

ａ．

→

ｂ．

②

ａ．

→

ｂ．

更衣室・トイレ・休憩室などの数および設備上，性別に関連して問題になることがあります
か。（例：女性用トイレが足りない，など）

ある

チェックを外す。

貴部局の中期的・長期的目標と具体的取組策についてお聞かせください。

ある

ない

それは，どんな問題ですか？

チェックを外す。

α．すでに取組んでいる。

β．取組む予定がある。

γ．取組む予定はない。

ジェンダー学・ジェンダー教育の振興について全学教育審議会が検討し，関連科目が継続的に開
講されていますが，それについて貴部局でも取り組む必要があるとお考えですか。また，その予定
がありますか。

チェックを外す。

ない

チェックを外す。

それは，どんな問題ですか？

教員研究室・院生研究室の数および設備上，性別に関連して問題になることがありますか。
（例：院生用共同研究室の男女同室に関してトラブルがある，など）

例えば，女性教員の比率を大学院博士後期課程の女性大学院生の比率と同じにすることを
目標にすべきである，という見解もあります（「第３期科学技術基本計画」では，「当該分野の
博士課程（後期）における女性の割合等を踏まえつつ，数値目標を設定すること」が期待され
ています）が，これについてどうお考えですか。
また，貴部局では，このような目標を達成することは可能ですか。

取組む必要はない。

取組む必要があると考えている。

→

チェックを外す。

はい

いいえ

すでに達成している。

→ 設問中の見解に対するお考えをご記入ください。

→設問中の目標は達成可能ですか。
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③

ａ．

→

ｂ．

④

ａ．

→

ｂ．

（２）

①

男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性

0 0

※ 平成２１年１１月１日現在の人数をご記入ください。

②

ａ．

→

ｂ．

（３）

①

男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性

0 0

※ 平成２１年１１月１日現在の人数をご記入ください。

②

ある

旧姓使用の可否・範囲等をめぐって改善すべき問題点がありますか。
また，どのように改善するのがよいとお考えですか。

職名等

チェックを外す。

教員
教員以外

どのように改善する予定ですか。

改善すべき点はない。

合計

貴部局における旧姓使用中の男女別教職員数

旧姓使用の現状と問題点について

以上の研究施設・厚生施設・職員のための設備等について，今後，改善すべき点は何です
か。また，どのように改善する予定ですか。

ない

チェックを外す。

それは，どんな問題ですか？

改善すべき点がある。

准教授

単身赴任の現状に対するご意見・改善事項について，お聞かせください。

性別

人数

助教 助手

ない

チェックを外す。

職名等

性別

人数

教授

保育所や職員のための施設に関して，問題になる点や要求がありますか。

ある

教員
教員以外 合計

どのような問題で，どのように改善するのが良いとお考えですか。

助教 助手准教授 講師教授

単身赴任の現状と問題点について

貴部局における単身赴任中の男女別教職員数

講師
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（４）

①

男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

※ H21年度は11月1日現在までの人数をご記入ください。

②

ａ．

→

ｂ．

→

（５）

※

ご意見・改善事項をご記入ください。

助教 助手教授 准教授 講師
教員以外 合計

チェックを外す

以上です。ご多用中，ご協力ありがとうございました。

ご意見・特記事項等ございましたらご記入ください。

いいえ

その他，現状や男女共同参画委員会の任務等に関してご意見がおありでしたら，お聞かせくださ
い。

育児休業者の性別にアンバランスがあるとお考えですか。また，それに対するご意見・改善
事項について，お聞かせください。

はい

H20年度

H21年度

性別

H17年度

H18年度

H19年度

育児休業の現状と問題点について

貴部局における育児休業を取得したもしくは育児休業中の男女別教職員数

職名等
教員

頂いたご意見の一部は，平成２１年１１月２８日（土）に開催予定の第８回東北大学男女共同参画シン
ポジウムのパネルディスカッションにてご紹介させていただく予定です。また，アンケート結果は男女
共同参画委員会報告書等に転記させていただきます。ご了承願います。
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６．第 8 回男女共同参画シンポジウム発表資料 

 
東北大学の男女共同参画―現状と課題  パワーポイント・キャプション 

 
辻村みよ子 

 
 
 PPT１ ： タイトル  
  東北大学男女共同参画委員会創設（平成 13 年）以来の副委員長として、また日本学術会

議男女共同参画分科会や 21COE、グローバル COE などでこの問題に関わってきた立場か

ら、東北大学の現状と課題について報告する。 
 
 
 PPT２ ： 学術分野の男女共同参画―国際比較  

 日本の女性研究者比率は 13％で、世界的に見れば先進諸国の中では最低の位置にあるこ

とがわかる。 
 
 
 PPT３ ： 研究者の女性割合  

日本における女性研究者の伸び率は極めて低い（男女共同参画社会基本法制定後も 8 年

間で 2.9％のみ）。但し博士課程の女子学生比率は 31.1％に増加しており、研究者養成が

推進されれば状況の改善が期待される。 
 
 
 PPT４ ： 大学教員の女性割合  

大学の女性教員比率も低く（約 18％）、とくに分野別の教授割合は工学 2.2％、農学

1.9%、理学 3.9％であり、分野別偏差が著しい。ここには社会全体の性別役割分業が反映

されており、女性の特性論に由来するジェンダー・バイアスの影響が窺える。 
 
 
 PPT５ ： 女性研究者が少ない理由  

  女性研究者が少ない理由として、出産・育児・介護等による研究継続困難、女性の受入

態勢の未整備、女子学生の専攻学科の偏りなどが指摘されているが、能力差を挙げる研究

者は殆どない。女性研究者は、公平に評価されていないことやロールモデル不足を重視し

ており、採用及び昇進に関する不公平感も強いことがわかる。 
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 PPT６ ： 東北大学の現状  
2008 年 9 月に国立 7 大学の総長揃い踏みのシンポジウムが開かれ、棒グラフが示された。

助教等を含む数値では東北大は 9.4％で 4 位であるが、助教等を除く数値（6.2％）は最低

に近い。 
 
 
 PPT７ ： 部局別女性教員比率  

部局別女性教員比率をみると、理系分野でも比較的高率である部局があること、文系分

野でも低い部局があることがわかる。 
 
 
 PPT８ ： 分野別女性教員比率  

分野別女性教員比率では、理系分野でも理学・工学等では講師（保健分野では教授・准

教授）の比率が比較的高いのに対して、人文科学分野での低さが目立っている。 
 
 
 PPT９ ： 部局別女子学生比率  

東北大学の女子学生比率は、学部 24.4％、修士 22.3％、博士後期 25.4％であり、全国平

均（各 40.1％、29.4％、29.2％）と比較しても学部以外ではさほど劣らない（但し OECD
各国平均は各 55％、51％、40％で、日本の低さが著しい）。部局別では、学部に比して博

士課程での減少が著しい分野が目立つ（例えば薬学では、学部 57.9％、修士課程 45.1％、

博士課程 21.0％へと減少。理学・農学でも 10％近い差がある）。 
 
 
 PPT１０ ： 分野別女子学生比率  

分野別に女性学生比率をみると、人文科学分野・教育分野が相当高いことがわかる。全

国平均でも人文科学専攻の女子学生は人文科学専攻学生の 66.3％であるのに対して、工学

専攻の女子学生は工学専攻学生の 10.5%であり、偏差が著しい。 
 
 
 PPT１１ ： 分野別女性教員の採用比率  

 分野別に女性教員の採用比率をみると平均 12.9%であり低いと言わざるを得ない。しか

し過去に 0％であった分野（農学・理学など）も採用率を上げており、保健分野[医学・薬

学など]の取組が評価できる。 
 
 PPT１２ ： 女性比率の推移  

東北大学全体での女性比率の 19 年間の推移を見れば学生の伸びが著しいことがわかる

（とくに博士後期課程 4.5％が 21.5％に 17％もアップしている）。これに対して女性教員
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の伸びは緩慢で 4.6％が 10.1％になった（5.5％アップ）にとどまる。大学院生の伸びに対

応できておらず、人材育成が不十分であることやロールモデル提供の点で問題があること

が指摘できる。 
 
 
 PPT１３ ： 東北大学の取り組み  

東北大学男女共同参画委員会の活動は、平成 13 年に名古屋大学とほぼ同時に開始された。

当時は全国の「先駆け」として新聞にも取り上げられ注目されたが、名古屋大・東大・北

大・京大などが大きな成果を上げてきたのに比べて、東北大学ではなお不十分であるとい

わざるをえない。 
 
 
 PPT１４ ： 取組一覧   

東北大学の取組は多岐に渡り、奨励賞や保育園設置などが注目されるが、かなり穏健な

取組が多く、ジェンダー・バランスの改善に直接つながるような即効性を得るには至って

いない。 
 
 
 PPT１５ ： 部局の取り組み  

全体として部局ごとの取組も浸透してきたが、反面全く実施していない部局もあるよう

である。委員会報告書なども活用して、すべての部局で自覚的に積極的取組を推進する

ことが期待される。 
 
 
 PPT１６ ： 部局長アンケート結果  

平成 13 年度の結果と比較して、部局長等の意識はあまり変わってないようにみえる。相

変わらず能力主義や普遍主義、理工系の女子学生比率の低さなどを理由として、女性教員

の採用に対する抵抗感が強い印象を受ける。しかし、背後に無意識なジェンダー・バイア

ス[固定観念]や性別役割分業観があることに注意すべきであろう。夜間の研究実験の必要や

劣悪な研究条件など女性の採用を阻んできた要因を再検討し、男性にとっても好ましい研

究環境を作りワークライフ・バランスを確保することによって、男女ともに参画できる大

学作りを進めることが必要となる。 
ポジティヴ・アクション（積極的改善措置）についても、無理解や誤解（両立支援など

穏健な手法を含むものであることを理解せず、強制的クォータ制などを念頭に置いて拒絶

反応を示す例が多い）をなくすことが課題である。このためにも、ジェンダー教育の促進

など、人事権を有する教授たちを含めて各部局での意識改革のための地道な努力が必要と

なる。 
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 PPT１７ ： 取組（ポジティヴ・アクション）  
国立大学協会の目標（2010 年までに女性教官比率 20％）や第 3 期科学技術基本計画の

目標（採用目標、自然科学系 25%、 理学系 30%、工学系 15%、農学系 30%、保健系

30％）に照らして、東北大学の現状は不十分である。他の多くの大学（名古屋大・北

大・東大・農工大など）で、種々の積極的改善措置を採用していることに鑑みて、より積

極的な措置が必要となろう。 
 
 
 PPT１８ ： 女性差別撤廃委員会勧告  

2009 年 8 月に国連の女性差別撤廃委員会から出された勧告では、とくに大学や学界

での女性を含め、政治的、公的生活での女性の参画を促進するための暫定的特別措置、

すなわちポジティヴ･アクション（PA）を要請している。 
 
 
 PPT１９ ： ポジティヴ・アクションの観念  

ポジティヴ・アクションとは、伝統的に形成されてきた人種や性別にもとづく差別をな

くすための積極的改善措置であり、アメリカではアファーマティヴ・アクションと称され

る。国連では、それが事実上の平等を実現するための一時的な特別措置であることから暫

定的特別措置と称しているが、フランスのように積極差別と訳される用法を使っている国

もある。 
 
 
 PPT２０ ： ポジティヴ・アクションの適用領域  

ポジティヴ・アクションの手段は、政治分野のほか行政分野、労働分野等で用いられる。

アメリカなどでは州政府と契約する企業には黒人差別撤廃のための措置を求めるなど、公

契約分野の措置が重視されてきた。教育・学術分野などの例も多いが、単に女性や黒人で

あるという理由だけで優遇することは認められない場合が多いため、検討を要する。 
 
 
 PPT２１ ： ポジティヴ・アクションの類型と手法  

ポジティヴ・アクションには多くのタイプがあり、クォータ（割当）制など厳格な型、

数値目標と期限を明示するゴール・アンド・タイムテーブル方式など中庸な型、両立支援

策等の穏健な型のものがある。このうち、強制的なクォータ制などについてはフランスや

イタリアなどで憲法違反とされた例もあり、いずれも憲法改正が実施された。逆差別や劣

勢のスティグマ[烙印]との関係で問題がない手段を考える必要がある。 
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 PPT２２ ： 男女共同参画の環境づくり  
学術分野への適用には、能力主義・業績第一主義等との関係で困難な課題を伴うため、

逆差別やスティグマの問題を十分考慮に入れつつ、両立支援策等やジェンダー教育等の穏

健な手段と組み合わせて、有効な措置を実施する必要がある。男女が同等な能力を持つと

解される場合も、単に「数」のために優遇するのではなく、個別事情を考慮して進出が遅

れている性であることをプラス要素にして特別措置を実施することは許容される。また、

スティグマを考慮し、性別役割分業構造を見直すという大局的視点から、暫定的・過渡期

的な措置として導入することが可能であり、各大学等での実施項目を中期計画や大学評価

の評価対象に加えて間接的に強制することも有効であろう。女性研究者支援方策も一つの

PA であり、種々の方法を組み合わせて実施すべきであろう。 
東北大学が「三度、先駆けへ」向けて、さらに大きな一歩を踏み出せることを願ってい

る。女性教員の「数」だけを問題にするような狭い視点ではなく、学内保育園の充実など

によって、性別や年齢・国籍など多様な属性を持つ教職員などが、人間らしく生活できる

環境を他に率先して築くことができれば、東北大学が真に「先駆け」として男女共同参画

を推進することができるであろう。 
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杜の都ジャンプアップ事業
for 2013 

H18-H20 文部科学省科学技術振興調整費
「女性研究者支援モデル育成」
杜の都女性科学者ハードリング支援事業

1

平成21年度科学技術振興調整費

「女性研究者支援システム改革加速」

東北大学女性研究者誕生東北大学女性研究者誕生100100年、次なる年、次なる100100年にむけて！年にむけて！

東北大学 田中真美

沢柳政太郎
東北大学初代総長

丹下ウメ 黒田チカ 牧田らく

1913:女子学生に日本の大学

として初の入学を許可

門戸開放
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東北大学の女性教員の現状

理学系 工学系 農学系
当該課題

対象分野計

教授 2名（1.7％） 6名(2.0％) １名(2.6％） 9名(1.9%)

准教授 2名（1.8％） 7名（3.1%) 1名（2.8％) 10名(2.7%)

講師 1名(7.7％) 1名(5.3％) 0名 2名(6.3%)

助教 15名（10.5％) 21名（６％） 7名(25％) 43名(8.3%)

合計 20名(5.1%) 35名(3.9%) 9名(8.8%) 64名(4.6%)

第3期科学技術基本計画における新規採用女性比率
理学系20％、工学系15％、農学系30％

H21.3.31

3

分類 H21 H22 H23 H24 H25 合計

理学系 2 2 1 3 1 9

工学系 4 2 6 1 1 14

農学系 2 2 1 1 1 7

合計 8 6 8 5 3 30
理学系：理学研究科、生命科学研究科、薬学研究科

工学系：工学研究科、情報科学研究科、環境科学研究科、医工学研究科、
金属材料研究所、流体科学研究所、電気通信研究所、多元物質科学研究所

農学系：農学研究科

本新規採用は定員枠の常勤ポストでの
採用であることを決定済み

本加速プログラムによる新規採用

4
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分類 H21 H22 H23 H24 H25 合計

理学系 7(2) 10(2) 8(1) 9(3) 10(1) 44(9)

工学系 12(4) 11(2) 16(6) 12(1) 13(1) 64(14)

農学系 2(2) 2(2) 3(1) 2(1) 3(1) 12(7)

合計 21(8) 23(6) 27(8) 23(5) 26(3) 120(30)

過去５年間の女性教員採用実績（／年）：
理学系：6.17人、工学系：9.67人、農学系：1.83人

加速プログラムの３０名を加え、１２０名の採用を計画

H２１～H２５の女性教員採用計画

5

（括弧内の数字は新規採用計画によるもの）

１．世界トップクラス研究リーダー養成プログラム
沢柳フェロー（女性教授メンター）と部局メンター
複数メンター制による助言・指導
Distinguished professorによる能力アップセミナー

2.新ネットワーク創生プログラム
WEBネットワークシステム：情報共有と女性研究者の研究発信
学内の異分野間の人的ネットワークの創生

3.研究スタイル確立支援プログラム
女性研究者の研究スタイル確立のための支援
男性も含めた全学の男女共同参画意識の啓発・醸成

能力・職階のジャンプアップ！
「自立し、共生し、未来を育み、サイエンスを拓く
杜の都女性研究者リーダー」を育成

杜の都ジャンプアップ事業
for 2013 内容について

6
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世界トップクラス研究リーダー
養成プログラム

•複数メンター制による助言・指導
•沢柳フェロー
•部局メンター

•各種セミナーの開催（月１回）
•対象：博士課程以上の女性研究者

7

沢柳フェロー
全学女性教授（３７名）
のうち、人物ならびに
学識においてロールモ
デルにふさわしい人物
を総長が任命し、メン
ターとする。

部局メンター
所属部局の教授

複数メンター制による助言・指導

沢柳政太郎：
東北帝国大学初
代総長。開学に
当たり「門戸開
放」というという
ポリシーを打ち
出し、1913年に

日本で初めての
女子の入学を認
めた。

8
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新ネットワーク創生プログラム

•情報共有および研究発信用WEB等ネットワー

クシステムの構築

•学内の医歯系、文系の異分野との連携
•科学哲学・科学技術倫理、理科教育、ジェンダー論
•GCOEプログラム「グローバル時代の男女共同参

画と多文化共生（代表：辻村みよ子教授）」

9

ジャンプアップ事業での対策

• 沢柳フェローと部局メンターによる組織化

• ＷＥＢシステムによるコミュニティー形成

ＷＥＢ情報共有
コミュニティー

－ 116 －



コミュニティーの体制

• 本プログラムに直接参加する理工農学研究
者はコアとして活動

• 学内の医学、歯学、文系との連携

– 情報共有による全学的な女性研究者のネット
ワーク形成とその成長の助成

– ＧＣＯＥなどとの連携

• 学外の研究者との情報交換と交流

– 東北大学では先端を切って行ってきた

研究スタイル確立
支援プログラム

•セミナーやワークショップの開催
•相談窓口など
•支援要員制度

•ハードリング支援継続事業との連携

現行の支援制度等の周知
男性も含めた男女共同参画の意識啓発
女性研究者の研究スタイルの確立支援

12
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実 施 体 制
総長（総括責任者）

男女共同参画委員会

GCOEプログラム
（グローバル時代の男女
共同参画と多文化共生）

大学病院
病後児保育室

「星の子ルーム」

学内保育園
「川内けやき保育園」

高等教育開発推進センター

学生相談所

プログラムの実施
（１）世界トップクラス研究リーダー養成プログラム
（２）新ネットワーク創生プログラム
（３）研究スタイル確立支援プログラム

連 携

宮城県内
男女共同参画民間団体

学 内

学 外

女性研究者育成支援推進室
「杜の都ジャンプアップ事業 for  2013」

「杜の都女性研究者ハー ドリング支援事業」

室長：理事
（人事労務・キャンパス環境・男女共同参画担当）

理農工系分野部局
理学系：理学・薬学・生命科学
農学系：農学
工学系：工学・情報科学・環境科学・医工学・金研・

流体研・通研・多元研

宮城・仙台
父親ネットワーク

産学連携推進本部

全学部局

高度技術経営人材
キャリアセンター

キャリアアップ 相談室

学内第2保育園
（予定）

東北６県
教育委員会

仙台市教育委員会

東北地区の
高等学校

連 携

13

井上プラン（東北大学アクションプラン)
2009年度改訂版

世界リーディング・ユニバーシティに向けて

5-(3) 大学を支える人材の確保・活用を図れる人事シ
ステムの構築
Ｄ 男女共同参画の推進に向けた取組

女性教員の増加に向けた積
極的かつ実効性のある目標
の設定・実施、教職員の育児
と仕事の両立支援策の導入
など、総合的・計画的な取組
を推進する。

次期中期目標・中期計画にも反映

14
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15

現在までの進捗状況

15

新規採用について （今年度の計画は8名）

4月、5月に 7名の新規採用（事業の対象外）

10月1日付に 2名採用（工学）

さらに数名採用される予定

スキルアップ経費について

海外へ5名、国内へ10名 採択 さらに随時募集の予定

各種セミナーの開催

女性研究者データベースの整理中

期待される効果および目標

（1）女性教員数の増加 （5年間で120名）

（2）女性研究者をリーダーとする研究プロジェクトや

研究業績数の増加

（3）異分野融合学問領域の研究の創出

（4）全学の男女共同参画意識の醸成

により、希望の研究スタイルと実際
の研究スタイルの不一致の解消

（5）東北大学の女性研究者の世代や

分野を超えた交流の深化
16http://www.morihime.tohoku.ac.jp/
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氏 名

◎ 折 原 守

大 隅 典 子

文 学 研 究 科 准 教 授 下 夷 美 幸

教 育 学 研 究 科 教 授 生 田 久 美 子

○ 法 学 研 究 科 教 授 辻 村 み よ 子

経 済 学 研 究 科 教 授 吉 田 浩

理 学 研 究 科 教 授 早 坂 忠 裕

医 学 系 研 究 科 准 教 授 青 木 洋 子

歯 学 研 究 科 教 授 山 本 照 子

薬 学 研 究 科 准 教 授 吉 成 浩 一

工 学 研 究 科 教 授 熊 谷 泉

農 学 研 究 科 准 教 授 冬 木 勝 仁

国 際 文 化 研 究 科 教 授 島 途 健 一

情 報 科 学 研 究 科 教 授 徳 山 豪

生 命 科 学 研 究 科 教 授 十 川 和 博

環 境 科 学 研 究 科 教 授 丸 山 公 一

医 工 学 研 究 科 教 授 田 中 真 美

教 育 情 報 学 研 究 部 教 授 村 木 英 治

○ 金 属 材 料 研 究 所 教 授 米 永 一 郎

加 齢 医 学 研 究 所 准 教 授 千 葉 奈 津 子

流 体 科 学 研 究 所 准 教 授 白 井 敦

電 気 通 信 研 究 所 教 授 玉 田 薫

東北アジア研究センター 准 教 授 柳 田 賢 二

多 元 物 質 科 学 研 究 所 教 授 永 次 史

病 院 准 教 授 渡 邉 み か

国 際 交 流 セ ン タ ー 講 師 山 田 直 子

学 生 相 談 所 教 授 吉 武 清 實

丸 山 克 彦

　◎　委員長　、　○　副委員長

総 務 課 長

理事(人事労務･ｷ ｬ ﾝ ﾊ ﾟ ｽ環境･男女共同参画担当)

総 長 特 別 補佐 （男 女共 同参 画担 当）

７．平成21年度東北大学男女共同参画委員会委員名簿

所 属 ・ 職 名
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平成 21 年度東北大学男女共同参画委員会 委員会開催等記録 

－委員会日程、主要議題及び具体的活動について－ 

 

平成 21 年 4 月 23 日   東北大学男女共同参画奨励賞（沢柳賞）公募開始 

・応募締切 平成 21 年 6月 26 日 

 

平成 21 年 5 月 12 日   第 66 回 委員会開催 

            １．副委員長の選出について 

辻村 みよ子委員（法）、米永 一郎委員（金研）を引き続き副委員

長とすることが了承された。 

            ２．各ＷＧの座長及び構成員について 

各ＷＧの座長について、折原理事から推薦があり了承され、構成

員は後日希望を取り、調整後、決定することとした。 

３．第 3 回東北大学大学院女子学生海外渡航支援事業（ローズ支援事

業）公募について 

公募要項の文言等修正は執行部で検討、決定することとした。 

 

平成 21 年 5 月 28 日   第 3 回東北大学大学院女子学生海外渡航支援事業（ローズ支援事業）

公募開始 

・応募締切 平成 21 年 6 月 12 日 

 

平成 21 年 7 月 2 日   第 67 回 委員会開催 

            １．第 3回東北大学大学院女子学生海外渡航支援事業（ローズ支援事

業）審査結果 

審査会結果について説明があり、了承された。 

２．平成 21年度東北大学男女共同参画奨励賞（沢柳賞）公募結果及び

審査委員の選出 

公募結果について説明があった。審査員については執行部及び奨

励制度 WGに一任することとした。 

            ３．第 8回東北大学男女共同参画シンポジウム 

標記シンポジウムの内容、開催日時及び場所については広報 WGで

検討することとした。 

４．両立支援 WG の活動  

両立支援 WG では、第二保育園設置に向けての活動をすることが了

承された。 

 

平成 21 年 9 月 28 日   第 68 回 委員会開催 

１．平成 21 年度東北大学男女共同参画奨励賞（沢柳賞）審査結果 

審査会結果について説明があり、了承された。 

２．第 8 回男女共同参画シンポジウム 

標記シンポジウムの概要について説明があり、了承された。 

３．平成 21 年度実態調査ＷＧ活動 

部局長アンケートを実施することが了承され、その結果を上記シ

ンポジウムでのディスカッションの材料の 1 つとすることとした。 
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平成 21 年 11 月 6 日   第 69 回 委員会開催 

１．第 8 回東北大学男女共同参画シンポジウム 

標記シンポジウムのアンケート内容について了承された。また、

委員の出欠確認及び当日の役割についてはメールにて確認を行う

こととした。 

 

平成 20 年 11 月 22 日   第 8回東北大学男女共同参画シンポジウム開催 

「東北大学男女共同参画の現状～本音で語る課題と展望～」 

 

平成 21 年 12 月 17 日   第 70 回 委員会開催 

１．平成 21 年度男女共同参画委員会報告書について 

標記報告書の構成について説明があり、了承された。 

            ２．新たな保育施設の設置について 

              新たな保育施設設置検討にあたっては星陵及び青葉山地区所属の

委員を両立支援 WGに加えることが了承された。また、病院内保育

所に星陵地区以外の教職員等も対象とするよう病院へ要望するこ

ととした。 

 

平成 22 年 3 月 9 日   第 71 回 委員会開催 

１．平成 21 年度男女共同参画委員会報告書 

各委員より本年度の所属部局の取組状況について報告が行われ、

必要に応じ加除修正を行うこととした。 

２．平成 22 年度東北大学男女共同参画奨励賞（沢柳賞）公募  

昨年度と同様に行うことが了承された。 

３．第４回東北大学大学院女子学生海外渡航支援事業（ローズ支援事

業）公募 

昨年度と同様に公募を行うことが了承された。ただし、同一研究

室から同一国際学会等への参加支援の申請がある場合、研究室の

教授等に推薦順位を付してもらうこととした。 

            ４．新たな保育施設の設置 

              青葉山地区における新学内保育施設の設置に向けた検討状況につ

いて説明があった。また、設置場所の検討について、工学研究科

長に対し要望書を提出することとした。 
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平成 13 年度東北大学男女共同参画委員会報告（Ｈ14.4.16 評議会報告）に対する対応状況（抜粋） 

 

 

報 告 書 の 概 要 対  応  策 備  考 

１．全学的アピールの採択と部局ＷＧ等の設置 

(1) ・東北大学男女共同参画推進宣言 ・第 1 回男女共同参画シンポジウムにおいて宣言（14.9.28）。  

(2) ・各部局ごとに男女共同参画ＷＧを設置 ・設置について、委員会へ報告済（14.7.22）。  

２．ジェンダー学講座・科目の設置と広報活動の拡充 

(1) 

 

・ジェンダー学等の男女共同参画関連分野の科目を複数開講 

 

・ジェンダー学専任教官の配置 

・ジェンダー研究関連講座担当候補者リストの作成 

・全学教育科目 基幹科目として、平成 17 年度から継続して

「ジェンダーと人間社会」を開講。また、平成 21 年度からは

「体と健康」を開講。 

 

学務審議会との連携

(2) 

 

・男女共同参画委員会主催の講演会・シンポジウムの開催 

 

・全学教育審議会主催の講演会・シンポジウムの開催 

・各部局主催の講演会・勉強会の開催 

・平成 14 年度から継続して、男女共同参画シンポジウムを開

催し、計 8 回実施。 

・今後検討。 

・本報告書「各部局の取組み」参照。 

広報ＷＧ 

 

 

(3) 

 

 

・研究補助・懸賞論文制度の導入 

 

・研究調査のための海外視察・調査研究プロジェクトの設立等 

・学外の研究者等との学際的な共同研究を奨励・促進 

・平成 15 年度から継続して、男女共同参画奨励賞（沢柳賞）

を実施し、計 7 回表彰。 

・21 世紀ＣＯＥプログラム「男女共同参画社会の法と政策」拠

点と連携。 

奨励制度ＷＧ 

 

(4) ・研究成果の公表と広報・啓発活動 ・男女共同参画委員会ＨＰにおいて、活動内容等を掲載。 

・男女共同参画シンポジウムにおいて、沢柳賞受賞者による

受賞講演及び成果報告講演を実施。 

 

 

広報ＷＧ 
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報 告 書 の 概 要 対  応  策 備  考 

３．方針決定機関等への女性教官の参画 

(1) ・東北大学の方針決定機関におけるジェンダー・バランスの確保 ・平成 18 年度から総長特別補佐（男女共同参画担当）を設置

し、同職へ女性教員が就任。 

 

(2) ・本学の各審議機関や計画分析評価等を行う「室」等に女性教官枠登用  ・評議会に報告・了承済（14.4.16）。  

５．とくに女性教官が少ない分野での男女共同参画の推進 

(1) ・ジェンダー・バランスの現状と分析結果の取りまとめ 

(2) ・採用における性差別・性差に基づく不公正な取扱いの有無及び 

検証結果の取りまとめ 

・評議会に報告・了承済（14.4.16）。 

・本報告書「中期目標・中期計画達成のための各部局の取組

み」参照。 

・平成 18 年度から平成 20 年度まで文部科学省 科学技術振

興調整費『杜の都女性科学者ハードリング支援事業』を実

施。平成 21 年度以降も事業継続。 

・平成21年度から文部科学省 科学技術振興調整費『杜の都

ジャンプアップ事業 for 2013』を実施。 

 

６．研究・教育における男女共同参画実現のための環境整備 

(3) ・研究費の配分、留学機会と費用配分での配慮 ・平成 19 年度から大学院女子学生海外渡航支援事業（通

称：ローズ支援事業）を実施。 

奨励制度ＷＧ 

 

(5) ・設備の改善（女性用トイレの増設、更衣室の整備等） ・現状について、委員会へ報告済（14.7.22）。 

・『杜の都女性科学者ハードリング支援事業』において、「環 

境整備プログラム」を実施し、自然科学系全部局に女性用

休憩室を設置。 

 

 

(6) ・子育て支援体制の確立 

・男性の育児休業制度の活用促進 

・産休・育休中の研究補助体制 

・介護休業制度等の確立 

・「東北大学川内けやき保育園」を開園（17.9.1）。 

・育児休業、育児部分休業とも子が 3 歳に達するまで取得す

ることができ、育休代替職員も雇用可能とした。 

・介護休業、介護部分休業とも約 6 月の範囲内で取得するこ

とができることとした。 

・『杜の都女性科学者ハードリング支援事業』において、「育 

児・介護支援プログラム」を実施。 

両立支援ＷＧ 
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報 告 書 の 概 要 対  応  策 備  考 

７．職員等の雇用・昇進面での平等実現と労働環境の整備 

(5) ・労働時間の短縮 

・ワーク・シェアリング 

・在宅勤務制度などの導入 

・育児のための短時間勤務制度の新設(20.4.1)。 

・就業規則（育児休業等規程）により、職員から請求があった

場合は、子（未就学児）を養育するため、労使協定にかかわ

らず超過勤務時間を 1 月 24 時間、１年 150 時間以内とする

こととしている。 

・時間外労働時間の縮減等に努めるよう周知。 

 

８．育児および介護における性別役割分業の改善と両立支援策 

(1) ・学内保育園の具体的な調査・検討 ・「東北大学川内けやき保育園」を開園（17.9.1） 

・「東北大学星の子保育園」を開園（22.3.1） 

・青葉山キャンパスでの保育所設置を検討開始（21 年度） 

 

両立支援ＷＧ 

 

(2) 

 

・育児休業制度の運用システムの改善 

・産休・育休中の臨時雇用等の補助体制を確立 

・平成16年4月以降、代替職員制度を一本化し、育児休業の

請求期間を任期とする育休代替職員を雇用可能とした。 

・「教員の任期に関する規程」を改正し、育児休業等による任

期の延長を認めることを可能とした。 

・『杜の都女性科学者ハードリング支援事業』において、「育 

児・介護支援プログラム」を実施。 

 

 

 

両立支援 WG 

 

 

 

(3) ・介護サービスの態様を検討 ・平成 16 年 4 月以降、介護休暇制度から介護休業制度とし、

負傷、疾病、老齢又は身体上若しくは精神上の障害により２

週間以上の期間にわたり日常生活を営むのに支障があり、

常時介護を必要とする状態にある者の介護をするため、休 

業することができることとした。 

 

 

(4) 

 

・育児・介護、さらに病児看護のための休暇制度とともに、支援手当や 

支援金の一時貸与の制度 

・平成 14 年 4 月以降、子（未就学児）の看護をするための特

別休暇を年 5 日以内、取得できることとした。 
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報 告 書 の 概 要 対  応  策 備  考 

９．単身赴任者のための支援体制・環境整備の促進 

(2) ・単身赴任者手当の取得条件等を改善 ・今後検討  

１０．男女共同参画推進のための不服申立制度・救済制度等の整備 

(1) ・不服を申立制度、及び問題解決にあたる恒常的な機関の設置 ・男女共同参画委員会内に相談窓口設置（14.1.18） 

(2) ・相談窓口や意見箱、日常的な調査・監督にあたるオンブズパーソン制

度の設置 

・今後検討 

ハラスメント相談窓口

との連携 

１１．教職員の旧姓使用の拡大 

 ・旧姓使用者の便宜を検討 ・適用済(H13.12.26)  

１２．大学院生・学部学生の研究･勉学環境の改善 

(1) ・教育・厚生施設等の設備状況の点検・改善 ・総長裁量経費により、川内南地区・北青葉山地区の厚生施

設の改修及び設備改善を行った。（平成 16 年～17 年度） 

 

(2) ・カリキュラムや演習教育場面等においての性的差別取扱い等の調査

改善 

・今後検討。  

１３．非常勤講師の処遇と研究環境の改善 

 ・非常勤講師の教育環境･雇用環境について､性別に由来する差別的 

取扱いや慣行がないかを調査・改善 

・今後検討。  
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family reunification

Revista Interdisciplinar da 
Mobilidade Humana - REMHU,

International Journal and Multicultural Societies,
Gender and 

Transformation: Global, Transnational and Local Realities and Perspectives
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 Egalit  des sexes :la discrimination positive en question

 International Perspectives on Gender Equality and Social Diversity
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あなたの性別と年齢をお教えください。

ご職業（もしよろしければ、会社名、職名も）をお教えください

このシンポジウムに参加された動機は何ですか。（複数回答可）（有効回答のみ）

開催日時について 開催場所について

シンポジウムの内容について

具体的目的の内訳：
日頃から自身の活動プランを立てる上で重要な問題
であり、ヒントを得たい気持ちがあった。／男女共同参
画の現状把握のため。／東北大における男女共同参
画の取組みと課題を知ること。シンポジウムの方法を
知りたかった。／自分自身のキャリアデザインの参考
にしたいから。／本学の男女共同参画について、具体
的に現状、これからの動向を聞きたかった。女性の先
生方の話を聞きたかった。（私の所属には女性の教員
が一人もいないので。）

このシンポジウムのことをどこでお知りになりましたか。

第８回東北大学男女共同参画シンポジウムでのアンケート集計結果

上記シンポジウムに参加された方々に、今後のシンポジウム開催の参考とするため、内容等に
関してアンケートで伺った。参加者約114名のうち、67名の方から回答をいただいた。

一般(アンケート記載分)：
仙台市職員、経理事務、自治体男女
共同参画担当、無職

これまでに男女共同参画について何
かご存知でしたか。

24

1

5

1

17

3

2

0 5 10 15 20 25 30

興味

具体的目的をもって

男女共同参画関係者

知人の誘い

人

【受賞講演】 【現状報告】

【パネルディスカッション】 【全体として】

女性
70%

男性
24%

無回答

6%

30代
25%

40代
19%

無回答
3%

70代以上

3%
20代
32%

60代
3%50代

15%

本学教職員
54%

一般
6% 本学学生・ＰＤ

31%

無回答
9%

はい
93%

無回答
3%いいえ

4%

学内連絡
55%

その他
16%

無回答
1%

チラシ
15%

ポスター
13%

悪かった
6%

良かった
94%

良かった
92%

悪かった
4%

無回答
4%

良かった
79%

無回答
13%

どちらとも言えない
7%

悪かった
1%

良かった
90%

どちらとも言えない
4%

無回答
6%

どちらとも言えない
3%

無回答
24%

良かった
73%

無回答
19%

どちらとも言えない
3% 良かった

78%
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Ｑ９ 内容についての感想（抜粋）

※ 他の分野のお話が聞けて面白かった。

※ 講演時間が短い。講演内容に対する公開の質疑応答の時間が欲しかった。

※ 女性限定の採用が実際に行われていることをはじめて知った。研究環境の問題を先に女性が感じるという小谷先生の意見は面白かった。

※ 沢柳賞受賞講演と成果報告講演が特におもしろかった。成果報告講演に関しては、これからもサンプルを増やして研究を続けてほしい。パ
ネルディスカッションでは「本音で語る」が実践されていてとても良かった。

※ 女性だけでなく男性にも、サポートになるという考え方に共感しました。

※ パネルディスカッションに、文系の先生が少ないのが気になりました。女子学生の多い文系の意見も聞いてみたかったです。

※ 男女共同参画社会基本法が制定されてから１０年たつが、なお、課題が山積であることを再認識した。行政としてすべきことをもう一度考え
なくてはならないと思った。女性が登用・採用されるための改善策、ポジティブアクションを検討するための参考となりました。

※ 内容についてではないが、今回は男性の出席者が多く、学内での男性の男女共同参画への理解が広がりを感じた。

※ 男女共同参画への理解がすすみ、良かった。

※ 現状報告がよくまとめられていてよかった。

※ フロアからの本音も聞けて良かったです。

※ これまでシンポジウムに複数回参加させて頂きましたが、有意義な議論（本音の？）が多く、満足度が高かった。「すそ野を広げる」「ライフ
ワークバランス」などの観点は、性別を問わず個人の能力を発揮するための環境作りにつながるものと思う。そのための制度確立、継続を
目指してほしいと思う。

※ パネルディスカッションは実施にあたっての気になる点について率直な意見がでたことがよかった。

※ 理系の男女共同参画推進事業について報告されていたが、辻村先生が報告の中で示されたように、必ずしも高くはない実情の文系におけ
る取り組みはどうなっているのか？文系との連携とは具体的にどのようなものか？
パネルディスカッションでの工藤先生と辻村先生の指摘に共感した。

Ｑ10 男女共同参画に関連したシンポジウムで、希望の企画（抜粋）
※ 研究者だけでなく、職員の方も取り上げてほしい。

※ 男性への逆差別を扱うような内容。

※ ワーク・ライフ・バランス推進に関する企画

※ 男性の参加しやすいものをお願いします。

※ 各大学のポジティブアクションの仕方なども学びたいと思いました。

※ 少人数グループによる座談会を希望します。参加者の互いの意見交換ができる場があれば良いと考えています。

※ すそので頑張っている当事者、支援をうけて活躍する女性研究者の夫、などの話が聞きたいです。

※ 大学生、大学院生向けのシンポジウムや、参加型のシンポジウム（参加者の意見交換等）があれば良い。

※ 沢柳賞受賞者の発表に質疑応答の時間を設けて欲しかった。

※ 他の国の先進的な取り組みを紹介していただいてはどうか。

※ 実際に結婚や出産した女性若手研究者や女性学生の実態や体験談、講演を聞いてみたい。文系でも法学以外の分野の部局のパネリスト
も入れてはどうか。パネルディスカッションで触れられた話の中には人文社会学の研究で指摘されている。

※ シンポジウムはあくまで「外」に対するアピールであると思うが、その前に東北大学として内部の改善を早急に進めてほしい。（部局訪問で
の強制的教育・普及活動など）

Ｑ11 東北大学における男女共同参画推進、または学問・教育におけるジェンダー問題についての意見（抜粋）

※ 他大学に比べ、東北大学は男女共同参画推進していると思う。このような会に参加すると触発されて、大変良いと思う。

※ 男女共同参画だと、どうしても女性支援、女性の社会進出にだけ目が行きがちであるが、一方で男性への逆差別問題についてはほとんど
扱われない。こちらの問題に取り組まない限り男女共同参画にならないのではないか。

※ 一朝一夕の努力で変わる問題ではありませんが（人々の意識も関わってくるため）、しかし東北大学の取り組みは着実に実ってきているの
ではないかと感じました。実際四月に入学して以来、東北大学は女性に焦点を当てた取り組みに大変積極的な印象を受けています。

※ 保育所などインフラ整備が急務である。

※ 今までの支援事業は幼稚園までの小さい子供対象みたいでしたが、小・中高生を持っている女性科学者への支援は将来的に可能でしょう
か？例えば学会参加のため海外出張の際

※ こうしたシンポジウムは部局ごとにもっとアピールしても良い。足を運ぶとなるとハードルが高いので、資料を送付しても良いのではないか。

※ ここに集まった方々の男女共同参画に対する意識は非常に高いが、ここには来ていない人の意識を変える方法について検討する必要が
あるのではないか。

※ 自分の所属する研究科には女性教員が少なく、相談できる相手がいない。より女性教員が増えていくことを期待しています。

※ 現状のステップアップと新規採用についてのポジティブアクションの必要性を感じる。

※
大学が男女共同参画を理論的にも実践的にも社会をリードして欲しい。とくに県内の教育分野にジェンダーの視点を入れていってもらいた
い。

※ 東京在住の女性は、仙台に住むことにたいへん抵抗を持っていることもあり、そのハンディキャップを超える大きな方策を検討すべきであ
る。（入学者、研究者に共通な点である）

※ 大きな問題を抱えている部局の情報は、現在の男女参画の体制では中央には聞こえてこないし、逆に教育的活動を中央で企画しても部局
には届かないと思う。これの解決策を早急に準備してほしい。(部局長アンケートをとっても回答しない部局もあります）
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東北大学男女共同参画奨励賞（沢柳賞） 

平成 21 年度公募要項 

 

【主旨および目的】 

東北大学男女共同参画奨励賞は、東北大学における男女共同参画の推進をめ

ざして、平成 15 年度より設立されました。通称である「沢柳賞」は、東北大学

の理念である「門戸開放」の方針を打ち出した初代東北大学総長、沢柳政太郎

氏にちなんでおり、この方針のもとに、本学は 1913 年（大正 2 年）に全国に先

駆けて女子に帝国大学の門戸を開いたという輝かしい伝統を持っています。そ

こで、沢柳賞が男女共同参画社会をめざす活発な取り組みの一助となるよう、

本年度も以下のような男女共同参画に関する研究や活動についての課題を公募

いたします。 

 

【応募部門】 

Ａ：研究部門 

男女共同参画に関連した研究を内容とする、過去２年以内に公表された論文、

著書、報告書などを対象とします。 

Ｂ：活動部門 

男女共同参画に関する、現在進行中もしくは過去２年以内に行われた社会的

あるいは教育的な活動を対象とします。 

Ｃ：プロジェクト部門 

ＡおよびＢに関し、受賞後 2 年以内に成果が期待できる研究・活動計画を対

象とします。 

 

・同一のテーマによる上記 3 部門間の重複応募はできません。 

・受賞は原則として 3 部門各 1 件ずつ、合計 3 件です。なお、若手奨励を目的

として、特別賞を授与する場合もあります。 

・Ａ（研究）およびＢ（活動）部門の受賞者（受賞グループ、受賞組織）は、

受賞年に開催される東北大学男女共同参画シンポジウムで成果を発表する義

務があります。 

・Ｃ（プロジェクト）部門については、受賞後 2 年目の同シンポジウムで成果

を発表して頂きます。 

・受賞課題に対しては奨励金が授与されます（全部門の総額として 140 万円の

予定）。なお、年度終了後に実績報告書を提出して頂きます。 
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【応募資格】 

・個人、グループ、組織が対象となります。いずれも当該研究、活動において

中心的役割を担う東北大学在籍中の教職員（非常勤を含む）または学生を１

名以上含むことが必要です。なお、応募時に本学に在籍していない場合であ

っても，その当該研究、活動を行った時点で本学に在籍していた場合には、

応募が可能となります。 

・本奨励賞に応募するものと同一内容で他からの助成を受けているものは、応

募資格がありません。 

・本奨励賞に相応しい個人、グループ、組織を推薦して頂くこともできます。 

 

【応募方法】 

以下の（１）～（３）を郵送にて、下記応募書類提出先まで送付して下さい。 

（１）申請書（下記ホームページよりダウンロードして下さい。） 

（２）成果資料等 

  Ａ：研究部門 

①業績一覧表 

②代表的な論文、著書、報告書 

  Ｂ：活動部門 

①活動内容についてＡ４判の紙１頁にまとめたもの 

②現時点での成果資料等 

  Ｃ：プロジェクト部門 

①研究（Ａ）もしくは活動（Ｂ）に関する計画について、Ａ４判の紙１

頁にまとめたもの 

②過去の研究もしくは活動内容を示す参考資料等 

（３）推薦書（推薦による場合のみ） 

 

【応募書類提出先・問合せ先】 

申請書類は郵送のみにて受け付けます。 

〒980-8577 仙台市青葉区片平 2-1-1 東北大学総務部総務課総務係 

電話番号：022-217-4807 

メールアドレス：danjyo@bureau.tohoku.ac.jp 

ホームページ: http://www.bureau.tohoku.ac.jp/danjyo/ 

 

【注意事項】 

・提出された書類等は原則として返却しません。 

・書類等については、さらに必要なものを後日追加送付していただくことを依

－ 146 －



頼することがあります。 

 

【応募締切】 

平成 21 年 6 月 26 日（金）当日消印有効 

 

【受賞課題発表】 

平成 21 年 9 月予定 

 

平成 15～20 年度においては、以下の課題に対して沢柳賞が贈られました。 

 研究部門 活動部門 プロジェクト部門 

高大連携による女子高生の

理数科サポート計画 
 

教育学研究科 

小川 佳万 氏平
成
１
５
年
度 

階層論の枠組による性別格

差と平等政策の研究 
 

文学研究科 

田中 重人 氏 

星陵地区における病後児保

育施設の運営について 
 

星陵地区病後児保育 

施設運営委員会代表 

根本 健二 氏

【特別賞】 
 
ウィメンズ・リブ、フェミニ

ズム、男女共同参画－仙台地

域の事例を中心に－ 
 

経済学部 3 年 

勝又 李穂子 氏

在日コリアン二世・三世の見

合い 
 

教育学研究科 

李 仁子 氏 

ストレス関連疾患における

ジェンダーの影響 
 

医学系研究科 

福士 審 氏平
成
１
６
年
度 

【特別賞】 
 
表現の自由とポルノグラフ

ィー 
 

法学研究科 

田代 亜紀 氏 

ジェンダー等社会的不平等

の問題に対する「知」の実践
 

情報科学研究科 

亀井 あかね 氏

【特別賞】 
 
ドメスティック・バイオレン

スの個人的・社会的背景 
 

文学研究科 

三隅 多恵子 氏

農村女性の起業活動を通じ

た成長と地位向上およびそ

の際の学習に関する調査研

究 
 

経済学研究科 

畠山 正人 氏

平
成
１
７
年
度 

スウェーデンにおけるドメ

スティック・バイオレンス対

策－男女共同参画推進とＤ

Ｖに関する一考察－ 
 

法学研究科 

矢野 恵美 氏 

父親の家庭教育参加を促進

するお父さんたちのネット

ワークの組織・拡大 
 

経済学研究科 

石垣 政裕 氏
【特別賞】 
 
近世武家社会のジェンダ

ー・システムと女性の役割 
 

文学研究科 

松崎 瑠美 氏
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 研究部門 活動部門 プロジェクト部門 

理学研究科での「女子学生支

援の取り組み」 
 

理学研究科 

遠山 智子 氏、 

鈴木 美智子 氏、

玉江 京子 氏  
平
成
１
８
年
度 

男女共同参画社会実現にお

ける政策効果に関する実証

研究 
 

経済学研究科 

吉田 浩 氏 

子育てに関る女性医師のテ

ーラーメイド勤務体系確立

の試み 
 

病院「子育てに関る 

女性医師の会」代表 

海老原 孝枝 氏

女性研究者のキャリア展開

とその制度的環境 
 

教育学研究科 

橋本 鉱市 氏

インドネシアの地域保健活

動の成立と展開－地域社会

からみた「開発の時代」－ 
 

教育学研究科 

齊藤 綾美 氏 

男女別学における生徒のラ

イフ／キャリアデザイン 

－教育目的とカリキュラム

の分析－ 
 

教育学研究科 

尾崎 博美 氏、 

八木 美保子 氏、

水原 克敏 氏、 

生田 久美子 氏 

平
成
１
９
年
度 

【特別賞】 
 
イギリスにおけるパートタ

イム労働の平等法理－男女

差別からのアプローチ－ 
 

法学研究科 

阿部 未央 氏 

機械工学系男女共同参画推

進委員会の設立と工学分野

における先導的活動 
 
工学研究科 

機械・知能系男女共同 

参画推進委員会 

同ＷＧおよび女子学生 

交流会学生スタッフ 

【特別賞】 
 
国際労働移動が家族関係に

もたらす影響－性別役割の

研究を中心に－ 
 

文学研究科 

ﾔﾏﾓﾄ ﾙｼｱ ｴﾐｺ 氏

平
成
２
０
年
度 

該当無し 

大学の特色を生かした付属

保育施設作りのためのネッ

トワーク構築 
 

東北大学川内けやき

保育園保護者会  

【特別賞】 
 
モンゴルにおける女性への

暴力拡大に関する社会人類

学的分析 
 

環境科学研究科 

ﾄｩﾙﾑﾝﾌ ｵﾄﾞﾝﾄﾔ 氏
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東北大学大学院女子学生海外渡航支援事業 

（通称：ローズ支援事業）第３回公募要項 

 

 
【主旨および目的】 

本学創立百周年を記念して、国際理解と社会奉仕、女性の社会的地位向上を

目指す団体「仙台Ⅰゾンタクラブ」から、これからの社会を担う前途有為な人

材への支援として、本学に在籍する大学院女子学生を対象とした支援金（名称：

仙台Ⅰゾンタクラブローズ支援金）が本学へ贈呈されました。 

東北大学大学院女子学生海外渡航支援事業（通称：ローズ支援事業）は、上

記支援金を基金として、海外において開催される国際学会等で研究発表を行う

大学院女子学生を対象として、その渡航に係る費用を支援することにより、世

界で活躍できる女性の人材育成並びに本学における男女共同参画を推進するこ

とを目的として実施されるものです。 

 

【応募資格】 

 本学に在籍する大学院女子学生（渡航時にも本学大学院女子学生の身分を有

する者。研究分野、国籍は問わない。なお、これまで海外において開催される

国際学会等で研究発表を行う機会が少なかった者を優先する。） 

 

【応募要件】※下記（１）～（４）を全て満たすものであること。 

（１）平成２１年７月～平成２２年３月の間に海外で開催される国際学会、シ

ンポジウム、セミナー及び研究集会等であること。（学会運営のための委

員会等は対象としない。） 

（２）特定の主題について、当該大学院生が研究発表を行うことを目的として、

参加するもの。（資料収集のための参加等は対象としない。） 

（３）本事業に応募するものと同一内容で他からの助成を受けていないもの。 

（４）本学の最寄りの国際空港から開催地の最寄りの空港までの、最も経済的

な経路による、低廉な航空運賃（空港使用料・航空保険料等を含む。）が

原則１５万円以内であるもの。 

 

【採択件数】 

 ３件（予定） 

 

【支援内容】 

申請に基づき、渡航に係る費用を、１５万円を上限として、事後に支給（精

算払）する。 
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【応募方法】 

下記書類を郵送にて、応募書類提出先まで送付すること。 

（１）応募申請書（下記ホームページよりダウンロードすること。） 

（２）発表演題（予定）の英文アブストラクト（様式任意） 

（３）航空運賃見積書※ 

※エコノミークラスで、開催地と本邦間の最も経済的な経路による航空運賃（空港使用料・航空

保険料等を含む。） 

（４）参加する国際学会等の概要が分かる書類（開催通知又はプログラム等）※ 

    ※申請時点で取り寄せることができる、当該国際学会等の概要－開催期間、全体会、分科会等の

構成が記載されたもの－がわかるもの、もしくは会議主催者からの採録通知等。 

 

【注意事項】 

（１）応募にあたっては、指導教員の承認を受けること。 

（２）提出された申請書等は原則として返却しない。 

（３）審査の過程において又は採択された場合、さらに必要な資料の別途作成、

提出を求める場合がある。 

（４）申請内容について、採用後に大幅な変更が生じた場合は採用を取り消す

場合がある。 

（５）申請は１名１件限りとする。 

 

【応募締切】 

平成２１年６月１２日（金）当日消印有効 

 

【結果通知】 

平成２１年６月末を予定とし、本人宛てに通知する。 

 

【採択者の義務】 

（１）帰国後３０日以内に別に定める様式により、報告書を提出すること※。 

   ※この報告書は仙台Ｉゾンタクラブへ送付するほか、本学男女共同参画委員会ホームページへ掲

載する。 

（２）事後に仙台Ⅰゾンタクラブの例会において、国際学会等での発表や体験

などについて報告すること。 

 

【その他】 

（１）採択者はその氏名、学年、参加した国際学会等の名称及び報告内容につ

いて、仙台Ⅰゾンタクラブホームページ上で紹介されることがあるので、

あらかじめ承知すること。 

（２）採択後、学外へ転出、またはやむを得ない事情により、申請内容につい

て変更が生じた場合又は参加を取り止めた場合は、速やかに下記問い合

わせ先へ連絡すること。 

－ 151 －



【応募書類提出先及び問い合わせ先】 

応募書類は郵送のみにて受け付けます。 

 

〒980-8577 仙台市青葉区片平 2-1-1 

東北大学総務部総務課総務係 

電話番号：022-217-480８ 

メールアドレス：danjyo@bureau.tohoku.ac.jp 

ホームページ: http://www.bureau.tohoku.ac.jp/danjyo/ 
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